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予防保全にむけた橋梁の

長寿命化修繕計画策定について
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 本報では，予防保全にむけた橋梁の長寿命化修繕計画として，健全度Ⅲ判定を着実に解消す

る従来のプロセスに加えて，重点化すべき健全度Ⅱ判定の戦略的な解消により，安全・安心の

確保とコスト縮減効果の最大化を目指す取り組みについて中間報告を行う．検討の結果，健全

度Ⅱ判定から健全度Ⅲ判定への進行を未然に防ぐサイクルを継続的に進めると経時的に健全度

ⅠおよびⅡ判定橋梁の割合が増加し，長期的観点でのコストダウンが可能となった．

キーワード 戦略的修繕計画，橋梁プロファイリング，総合評価指標，区間指標，優先順位評価

1. はじめに 

平成26年度より橋長2m以上の道路橋については5年に

1回の頻度で定期点検を実施することが義務付けられて

おり，近畿地方整備局管内の管理橋梁数約4,900橋につ

いて，毎年1,000橋程度ずつ定期点検を実施している． 

 その定期点検結果を基に，各事務所にて修繕計画を策

定しているところであるが，近畿地方整備局管内におけ

る修繕計画策定に関する現状として，早期措置段階であ

る健全度Ⅲの橋梁については，各事務所において次回点

検までに修繕が完了するよう，工事発注を実施してきた． 

これに加え，予防保全段階である健全度Ⅱの橋梁の対

策にも着手している状況であるが，健全度Ⅲのように次

回点検までに修繕を完了するといった修繕ルールが明確

でない． 

本報では，予防保全にむけた橋梁の長寿命化修繕計画

として，健全度Ⅲ判定を着実に解消する従来のプロセス

に加えて，重点化すべき健全度Ⅱ判定の戦略的な解消に

より，安全・安心の確保とコスト縮減効果の最大化を目

指す取り組みについて中間報告を行う． 

2. 戦略的修繕計画のポイント 

戦略的修繕計画のポイントは，「橋梁プロファイリン

グ」と「区間指標を導入した優先順位評価」により健全

度Ⅱ判定から健全度Ⅲ判定への進行を未然に防ぐもので

ある． 

図-1に示すとおり，従来の修繕計画では健全度Ⅲ判定

の解消のみが進められるため，健全度Ⅱから健全度Ⅲへ

の進行を食い止められず，健全度Ⅲ判定がいつまでも解

消されない状態であった．本検討では，健全度Ⅱから健

全度Ⅲになる橋梁の解消を「橋梁プロファイリング」と

「区間指標を導入した優先順位評価」を用いて重点化す

ることで，修繕費用が高価となる健全度Ⅲ判定が漸減し，

トータルコストを縮減することが可能となる．

従来 今後
定期点検

補修対象橋梁選定

個別施設計画（⻑寿命化修繕計画）策定

点検・設計・⼯事発注

定期点検
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・ロングリスト ・ロングリスト
・年次計画概要資料
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２
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Ⅲ：５年以内
Ⅱ：Ⅲに進⾏する可能性が⾼いⅡ

（要注意Ⅱ）

ここが問題点！

橋梁定期点検要領に基づき
健全度Ⅰ〜Ⅳ判定

図-1 修繕計画の流れにおける従来と今後の違い 

3. 橋梁プロファイリング 

(1) 概要

健全度Ⅱの橋梁について，新都市社会技術融合創造研

究会「橋梁補修施策プロファイリング手法の開発」1)の

統計分析手法を活用し，橋梁全体の耐荷性能に影響を与

える損傷の分析を行い，修繕を重点化すべき損傷や部材

の検討を行った． 

平成26年度から平成30年度まで実施の定期点検を1巡

目点検，令和元年度から実施の定期点検を2巡目点検と

して，橋梁定期点検結果をデータベースに蓄積し，ある
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損傷に対して，1巡目点検結果と2巡目点検結果の比較で

部材間の劣化速度の違いを橋梁プロファイリング手法に

より分析した．その結果，図-2に示すとおり，劣化進行

が早いグループ（要注意Ⅱ）を抽出し，健全度Ⅱの重点

的な解消を目指す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 橋梁プロファイリングの流れ 

 

(2)  優先順位の決定手法 

 橋梁プロファイリングによる末端事象から頂上事象へ

の統合イメージを図-3に示す．図-3は，Ａ橋を例にとり，

末端事象から中位事象，頂上事象へプロファイリング結

果を統合していく過程を示している． 

 

 STEP1：末端事象の例として，橋台で健全度Ⅱ→Ⅲと

なる確率を「損傷ごとに」算出する． 

 STEP2：損傷ごとに算出した健全度Ⅱ→Ⅲとなる確率

を算出（円の重なり部を除く．プール演算） 

 STEP3：同様に，全ての部材ごとに健全度Ⅱ→Ⅲとな

る確率を算出 

 STEP4：全部材で算出した健全度Ⅱ→Ⅲとなる確率を

算出し，橋梁全体でのリスク値と評価する． 

 

 このように橋梁プロファイリング手法を導入すること

で，複数回の定期点検結果から半自動的に橋梁全体で健

全度Ⅱから次回点検時に健全度Ⅲとなる確率を算出する

ことが可能である． 

 

剥離鉄筋露出
8.1%の確率で

Ⅱ→Ⅲ

漏水・遊離石灰
0.05%の確率で

Ⅱ→Ⅲ

ひびわれ
0.14%の確率で

Ⅱ→Ⅲ

うき
22.2%の確率で

Ⅱ→Ⅲ

他にも、

変形・欠損：0.05%

その他：0.54%

例えば橋台竪壁で起こる損傷ごとに、ⅡからⅢとなる確率を算出

　例えば橋台竪壁でⅡからⅢとなる確率の合計を算出（円の重なりを除く）

評
価

の
手

順

橋台竪壁で発生しているいずれか損傷で
Ⅱ→Ⅲとなる確率の合計（論理和）は、29.2%

（単純合計すると31.1%だが円の重なり部を除く）

ＳＴＥＰ１：末端事象（損傷種類ごと）の評価

竪壁Ⅱ→Ⅲ
29.2%

ＳＴＥＰ２：末端事象の評価をまとめ

　全ての部材ごとにⅡからⅢとなる確率の合計を算出（円の重なりを除く）

ＳＴＥＰ３：中位事象の評価

主桁Ⅱ→Ⅲ
52.8%

床版Ⅱ→Ⅲ
20.0%

ＳＴＥＰ４：頂上事象の評価

　橋梁全体でⅡからⅢとなる確率の合計を算出（円の重なりを除く）

A橋Ⅱ→Ⅲ
80.8%

 

 

図-3 末端事象から頂上事象への統合イメージ 

 

(3)  橋梁プロファイリングによる要注意Ⅱ判定の抽出例 

 近畿地方整備局が管理する橋梁の定期点検データに橋

梁プロファイリングを適用した事例を述べる．ここで，

具体的な橋梁名は伏せていることに留意されたい． 

近畿地方整備局管内の健全度Ⅰ，Ⅱ判定の橋梁のうち，

プロファイリング手法が適用可能となった297橋を対象

に確率（橋梁リスク）を算出した．表-1に，頂上事象の

生起確率上位5橋を例示しているが，確率（橋梁リス

ク）の数値の大きいものから補修優先度が高いとした．

図-4に，補修優先順位上位の橋梁の損傷例を示す． 

 

表-1 補修優先順位上位の橋梁 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 補修優先順位上位橋梁の損傷例

名称 建設年度 確率（橋梁リスク） 

A橋 1951 0.8076 

B橋 1982 0.7223 

C橋 1988 0.7217 

D橋 1969 0.6669 

E橋 1959 0.6666 

A橋の損傷例 B橋の損傷例 
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(4)  橋梁プロファイリングによる補修優先順位のまとめ 

 補修優先順位の決定手法として，橋梁プロファイリング

手法を導入することで，橋梁定期点検結果から半自動的

に健全度Ⅱから次回点検時に健全度Ⅲとなる確率を算出

することが可能である．その確率（橋梁リスク）を用い

て，橋梁の補修優先順位付けを行った． 

4.  区間指標を導入した優先順位評価 

(1)  概要 

 橋梁単体の健全度だけでなく，前後区間にあるその他

構造物の健全度やネットワーク機能などの状況も加味し

て，健全度Ⅱの橋梁の重点解消箇所を決定するために，

管理路線の維持管理リスクに着目した優先順位を評価す

る総合評価指標 2)を導入した． 

 ここで総合評価指標とは，道路施設に求められる3つ

の性能（①耐荷性能，②災害抵抗性能，③走行安全性

能）に着目した評価指標であり，定期点検データを用い

て各評価指標を100点満点で数値化して，健全，要補修，

要緊急対策の段階の判別ができる． 

 図-5 に優先順位評価の流れを示す．管理路線の維持

管理リスクを IRとする．IRの大小は対象構造物群の健全

度 IS と，路線のネットワーク機能の重みを INの合算値

で評価する（式(1)）．対象構造物群の健全度 ISは対象

構造物により構成され，橋梁，トンネル，防災施設群の

3 つの合算値とした（式(2)）．また，路線のネットワ

ーク機能の重み ISは一般に区間の複数の属性（防災上の

要因，交通特性，沿道特性等）により構成され，ここで

は交通量，橋梁第三者被害可能性，DID 地区，う回路の

合算値とした（式(3)）．これらを 1km の区間で合算し，

便宜上 100を満点とし，数値が大きいほど健全と定義し

た（式(1)）．図-6 に示すとおり，区間全体の健全度が

低く，ネットワーク機能上のリスクが大きい区間は修繕

優先度が高く評価される． 

𝐼𝑅＝ 1
2 ቊ𝐼𝑆＋𝐼𝑁ቋ   …(1) 

 

𝐼𝑆＝𝐼橋梁 ൅ 𝐼トンネル ൅ 𝐼防災点検 ቀただし、0 ≦ 𝐼𝑆 ≦ 100ቁ …(2) 
 

𝐼𝑁＝𝐼交通量 ൅ 𝐼第三者被害 ൅ 𝐼𝐷𝐼𝐷 ൅ 𝐼迂回路 ቀただし、0 ≦ 𝐼𝑁 ≦ 100ቁ …(3) 

図-5 予防保全対策を優先すべき橋梁の優先順位評価の流れ 
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構造物の健全度 ネットワーク機能

路線に存在する
・橋梁
・トンネル
・防災施設（法⾯など）

・交通量（⾞が多いほど優先）
・DID（⼈⼝集中エリアが多いほど優先）
・道路の上を跨ぐ橋の数（多いほど優先）
・迂回路（迂回ルートがなければ優先）

■判定基準

区間全体の健全度が低く
ネットワーク機能上のリスクが⼤きい

修繕優先度が⾼い

区間全体の健全度が⾼い
ネットワーク機能上のリスクが⼩さい

修繕優先度が低い

 

図-6 区間指標を導入した優先順位評価のイメージ 

 

 

 

 

図-7 橋梁の健全性評価結果 
 

(2)  区間指標を導入した優先順位評価結果 

 前項で示した区間指標の検討過程を図化した．以下に，

検討過程を示す． 

 

ステップ①：構造物ごとの健全性を算出した結果．代表

として，橋梁の健全性評価結果（図-7） 

ステップ②：橋梁，トンネル，防災施設の健全性評価を

区間平均した結果（図-8） 

ステップ③：路線のネットワーク機能指標（交通量，橋

梁第三者被害可能性，DID地区，迂回路）

の結果（図-9） 

ステップ④：構造物の健全性と路線のネットワーク機能

を合算した区間指標評価結果（図-10） 

 

ステップ①では優先順位が付けづらい箇所においても，

ステップ②（構造物の健全性），ステップ③（路線のネ

ットワーク機能）のように各要素を付与することで，区

間ごとの優先順位が分かるようになる．ステップ④で構

造物の健全性と路線のネットワーク機能の合算を行い，

優先順位評価結果とした． 

 

 

 

図-8 構造物群の健全性評価結果 

 
 

ステップ①：橋梁 

A事務所，B事務所，・・・ 

ステップ②：構造物群 

（橋梁＋トンネル＋防災施設） 

A事務所，B事務所，・・・ 
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橋梁
リスク

優先対象
橋梁

【34】
トンネル
【33】

防災
【33】

構造物点
数

【100】

交通量
【30】

DID
【10】

第三者
【10】

迂回路
【50】

ﾈｯﾄﾜｰｸ
点数

【100】

A橋 0.807635 ○ 14 33 24 71 18 10 10 0 38 54.4
B橋 0.722317 ○ 18 33 33 84 30 0 3 0 33 58.4
C橋 0.721714 ○ 16 33 33 82 30 1 7 0 38 60.2
D橋 0.666891 ○ 27 33 33 93 30 6 5 0 41 66.9
E橋 0.666584 ○ 20 33 23 76 30 10 10 8 58 67.3
F橋 0.635035 ○ 20 33 33 86 30 10 10 0 50 68.1
G橋 0.632932 ○ 17 33 33 83 18 0 8 50 76 79.2
H橋 0.626275 ○ 17 33 33 83 18 0 8 50 76 79.2
J橋 0.571969 ○ 17 33 30 80 30 0 0 50 80 79.9
K橋 0.57077 ○ 26 33 33 92 9 10 3 50 72 82.1

・・・ 0.569388 ○ 20 33 33 86 30 10 0 50 90 88.2
・・・ 0.513112 ○ 26 25 33 84 30 10 6 50 96 90.2
・・・ 0.507686 ○ 24 33 26 83 30 10 10 50 100 91.7
・・・ 0.506446 ○ 28 33 33 94 30 10 5 50 95 94.3
・・・ 0.489037 ○ 28 33 33 94 30 10 10 50 100 97.1

No.

区間指標-ネットワーク群【100】 区間指標
最終

（小ほど
優先）
【100】

プロファイリング 区間指標-構造物群【100】
修繕計画の最適化

 
図-9 ネットワークの機能指標の結果 

 

5.  まとめ 

予防保全にむけた橋梁の長寿命化修繕計画策定につい

て，重点化すべき健全度Ⅱ判定の戦略的な解消により，

安全・安心の確保とコスト縮減効果の最大化を目指す取

り組みに関する中間報告を行った． 

「橋梁プロファイリング」を用いて橋梁定期点検結果

から半自動的算出した橋梁の補修優先順位と，構造物群

の健全度・ネットワーク機能特性を考慮した「区間指

標」による補修優先順位を両方考慮することで，戦略的

な健全度Ⅱの補修優先順位付けを行った（表-2）． 

 

 

 
図-10 構造物の健全性と路線のネットワーク機能の合算 

 

 

 

その結果，図-11 に示すとおり，健全度Ⅱ判定から健

全度Ⅲ判定への進行を未然に防ぐサイクルを継続的に進

めると経時的に健全度ⅠおよびⅡ判定橋梁の割合が増し，

長期的観点でのコストダウンが可能となる． 

今後，「橋梁プロファイリング」と「区間指標を導入

した優先順位評価」による修繕計画策定のための検討を

引き続き行う． 

 

ステップ③：ネットワーク機能 

A事務所，B事務所，・・・ 

ステップ④：区間指標評価結果 

表-2 健全度Ⅱの補修優先順位評価結果例 

A事務所，B事務所，・・・ 
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橋
梁
健
全
度
の
割
合
︵
％
︶

時間の経過現在 将来

100%

の
割
合
が
増
加

Ⅰ

Ⅱ

 

修
繕
費

現在 将来取り組み初期
 

図-11 橋梁健全度と修繕費の経時変化イメージ 

 

 

 

※ 本稿の内容は，筆者の前所属である近畿地方整備局

近畿道路メンテナンスセンター 技術課における所

掌内容である． 
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車載カメラを用いた道路状況等の確認に関する

試行導入について

川嶋 智和¹・宮内 新太郎²

¹近畿地方整備局 道路部 道路工事課 （〒540-8586大阪府大阪市中央区大手前1-5-44） 

²枚方市役所 土木部 道路河川整備課 （〒573-8666大阪府枚方市大垣内町2-1-20） 

 従来の道路巡回は車上からの目視で行われており，損傷や異常などを報告する際は，損傷・異常箇所の

画像や位置情報（距離標）を得ることに労力と時間を有している．本稿では，大阪国道事務所管内におけ

る道路巡回の効率化・高度化を図るため，巡回用車両にカメラを搭載し，路面等の道路状況等を映像（動

画）で確認できる道路巡回システムを試行することで道路巡回を支援し，本格導入にあたっての課題等を

検討した．

キーワード 道路巡回，車載カメラ，維持管理，安全，効率化，高度化

1. はじめに 

従来の道路巡回は車上からの目視で行われており，損

傷や異常などを報告する際は，損傷・異常箇所の画像や

位置情報（距離標）を得ることに労力と時間を有してい

る．限られた人員の中で，道路サービスレベルの維持・

向上を図るべく1)，近畿地方整備局大阪国道事務所では，

道路巡回の高度化・効率化を目的に，2020年11月中旬か

ら2021年3月上旬まで事務所管内の4出張所（高槻，西大

阪，南大阪，北大阪）計8台の道路巡回車両に車載カメ

ラ等を設置し，道路巡回システムを試行導入した．また，

図-1に示す検討フローに基づき，現状の道路巡回の課題

抽出，課題に対する道路巡回システムを活用した対応策，

試行実施，効果検証を行った． 

2. 道路巡回システムの概要 

図-2に道路巡回システムの概要を示す．このシステム

の特徴は，車載カメラで取得した全走行映像に位置情報

と時刻を付与，クラウドを介して現場・所内間で道路巡

回の状況を共有することができる．視野角110°のカメ

ラを道路巡回車両へ搭載し，道路状況を確認できる映像

として，図-3に示すリアルタイム配信用の低精細（解像

度640×360，7FPS），記録用の高精細（解像度1920×
1080(フルハイビジョン)，15FPS）の両方の映像（動画）

を記録するものである．また，大きく3つの機能を有し

ており，映像（動画）はあらゆる場面で活用することが

できる．図-4～6に3つの機能を示した． 

図-1  検討フロー

図-2  道路巡回システムの概要
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図-3  リアルタイム配信用の低精細映像(左)，記録用の高精細映像(右) 

 
(1)  動画共有機能 
図-4 に記録用の高精細映像を示す．高精細映像は

日々の巡回で取得した映像（動画）を外部記録媒体の

SSD へ保存，巡回終了後にクラウドへアップロードし，位置

情報や計測時刻等を関連付けした映像（動画）を検索・抽出

し，インターネット経由で閲覧できる．過去に遡って映像（動

画）を確認することができ，時系列の異なる映像による劣化

傾向比較や予兆確認に活用することができる． 

 

 (2)  リアルタイム動画配信機能 
図-5にリアルタイム動画を示す．リアルタイム動画は

車載カメラを設置した巡回車両が出発する時から映像

（動画）を取得し，位置情報と合わせて確認すること

ができる．また，低解像度ではあるが，ほぼリアルタ

イムで映像（動画）をクラウドへ送信し関係者はパソ

コン等で確認できる．取得した映像（動画）は最大4車

両分の映像を同時に見ることができ，事故や防災対応

時の意思決定の補完に活用できる． 

 
(3)  緊急時通報機能 
図-6に緊急時通報機能とその映像を示す．道路の異常

を発見した場合，車両に設置した緊急ボタン（スイッ

チボックス）を押すことで，位置情報と併せて10秒程

度の高精細な映像（動画）を取得できる．映像（動

画）はボタンを押すとクラウドへアップロードされ，

速やかに通報・閲覧が可能である．また，表-1に示す

通りスイッチボックスは3つのボタンがあり，緑：A，

黄：B，赤：緊急で区分されている．本試行ではクラウ

ドにアップロードされる点を踏まえ，「A」と「緊急」

のみを使用した． 
 

表-1  スイッチボックスのボタン種類 

種類 色 機能 

A 緑 ・施設物損傷の発見時に使用 
・ボタンを押すとクラウドにアップロード 

B 黄 ・映像を見返しやすいように目印を付ける 
・クラウドにアップロードされない 

緊急 赤 ・施設物損傷以外（事故等）に使用 
・ボタンを押すとクラウドにアップロード 

 

 
図-4  高精細映像の閲覧 

 

 

図-5  リアルタイム動画の閲覧 

 

 
図-6  緊急時通報機能と映像閲覧 
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3.  道路巡回の現状把握と課題整理 

 道路巡回システムの試行前にアンケートおよびヒア

リングを実施し，現在行われている道路巡回の現状や

課題について把握することとした．試行前アンケート

は4出張所の職員及び委託業者の計16名から回答があり，

アンケート結果と抽出される課題は表-2に整理した．課

題は効率化及び安全性，多角的な状況把握，異常時の

伝達手段の大きく3つに区分され，各々について課題に

繋がる要因を整理した． 
 1つ目の効率化及び安全性では，広いエリアに渡って

面的に生じる事象の場合は，全体の状況把握が難しく，

個人の経験値に委ねられていると考えられる．また，

通常巡回とは異なる異常時巡回においては危険を伴う

作業が生じる可能性がある．（豪雨時の車外での撮影

など）よって，巡回時の項目統一及び現場情報把握の

効率性の向上，巡回員の安全性の向上が必要である． 

 2つ目の多角的な状況把握（高度化）では，巡回時は

走行レーンを通行しており，他の車線の確認が不明な

場合があると考えられる．また，巡回終了後に損傷写

真の撮り直しは回答者全員が「なし」としているが，

異常や損傷の見逃しに不安を抱いている．また，巡回

後に確認する場合，静止画像のみでは空間的に視野を

広げた確認，状況の変化に連続性をもった情報確認，

異なる時間軸からみた確認等状況がわかりにくい可能 

性がある．よって，あらゆる視点からの事象状況の把

握が必要である． 

3つ目の異常時の伝達手段では，スマホ，メール（画

像あり）等の情報伝達は，情報の質・量ともに，発信

者及び受信者次第となる．また，伝達時に事象の緊急

性についても不安を感じている．よって，事象情報に

関する報告時のルール化が必要である． 

 

 

4.  課題に対する対応策検討 

 試行前アンケート及びヒアリング結果から抽出され

た課題に対し，道路巡回システムを活用した対応策に

ついても表-2に整理した．  
 1つ目の効率化及び安全性では，撮影される動画デー

タにより異常・損傷の撮り逃し，取り直し等を防止で

きる．さらに巡回時の項目の統一を図ることもできる．

また，下車せずに必要な情報を取得でき，巡回員の安

全を確保できる． 

 2つ目の多角的な状況把握（高度化）では，走行空間

の様々な情報を蓄積でき，ボタン押下前後10秒の映像

が伝送され，事象発見時の連続的な状況把握が可能に

なる． 

 3つ目の異常時の伝達手段では，異常時（緊急時）に

現場と出張所で位置情報も含めたリアルタイム映像を

共有でき，巡回員・出張所間での意思決定にも補完で

きる． 
 
 

 
表-2  アンケート結果から抽出された課題と道路巡回システムを活用した対応策 
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5.  対応策（道路巡回システム）試行的実施 

 対応策検討を踏まえ，道路巡回システムの試行を実

施した．試行する中で，国道での適用性，道路巡回の

高度化，地震等の異常時の利活用についても検討した． 
 
(1)  道路巡回システムの適用性 
 1）高速道路と直轄国道の道路巡回項目の比較 

道路巡回システムは首都高速道路で運用実績がある．

直轄国道の道路巡回に適用できるか確認するため高速

道路と直轄国道の道路巡回項目を比較し相違点を抽出

した．道路巡回項目の比較は，各種マニュアルをもと

に確認した．巡回項目の相違点は道路巡回システムの

映像で確認(運用でカバー)できることを確認した．図-7
は一事例として道路情報板の表示内容確認を示す． 

 

2）路線毎の特徴を踏まえた運用方法 

 路線ごとの特徴を整理し，大阪国道事務所管内にお

ける道路巡回システムの運用ルール案を検討した．リ

アルタイム動画映像の共有，蓄積した高精細な動画映

像の活用，緊急時通報機能の活用等を具体な事例を整

理してまとめた．図-8は交通量も多く停車しにくい箇所

で緊急時通報機能を活用した事例を示した． 

 
3）LTE通信環境調査 

通信環境をNTTドコモが提供しているLTEサービスエ

リアマップにて確認した．さらに，通信環境が良くな

いエリアに対し，図-9に示すようにリアルタイム映像が

位置情報含め見ることができるかを整理した．通信環

境が良くない山岳エリアでリアルタイム映像が見られ

る時と見られない時があることを確認した． 

 
(2)  道路巡回の高度化 
 1）「予防保全型」維持・修繕の推進への活用 

舗装点検結果から健全性Ⅲの個所を抽出し，図-10に
示す道路巡回システムで取得した映像（動画）から進

行状況の把握が可能かを検討した．既に補修済みの個

所もあったが，経過観察の個所では点検日以降ではあ

るが進展があったことを確認することができた．なお，

点検日から今回の試行期間までは時間が経過していた

ため，より明確な変状時期を確認する上でもデータベ

ース的な機能として活用できることが確認できた． 

 
2）道路巡回支援システムとの連携方法 

 道路巡回システムの映像（動画）は道路巡回支援シ

ステム（タブレット型）を巡回で活用している場合，

データ連携することも考えられる．連携方法として，

図-11に示す道路巡回支援システム側から必要なデータ

をリクエストする連携が考えられ，道路巡回システム

で取得した映像（動画）から静止画像を切り出し，道

路巡回支援システムのメモ機能を生かすことで巡回日

誌に活用することが考えられる． 

 
図-7  道路情報板の表示内容確認 

 

 
 
 
 
 
 
 

図-8  路面の異常に対するAボタンの活用 
 
 
 
 
 
 
 

図-9  LTE通信環境調査(左図はNTTドコモHPより引用) 
 

 
図-10  時系列の異なる画像比較 

 

 

図-11  連携方法（案） 
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(3)  地震時の道路巡回システムの利活用 
地震による大規模災害時は，巡回車両，徒歩等で

巡回し，把握した情報は電話等で各出張所，事務所，

局に共有される形となるが，情報を共有する中で現

場の状況をリアルタイムに映像提供することや被害

状況を時系列に損傷状況，その位置情報等を含め共

有することも必要である．図-12に示す国道2号は河川

を跨ぐ橋梁区間が多数存在し，地震時は橋梁の段差

に注視する必要がある．図-13に示すリアルタイム動

画配信機能を活用することで現地から継続した現場

状況を映像（動画）で共有することができる．また，

地震時は既に構造物等の損傷が出ており二次災害も

懸念される．そのため緊急時通報機能も併用するこ

とで下車せず被害状況を把握できるツールとしても

有効である． 
 

6.  効果検証 

 道路巡回システムの試行を通じた利用実態を把握

するため効果検証のアンケートを実施した．アンケ

ート回答は4出張所の職員及び委託業者の計17名から

回答があった． 
 
(1)  効果検証結果 
通常の巡回を行いながら本試行を実施した中で，機

器の操作面及び各種機能（取得した映像の活用）に

おいて，以下の点で有効性が確認された． 

動画共有機能では，日々の巡回映像が蓄積される

ことで過去映像が確認できる活用効果について確認

された．また，異常発生箇所の応急処置後の経過観

察対応におけるシステム活用の有効性について活用

効果意識が確認された． 

リアルタイム動画配信機能では，異常時での必要

性は認識されているが，特に効果が確認できる試行

結果は確認できなかった． 

緊急時通報機能では，下車せずにボタンを押すこ

とで損傷等の映像取得ができることは巡回員の安全

面で有効であることが確認された．また，自専道な

ど下車しにくい場所では，路面の異常等があった際

はボタンを押すことで情報を残すことの活用有効性

が確認された．さらに，判断に迷う事象に対し，巡

回車両からボタンを押し出張所職員が映像確認をす

ることで事象対応を進めたことが確認された． 

 

(2)  試行で確認された課題 
今後の課題としては，以下の点が確認された． 

動画共有機能では，路面の損傷状況や歩道の細部

を確認しにくいといった意見があり取得した映像が

利用目的にあった鮮明度ではないことも確認された．

 
図-12  河川を跨ぐ橋梁区間（国道2号） 

 

図-13  リアルタイム動画配信機能の活用 
 

そのため，カメラの映像をより鮮明にすることの必

要性が課題として確認された． 映像を鮮明にする方

法としては，カメラの高性能化（レンズ等）や広角

カメラ等の導入，逆光が移りこまないための設置方

法の工夫等が有効と考えられることから，今後はそ

の費用対効果や新たに生じる課題等を踏まえて検討

を行う必要がある． 

リアルタイム動画配信機能では，悪天候時や夜間

において対向車のヘッドライトによる逆光等で見に

くい等の意見が挙がった．また，巡回車からでは事

象の細部を確認できない場合があることから，カメ

ラに携帯性を持たせるか，スマートフォン等の携帯

性のあるカメラにおいて同様のシステムを実装し，

検討する必要があると考えられる． 

緊急時通報機能では，現在行われている巡回方法

に加えて本システムの試行であったことから，ボタ

ンの押し忘れが多く確認された．また巡回時に「緊

急」や「A」ボタンが押下された際に，どのような事

象で押下されたのか，映像内のどの箇所が問題箇所

なのか等がわかりにくいとの課題意識が確認された．

そのため，下車しにくい個所や経過観察対象につい

てはボタンを押下するルール（事象別にどのボタン

を押すかも含め）及びルーティーンを決めることで

押し忘れも防ぐことが可能である．また，音声付与

機能を追加するシステム改良をすることでボタンを

押した事象を確実かつ正確に把握し，事象を整理す

ることが可能となる．さらに，道路巡回支援システ

ム（タブレット）が活用可能であれば，道路巡回シ

ステムとの連携が考えられる．道路巡回システムの 
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表-3  本試行に係るまとめ 

№ 項目
現状

(試行前アンケート)
課題 解決策(試行前検討) 試行結果 今後の課題と対応案

巡視すべき対象が多く、
確認内容に個人差

巡回時の確認すべき項目統一
及び現場情報把握の効率性

動画共有機能により、動画デー
タ（位置情報等）を取得し異
常・損傷の撮り逃し、取り直し
等を防止

巡回映像の蓄積により、過去映像
を活用した効果（損傷日時等）に
ついて確認

カメラ映像の画質や画角⇒カメラの高
性能化及び広角カメラ等の導入

 

異常時の点検で危険を感
じた

巡回員の安全性 緊急時通報機能により、異常や
損傷を下車せずに必要な情報を
取得し、巡回員の安全を確保

自専道や大型車が多い国道では、
下車せず情報を取得でき巡回員の
安全面及び活用の有効性を確認
 

取得した映像の道路巡回支援システム
（タブレット）との連携
⇒タブレットとの連動についてシステ
ム改良

異常や損傷の見逃しへの
不安
 

緊急時通報機能により、前後10
秒の映像データの取得が可能
（連続的な状況把握）

自専道など下車しにくい所では、
ボタンを押すことで情報を残すこ
との活用有効性を確認
 

取得した映像の道路巡回支援システム
（タブレット）との連携
⇒タブレットとの連動についてシステ
ム改良

損傷個所の正確な記録及
び自分の判断への不安

動画共有機能により、映像を記
録することで広範囲の道路状況
や異常事象を確認

本試行カメラでの道路状況把握を
確認

さらなるカメラの高スペック化はデー
タ量が膨大
⇒費用対効果を踏まえたカメラの選定

リアルタイム動画配信機能によ
り、異常時に現地と出張所で映
像による情報を共有

現地と出張所とのリアルタイムで
の状況把握は、効果が確認できる
試行結果は確認できていない（異
常時での必要性は認識されてい
る）

カメラ映像の画質や画角⇒カメラの高
性能化及び広角カメラ等の導入

 カメラが外せない
⇒モバイル端末の活用（携帯性）

3

1
効率化及び
安全性

2
多角的な
状況把握
（高度化）

あらゆる視点からの事象状況
の把握
・異常時の広範囲な観察
・事象発生の前後状況 等

使用場面及び事象の明確化
⇒出張所及び維持業者等を含めたルー
ル化

取得した映像の道路巡回支援システム
（タブレット）との連携
⇒タブレットとの連動についてシステ
ム改良

判断に迷う事象に対し、ボタンを
押し出張所職員が映像確認をする
ことで事象対応を実施

「緊急」「A」のボタンの違いによ
る有効性は確認できていない

緊急時通報機能により、事象の
重要度に分けた出張所への迅速
な映像共有

報告手段が不統一
（報告時のルール化が必要）

スマホなどで情報を共有

異常時の
伝達手段

 

ボタン機能で取得した映像から静止画像切出しを行い，

道路巡回支援システムの機能である問題箇所をマーキ

ングする等の画像編集を付与することも考えられ，巡

回日誌への活用も期待できる． 

 
 

7.  おわりに 

 本稿では，道路巡回システムの試行を行い，表-3で道

路巡回の現状把握，課題抽出，解決策，試行結果，今

後の課題と対応案をまとめた．取得した映像による活

用有効性を確認できたものもあるが，効率化に向けて

はさらなる改良が必要である． 
 
本稿は著者の従前の所属（大阪国道事務所）におけ

る所掌内容をとりまとめたものである． 

 

謝辞：本試行では，各出張所及び道路巡回を行う委託

業者の方々に多大なご協力を頂きました．ここに記し

て謝意を表します． 
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関西国際空港における 

特定天井改修工事について 

石田 和泰 

関西エアポート株式会社 建築技術部 関空建築グループ 

（〒549-8501 大阪府泉佐野市泉州空港北1番地） 

2011年3月に発生した東北地方太平洋沖地震の際に、大規模空間における天井が多数脱落した。

このような状況を受け、2014年4月に「建築物の天井脱落対策及びエレベーター等の脱落防止対

策等に係る建築基準法の施行令の一部を改正する政令」が施行された。その施行令の中で「脱

落によって重大な危害に生ずるおそれがある天井」（以下「特定天井」と呼ぶ）が定義されて

いる。関西国際空港ではBCPおよび早期復旧の観点から特定天井改修を進めている。この取り

組みについて報告する。 

キーワード 安全，防災

1. はじめに 

関西国際空港内の建築物において特定天井に該当する

箇所は3カ所存在する。「第1ターミナルビル4F（一部3F

を含む）」・「空港駅3Fコンコース」・「海上アクセス

ターミナルビル待合室（ただし、現在は未使用）」であ

る。 

2014年から特定天井に関する調査・検討を開始し、

2018年から第1ターミナルビル、空港駅の改修工事に着

手した。空港駅は2020年8月に完了しており、第1ターミ

ナルビルは2024年度までに完了予定である。 

今回は現在進行中である第1ターミナルビルのうち、

既に完了している4F部分の特定天井改修工事について報

告する。 

図-1 第1ターミナルビル4F 

2. 改修前の天井について

改修検討を実施する前に、現状の特定天井の調査を実

施した。第1ターミナルビル4F特定天井の主な特徴は以

下の通りである。 

・屋根形に沿った天井デザイン 

・約3.6m×9mのユニットで構成された天井 

・対象は建物内部と建物外部に存在する 

・建物内部の天井はシステム天井のような仕組み 

・仕上げ材は、建物内部が岩綿吸音板、建物外部がFRP

ボード 

・天井内に建築設備はない。 

図-2 屋根形状（断面図） 

図-3 既存天井内の様子 

また、今回の改修において天井仕上材が変更になる可

能性を考慮し、現状の音響状況を把握するために、調査
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段階で同フロアにおいて音響測定を実施している。 

 

 

3.  改修方法の概要 

 既存建築物における特定天井の改修方法は、撤去・耐

震天井・落下防止対策など複数存在する。最適な改修方

法を決定するにあたり、選定基準は以下の通りとした。 

・第1ターミナルビル4Fの機能が継続出来ること（BCP 

の観点より） 

・意匠性は変えないこと 

・特定天井に該当しない天井へ改修すること 

・既存の天井重量より重くならないこと 

 

上記の基準より、改修方法は全撤去新設とし、以下の

通り決定した。 

・既存の天井は下地、仕上げとも撤去する 

・改修後の天井は、準構造天井（躯体に緊結し天井と建

物を一体化）とする 

・仕上げ材はグラスウールボードを使用する。ただし、

建物外部は現状と同様とする。 

・部材の色は、既存に対しての近似色とする。 

 

具体的な改修方法について以下に示す。 

 

(1)  既存天井の撤去 

 吊ボルトを切断し、それ以下の天井部材を全て撤去す

る。 

 

(2)  新設天井 

 既設の母屋（H鋼）を利用して準構造天井とした。そ

のため、天井支持構造部材は母屋（H鋼）に取りつけた。

また、本改修では均一の施工精度を必要としたため、建

物内外部双方とも現場溶接はせずに、全てボルト等機械

的な接合とした。さらに、天井仕上材の上下振動を拘束

する仕組みを設けた。 

a) 建物内部 

次に、建物内部の天井仕上材の選定のために、関空島

内にモックアップを製作して、以下の項目について検証

した。 

・意匠面 

色や質感、ボード間の継ぎ目、Tバーとボードの見

え方、その他課題。 

・施工性（施工者へのヒアリング） 

施工のしやすさや課題、施工部材数、施工時間、

現場での加工頻度 

これらの内容を総合的に判断した結果、グラスウール

ボードを採用することにした。 

b) 建物外部 

 建物外部の天井仕上げ材については、雨や風の影響に

より軽量天井材が使用出来ないため、現状と同じFRPボ

ードとした。その天井仕上材の取り付け方も既存と同様

とした。 

 

   

 

図-4 モックアップの様子 

 

               

 

図-5 仕上げ材（建物内部） 

 

 

4.  施工について 

 第1ターミナルビル4Fは国際線の出発ロビーである。

工事に着手するにあたり、ターミナルビルを運用しなが

ら工事を進めるため、空港運用に影響の少ない施工計画

とした。 

 

(1)  仮設計画 

コロナ禍の現在と異なり、利用者数も年々増加して

いる状況で出発ピーク時間帯は特に混雑していたため、

旅客動線や滞留スペース、空間の視認性に影響の少ない

仮設計画が必要であった。 

本工事においては、建物内部は移動式吊足場と棚足

場、建物外部は棚足場と高所作業車を用いて工事を実施

している。建物内のメイン仮設に移動式吊足場を採用す

ることで、4F床面に設置する足場が最小限で済むため、

昼間は通常どおりの空港運用が可能である。 

a) 移動式吊足場 

第1ターミナルビルの屋根構造はトラスが東西方向に

掛かっているのが特徴である。足場を吊るためにこのト

ラスを利用した。トラス上弦材に移動式吊り足場のレー

ルを設置してそこに足場を吊り下げた。また、床面から

移動式吊り足場への作業員の動線は、昇降用の棚足場と

トラス内に歩廊を設置することで、移動式吊り足場への

移動動線を確保した。 

b) 棚足場 

建物内部で吊り足場が寄り付けないEV付近に関して

一般部門（安全・安心）Ⅰ： No.03 

2



は棚足場を設置した。建物外部においてはメイン仮設を

棚足場とした。ただし、旅客の通行の妨げにならないよ

うに足場下部は通常旅客が通り抜け出来るような計画と

した。 

c) 高所作業車 

建物外部は、リムジンバスなどの降車場となってい

るため、降車スペースに近いエリアは高所作業車での作

業とした。 

 

 

図-6 仮設足場範囲図 

 

 

 

図-7 トラスの様子 

 

 

図-8 吊足場図 

 

 

図-9 昇降用足場図 

 

(2)  施工計画 

運用しながらの工事であることから、仮設計画と同様

に、様々な制約が伴う中での施工計画を立案する必要が

ある。 

a) 施工条件 

作業時間（準備・片付け含む）は出発旅客が少ない23

時～翌6時とし、下記の項目を施工条件とした。 

・移動式吊足場で作業をする場合、その下部は立ち入り

禁止区画を設け、そのエリアに人がいない状態を確保

して作業を実施すること。 

・関西国際空港は24時間運用のため、深夜便対応のチェ

ックインカウンターや保安検査場が使用されていれば、

その上空での作業は実施出来ず作業時間がさらに制限

される。また、遅延便などが発生した場合も、空港運

用を優先して作業を中止・中断すること。 

・同フロアでは同時期に別途工事が実施されているため、

他工事との工事調整に協力をすること。 

・高所での作業になるため、落下対策を十分施すこと。 

・隣接するレーンを同時施工しないこと。 

b) 施工手順 

第1ターミナルビルは東西に伸びたキールトラスが21

本設置されている。そこでトラスで挟まれた部分を1レ

ーンと考え、建物内部は大きく19レーンに施工エリアを

分割した。 

基本的な計画としては、1レーンに最大3基の移動式吊

足場を設置する。吊足場3基の考え方としては「1基目：

レール延伸と天井解体用」、「2基目：天井下地設置用

（鉄骨工事）」「3基目：天井仕上設置用（内装工事）」

であり、そのレーンでの作業が完了した移動式吊足場は

次のレーンへ移動させて、そこでの作業を開始するとい

う流れである。 

具体的な撤去～天井新設の施工手順としては以下の通

りである。 

【足場整備】 

・昇降用足場、トラス内歩廊と移動式吊足場用レール

の設置 

・移動式吊足場の組み立て、荷揚げ 

・レールの延伸とオープンエアダクト上足場組立 

【天井解体】 

・岩綿吸音板、Tバーおよびボーダー、ブレース、野

縁、吊ボルトの順に撤去を行う 

【天井新設】 

・天井支持構造部材取り付け金物の設置（鉄骨工事） 

・天井支持構造部材の設置（鉄骨工事） 

・Tバー等の設置（内装工事） 

・天井仕上材の設置（内装工事） 

【足場解体】 

・オープンエアダウト上足場、レールの撤去 

・トラス内歩廊と昇降用足場の撤去 

・移動式吊足場の荷下ろし、昇降用足場の撤去 
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図-10 施工手順 

 

(3)  工程 

工程は、建物内部をEV付近の棚足場設置部分と移動

式吊足場設置部分（一般部と急勾配部）の3つのエリア

に分けて、それに外部を加えた計4エリアで考えている。

吊足場で一般部と急勾配部でエリア分けをしているのは、

勾配の影響で吊足場の動力を変える必要があるためであ

る。工事最初のレーン（南1レーン）においては、現場

不一致も出てくる可能性が高かったため、時間を掛けて

慎重に工事を進めた。 

工期は、2018年12月～2020年6月までの19か月間であ

る。これにより、建物内部においては最大4レーンで同

時期に移動式吊足場が設置されて作業しているような計

画である。 

 また、第1ターミナルビル4Fにおいては、他工事も多

数実施している。吊り足場の下部は立ち入り禁止となり、

他工事の作業員が入れなくなることから、本工事の効率

のみならず、他工事のスケジュール等も配慮した工程を

計画している。 

 

(4)  施工状況 

a) 建物内部 

キールトラスに吊られている移動式吊足場は、落下防

止用の膜をオープンエアダクトの膜と同系色（白色）と

した。あまり目立たない仮設足場とすることで、利用者

への心理的な負担を軽減している。 

 

    

   

   

   

 

図-11 作業状況（内部） 

 

改修前と改修後における天井の意匠性は、意図通りあ
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まり差がなく、建物のデザインを保ちつつ天井の耐震性

を向上している。 

 

 

 

図-12 改修前後の天井 

 

工事最初のレーン（南1レーン）で現場不一致が出て

きた際に、今後の対策ルールの検討も併せて行ったため、

残りのレーンにおいては新たな技術的課題はあまり発生

せず、順調に工事を進めることが出来た。また、作業員

も各エリアで手順を繰り返すことで作業に慣れてきたた

めに、作業効率も上がった。 

一般部において施工日数は約33日である（仮設設置

（レール・幕上足場延伸）の約12日を含む）。作業別日

数は、既存天井解体に約11日、天井下地工事に約14日、

天井仕上工事に約11日である。 

急勾配部分においては一般部より施工面積が1/4であ

るが作業しにくい場所のため、施工日数は約28日である

（仮設延伸・解体の約13日含む。）。作業別日数は、既

存天井解体に約4日、天井下地工事に約4日、天井仕上工

事に約5日である。 

 

b) 建物外部 

建物とリムジンバス降り場の床の間に開口があったた

め、落下防止の観点より全て床板やシートで養生を実施

している。その上部に棚足場を設置して一連の作業を行

った。また、天井を解体した時しか天井内の部材に触れ

ないため、本工事に併せて鉄部塗装修繕を行うことでメ

ンテナンスの効率化を図っている。 

 

                      

              

 

図-13 作業状況（外部） 

 

 

5.  おわりに 

第1ターミナルビル4Fの特定天井改修は、2018年12月

の現場着手から2020年6月までの19か月間、新型コロナ

ウイルス感染症の影響はあったものの、施工中に大きな

トラブルもなく、無事故無災害で完工することが出来た。

残りの特定天井についても、継続して実施しているとこ

ろである。本工事は空港利用者の安心・安全のために実

施している工事である。今後も利用者に安心して利用し

て頂けるように空港運営に努めていきたい。 
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大阪国際空港ターミナル 周辺道路の混雑対策 

および安全強化の取り組み 

市瀬 友啓1 

1関西エアポート株式会社 伊丹空港本部・基盤技術部（〒560-0036 大阪府豊中市螢池西町3-555） 

 大阪国際空港のターミナルビル周辺道路は，一般車降車場での違法駐車が常態化し，また，

繁忙期に駐車場が満車になると，その待機列による渋滞が発生するなど，違法駐車や混雑によ

る安全面での懸念が課題となっていた．そこで，関西エアポート株式会社は，公安委員会によ

る指導を踏まえつつ，ターミナルビルの大規模改修に合わせて，課題の解消と更なる利便性の

向上を図るため，アクセス施設の再配置，駐車場の立体化などの駐車場混雑対策，その他安全

強化に関する取り組みを複合的に実施した．その結果，ターミナルビル周辺道路の安全性・利

便性が向上し，課題となっていたターミナルビル周辺道路の違法駐車と混雑が解消した． 

キーワード 駐車場，違法駐車対策，混雑対策，安全強化

1. はじめに 

 大阪国際空港（伊丹空港）は，充実した国内線ネット

ワークを提供する利便性の高い都市型空港であり，空港

周辺地域と共生する空港として，年間約1,700万人の航

空旅客に利用1)されている． 

2016年2月に着工したターミナルビルの大規模改修で

は，出発・到着時の旅客動線が抜本的に見直しされるこ

ととなり，ターミナルビル前道路の周辺など（以下，

「カーブサイド」）では，バスやタクシーなどの乗降場

の再配置が必要となった．また，従前より，一般車降車

場での違法駐車の常態化，駐車場満車時の待機列による

ターミナルビル前道路の混雑，違法駐車による安全面で

の懸念など，道路交通安全上の課題を抱えていた． 

これらの背景を踏まえて，本稿では，ターミナルビル

の大規模改修に合わせて，旅客の利便性の向上を図ると

ともに，従前より抱える課題を解消するため，関西国際

空港（KIX）および大阪国際空港（ITAMI）の運営会社

として関西エアポート株式会社（以下，「当社」）が実

施した大阪国際空港ターミナルビル周辺道路の混雑対策

および安全強化の取り組みについて述べるものである． 

図-1  リニューアル後の大阪国際空港 施設配置図

本線第1車線 

本線第2車線 

本線第3車線 

レンタカーステーション 

リムジンバス乗降場 リムジンバス乗降場 
側道  第1車線 

側道  第2車線 

アクセスデッキ 
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2.  アクセス施設の再配置と安全強化 

 

(1)   ターミナルビル先行オープンに伴う到着口中央集約 

 約50 年ぶりとなるターミナルビルの大規模改修工事

については，2020年8月5日のグランドオープンに先駆け，

2018年4 月18 日にターミナルビルの中央および屋上エリ

アが先行オープンした． 

特に，先行オープンでは，主に中央エリアおよび屋上

エリアにおける商業施設の全面改装，ターミナルビル到

着口の変更が行われた． 

到着口の変更（以下，「到着口中央集約」）により，

ターミナルビルの1 階南北に分かれていた到着口は，タ

ーミナルビルの2 階中央の1 箇所に集約され，モノレー

ルやバスなどへのスムーズなアクセスが可能となった． 

 

(2)   公共交通機関と一般車両の分離 

リムジンバスやタクシーといったアクセス施設の乗降

場所について，大規模改修の着手前は南北のターミナル

ビルの前面にそれぞれ分かれて配置されていた．そのた

め，前節で述べた到着口中央集約に伴い，リムジンバス

やタクシーの乗降場を再配置する必要が生じた．また，

前述したとおり，カーブサイドでは，一般車降車場での

違法駐車の常態化など，道路交通安全上の課題を抱えて

いたことから，自家用車により空港をご利用になるお客

様の安全性や利便性の向上が不可欠であった． 

a) 施設配置の優先順位 

そこで，当社は，施設配置の優先順位を決定しようと

して，道路交通安全および交通事故防止などの観点から，

所管の公安委員会（大阪府，兵庫県）の指導の下，関係

行政機関，バス，タクシーなどの関係アクセス事業者，

および関係事業者団体とも協議し，最も利用分担率の高

い公共交通機関であるリムジンバス乗降場をターミナル

ビルに最も近い車線（側道第1車線）へ配置することと

した．また，同じく公共交通機関であるタクシー乗降場

をターミナルビルから2番目の車線（側道第2車線）に配

置することとした． 

b) 降車専用レーンの設置 

一方，公共交通機関でのアクセスを優先して施設を再

配置したこと，用地上の制約，道路交通安全上の課題解

消の観点などを総合的に勘案した結果，これまで配置し

ていた従前の一般車降車場を廃止し，駐車場側の緑地帯

を利用転換することで得られた用地を活用し，新たに一

般車両を対象とした降車専用レーンを設置（供用開始：

2017年11月）した． 

c) 公共交通機関と一般車両の分離 

この施設配置の変更により，リムジンバスやタクシー

などの公共交通機関はターミナルビル側，一般車両は駐

車場側へ配置することとなり，公共交通機関と一般車両

の分離を図ることが可能となった． 

(3)   車線構成の見直し 

 

 ターミナルビル前道路の車線数については，大規模改

修着手前は4車線であったが，写真-1に示すとおり，駐

車場が満車になると，駐車場側の車線には車列が発生し

ていた．また，前述のとおり，到着旅客を出迎えようと

する一般車両による一般車降車場やその付近のゼブラ帯

での待機により，ターミナルビル側の車線にも待機列が

発生し，4車線のうちの2車線の通行ができない状態が見

られていた．その待機列が長くなると，リムジンバスの

運行やタクシーの発着にも支障となっていた． 

 

 

写真-1  大規模改修前のターミナルビル前道路の混雑 

 

a) 設計条件 

 一方，当社が大阪国際空港の運営管理を開始する前に

検討されていた設計条件によると，ターミナルビル前道

路は第4種1級道路と想定，1車線あたりの設計交通量を

12,000台/日と設定し，将来道路交通量からみた将来の必

要車線数は2車線と推計されていたものの，ターミナル

ビル前道路の車線数を変更せず，従前のとおり4車線を

維持することを前提条件として，リムジンバスやタクシ

ーなどのアクセス施設の配置計画が検討されていた． 

b) 車線構成の見直し 

前述したとおり，当社は，道路交通安全および交通事

故防止などの観点から，アクセス施設の再配置を行うと

ともに，所管の公安委員会（大阪府，兵庫県）との協議

を踏まえて，車線の役割を再検討した結果，4車線から1

車線減じて，3車線とすることとした． 

具体的には，図-1に示すとおり，ターミナルビル側か

ら1番目の車線を一般道から大阪国際空港を通過して一

般道へ至る車線（本線第1車線），ターミナルビル側か

ら2番目の車線を阪神高速の出口ランプから入口ランプ

へ至る車線（本線第2車線），ターミナルビル側から3番

目の車線を周回可能な車線（本線第3車線）と設定した． 

c) 車線配置 

新たな3車線の配置については，減じる1車線のうちの

半車線相当をターミナルビル側のタクシー乗降場（側道

第2車線）と本線第1車線との境界部に配分し，分離帯，

道路照明などの道路付属物を設置するためのスペースと
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した．また，残りの半車線相当を降車専用レーンの歩行

空間や横断防止柵を連続的に設置するためスペースとし

て配分した．すなわち，従前の4車線の中央部に新たな3

車線を配置し，新たな3車線の両側に分離帯や道路付属

物などを設置するためのスペースを配置した． 

なお，分離帯を設けることにより，タクシーが南北の

タクシー降車場および中央のタクシー乗降場から本線第

1車線へ合流する際の視認性，安全性が改善した．また，

分離帯は，違法駐車への注意喚起を行う看板などを設置

するためのスペースとしても活用している． 

d)違法駐車の発生抑制 

また，連続的に横断防止柵を設置するとともに，管理

用通路などの開口部には門扉や金属チェーンなどを設置

することで，道路上での乗降や乱横断を抑制し，違法駐

車が発生ずらくなるような道路構造となるように配慮し

ている． 

加えて，各所に交通誘導員を配置するとともに，繁忙

期などには，適宜，交通誘導員を増員するなど，きめ細

かな対応を行っている．また，違法駐車の発生状況は，

常に監視カメラでモニタリングできる体制を講じており，

違法駐車が発生すると，速やかに交通誘導員が駆けつけ

て注意喚起を行うように努めるなど，当社として，でき

る限りの対策を講じている．さらに，所管の警察車両に

よる巡回強化についてもご協力をいただいているところ

である． 

その結果，局所的には違法駐車が発生しているものの， 

写真-2に示すとおり，ターミナルビル前道路の違法駐車

については激減した． 

 

 

写真-2  3車線化されたターミナルビル前道路2) 

 

(4)   自転車・歩行者安全対策 

 ターミナルビル前の歩道の有効幅員について，大規模

改修の着手前は3m程度と狭く，写真-3に示すとおり，

リムジンバス利用者の乗車待ち列が発生すると一般の歩

行者の通行が困難な状況であった． 

また，モノレール大阪空港駅の高架下などの空地には，

写真-4に示すとおり，仮設駐輪場が設置されていたもの

の，仮設駐輪場を利用しようとする場合，自転車が安全

に通行するための経路が十分に確保されておらず，自転

車によるターミナルビル前の歩道の通り抜け，車道の乱

横断，一方通行の規制がなされているターミナルビル前

道路の逆走などが日常的にみられていた． 

加えて，仮設駐輪場の管理も十分に行き届いていなか

ったことから，放置自転車が発生するなど，安全・管理

上の課題を抱えていた． 

 

 

写真-3  ターミナルビル前の歩道（南側・大規模改修前） 

 

写真-4  モノレール大阪空港駅の高架下の仮設駐輪場 

 

a) リムジンバスの乗車待ち空間と歩行空間の分離 

そこで，当社は，道路交通安全および交通事故防止な

どの観点から，所管の公安委員会（大阪府，兵庫県）の

指導の下，関係行政機関，バス，タクシーなどの関係ア

クセス事業者，および関係事業者団体とも協議し，大規

模改修の着手前にタクシーの乗降場として利用されてい

たアイランド（交通島）を撤去することで得られた用地

を利用転換し，ターミナルビル前の歩道を車道側へ2m

程度拡幅することとした．それに伴い，タクシー降車場

は，一般車降車場として利用されていたアイランド（交

通島）へ移設した．また，前述したとおり，一般車降車

場を廃止し，駐車場側の緑地帯を利用転換することで得

られた用地を活用し，新たに一般車両を対象とした降車

専用レーンを配置した．これにより，図-2に示すとおり，

リムジンバスの乗車待ち空間と歩行空間の分離を図るこ

とが可能となり，歩行空間の安全性が向上するとともに，

リムジンバス乗降時の安全性，利便性が向上した． 

b) リムジンバス運航時の安全性と利便性への配慮 

特に，歩行スペースとバス乗車待ちスペースの幅員，

バス停車帯の幅員と延長，バス通過車線の幅員などの重

要な設計条件の決定に際しては，リムジンバス事業者の

協力を得て実施した実車による発着試験の結果や方面別

のリムジンバスの乗降客数などの実績を考慮し，リムジ 
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図-2  リムジンバスの乗車待ち空間と歩行空間の分離 

 

ンバスの運航と乗降時の安全性の向上を図るよう努めた． 

また，バスの券売機の位置や動線上の庇の配置などに

ついても，リムジンバス事業者の協力を得て，リムジン

バス利用者の利便性にも配慮しつつ，諸条件を決定した． 

c) 駐輪場の設置 

また，自転車によるターミナルビル前の歩道の通り抜

け，車道の乱横断，一方通行の規制がなされているター

ミナルビル前道路の逆走など，安全・管理上の課題の解

消を図るため，モノレール大阪空港駅の高架下などの空

地に設置されていた仮設駐輪場は廃止することとした．

加えて，自転車利用者によるターミナルビルへのアクセ

ス経路を考慮し，歩道と歩道に隣接する用地を活用し，

自転車用ロック装置とバイク用ゲート装置を備えた有料

の駐輪場を南北2か所に設置（供用開始：2017年10月）

した．この駐輪場が設置されたことにより，自転車に起

因する安全・管理上の課題が解消された． 

 

(5)   送迎車両の利便性向上と違法駐車対策 

 大規模改修の着手前のターミナルビル到着口は，前述

のとおり，南北のターミナルビルに分かれて配置されて

いたが，南北のターミナルビル前道路には，一般車両の

乗車を対象とする車寄せは設置されておらず，30分無料

の駐車場を利用して出迎えするよう案内されていた． 

一方，案内されていたとおり，駐車場を利用して出迎

えしようとしても，航空便の出到着で混雑する夕方以降

の時間帯や繁忙期シーズンにおいては，ターミナルビル

前道路だけでなく，駐車場の出入口付近や駐車場内の通

路も混雑し，駐車場の空室を探すことだけでなく，駐車

場の入出場すら容易ではなかった． 

そのため，到着旅客を出迎えようとする一般車両は，

写真-1に示すとおり，一般車降車場やその付近のゼブラ

帯で待機しようとして，それらの車両による違法駐車や

混雑が常態化し，違法駐車による安全面での懸念など，

道路交通安全上の課題を抱えていた． 

a) 送迎スペースの設置 

そこで，当社は，主に出迎え車両の利便性の向上を図

るとともに，道路交通安全上の課題を解消しようとして，

ターミナルビル到着口からのアクセス，用地上の制約な

どの諸条件を考慮した結果，団体バス乗降場の規模の見

直し，ターミナルビル側の駐車場出入口の移設（供用開

始：2017年12月），団体バス乗降場内に配置されていた

長距離バス乗降場の移設などで得られた用地を利用転換

し，送迎スペースを設置（供用開始：2018年4月）した． 

また，送迎スペースには，航空機の出到着状況をリア

ルタイムで案内するため，フライトインフォメーション

用の大型のモニターを設置した． 

b) 下りエスカレーターの増設 

加えて，ターミナルビルから送迎スペースへの歩行動

線を考慮し，モノレール駅舎を管理する大阪府と大阪モ

ノレール株式会社の協力を得て，当社は，モノレール駅

舎内に下りエスカレーターを増設（供用開始：2019年7

月）した． 

従前，モノレール駅舎には，下りのエスカレーターは

設置されておらず，階段を利用せざるを得なかったが，

下りエスカレーターの増設により，送迎スペースと団体

バス乗降場の利便性が向上した． 

c) 団体バス乗降場の再拡大 

送迎スペースの設置に伴い，団体バス乗降場の規模を

見直ししたことにより，団体旅行が盛んになる秋の行楽

シーズンなどには，団体バス乗降場が満車となり，ター

ミナルビル前の道路にまで延びる想定以上の渋滞が発生

するなど，新たな課題にも直面した． 

そのため，送迎スペースに隣接する駐車場の用地を団

体バス乗降場に転換することとし，再度，団体バス乗降

場を拡大（供用開始：2019年10月）した． 

このように，施設の利用状況を常にモニタリングしつ

つ，順応的に施設配置や規模の見直しを行うことにより，

新たな課題にも迅速に対応できるよう努めている． 

d) 国内空港では初となる愛犬専用トイレの設置 

送迎スペースの更なる利便性の向上と利用促進を図る

ことにより，道路交通安全上の課題解消の一助となれば

と考え，工事期間中の施設の運用にも配慮しつつ，順応

的に施設配置や規模の見直しを行うことにより，トイレ

設置に最適な用地確保の目途が整ったことから，送迎ス

ペース内に，空調管理がなされたトイレを設置（供用開

始：2019年12月）した． 

一方，送迎スペースの周辺では，ペットを連れたお客

様の利用も多かったことから，航空会社に対してペット

受託実績についてヒアリングしたところ，1日に5件から

6件程度，一番多い日には30件から40件程度のペットの

受託実績があることが判明した． 

そこで，当社は，写真-5に示すとおり，送迎スペース

に設置したトイレに隣接して，愛犬を伴う空港利用者の

利便性の向上と愛犬のストレス軽減を目的に，水洗機能

付きおしっこポール，汚物流し，シャワー，水飲み場な

どを備えた，国内空港では初となる愛犬専用トイレを設

置（供用開始：2020年2月）した． 

なお，供用時には海外メディアを含めた報道関係者か

らの取材を受けるなど，多くの皆様に反響をいただいた． 

2.0m 3.0m
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写真-5  国内空港では初となる愛犬専用トイレ 

 

e) 送迎施設の長時間利用抑制措置 

降車専用レーンを含めた一般車両の送迎施設の運用に

ついては，長時間利用の抑制を図る観点から，廃止前の

一般車降車場における利用状況調査結果や海外空港にお

ける事例などを勘案し，降車専用レーンについては，入

庫後5分以内の利用を無料，5分以上の利用には課金する

こととした．また，送迎スペースについては，航空機の

遅延などに伴う到着時刻の変動，送迎スペースの収容台

数などの条件を考慮し，入庫後，最初の15分間は無料，

15分以上の利用には課金することとした．さらに，長時

間利用への注意喚起の措置として，各所に監視カメラと

放送設備を設置することにより，定型的な音声案内に加

えて，必要な場合は放送設備を通して係員が直接注意喚

起を行えるようシステムを構築するなど，長時間利用を

抑制するための管理体制を構築している． 

f) ゲート管理システム 

課金管理に必要なゲート管理システムについては，入

出場時の混雑を抑制するため，通常よりも早い開閉動作

が可能な高速ゲートを導入とともに，降車専用レーンで

は，車番読取装置を活用したチケットレスでの入出場を

実現している．ただし，ナンバーの設置位置や角度など

の条件により，車番が認識できない場合に備えて，入口

での発券処理も可能なシステム構成としている． 

これらの施設整備と運用上の措置に加えて，所管の警

察車両による巡回強化についてもご協力をいただいてい

ることにより，ターミナルビル前の違法駐車については

激減し，一般車両による送迎に関する利便性が向上した． 

 

(6)   レンタカーステーションの開設 

 大規模改修の着手前のレンタカーの運用について，タ

ーミナルビル内にはレンタカーの受付（営業所）は存在

せず，レンタカーを利用しようとする場合，シャトルバ

スによる送迎が必要であったが，大阪国際空港周辺に立

地する店舗まで，道路の混雑状況により，15分から30分

程度の時間を要していた．また，シャトルバスが発着す

るための専用の乗降場所の設定もなく，一般車降車場な

どでの乗降がなされていた．そこで，当社は，到着口中

央集約に伴いオープンスペースとなる北ターミナルビル

到着口の跡地に，レンタカー会社（5社）の受付を誘致

することとした．また，同様に，到着口中央集約に伴い

移転した北側のリムジンバス，タクシー乗車場の跡地を

レンタカーの車両受け渡し場所へ，北側のタクシープー

ルの跡地をレンタカーの車両保管場所として利用転換す

ることとした． 

このレンタカーステーションを開設（供用開始：2019

年7月から順次拡大）したことにより，従前のシャトル

バスでの送迎が不要となることで，ターミナルビル前道

路や送迎施設の混雑緩和にも寄与するだけでなく，レン

タカーの利便性が飛躍的に向上した． 

 

(7)   長距離バス乗降場の移設と待合室の設置 

 大阪国際空港では，リムジンバスに加えて，長距離バ

スが発着している．写真-6に示すとおり，長距離バス乗

降場は，ターミナルビルから離れた団体バス乗降場内に

設置されており，動線上には歩道や屋根もなく，乗降場

に庇の設置はなされていたものの，利用者はバスの到着

するまで屋外で待機する必要があった． 

そこで，当社は，前述したとおり，「公共交通機関と

一般車両の分離」という当社が決定した施設配置の方針

を踏まえて，送迎スペースの設置に伴い移設が必要とな

った長距離バス乗降場を，レンタカーステーションの整

備に合わせて，到着口中央集約に伴い移転した北側のリ

ムジンバス，タクシー乗車場の跡地に移設することとし

た．これにより，リムジンバス乗降場の前方，ターミナ

ルに最も近い車線（側道第1車線）へ配置することで，

路線バス（リムジンバス，長距離バスなど）の乗降場の

再配置が完了した． 

また，レンタカーステーションの整備に合わせて，無

料Wi-Fi，自動販売機の他，長距離バス時刻表・フライ

トインフォメーション・交通情報などを表示する案内サ

イネージも完備した長距離バスの待合室を設置（供用開

始：2020年7月）することとした． 

これらの整備により，拡幅されたターミナルビル前の

歩道を経由し，長距離バス乗降場まで雨に濡れない動線

で，また，空調が完備された待合室で直前までバスの到

着をお待ちいただくことが可能となり，長距離バス利用

時の利便性が向上した． 

 

 

写真-6  大規模改修前の長距離バス乗降場 
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3.  駐車場の混雑対策と安全強化 

 

(1)   駐車場出入口の配置見直しと待機用車線の設置 

 前述したとおり，送迎施設の設置とターミナルビル前

道路の混雑緩和を図るため，駐車場出入口をターミナル

ビルと反対側へ移設したが，駐車場満車時の待機列が3

車線化した道路にまで延びることを抑制するため，2か

所ある駐車場入口の手前の導流部に待機用車線を設置し

た．また，ターミナルビル側から3番目の車線（本線第3

車線）の右側には，2m程度のゼブラ帯を設けることに

より，駐車場からの出場車両が本線に合流する際の視認

性の向上を図るとともに，待機列が長くなる場合に本線

への影響が軽減されるよう配慮している． 

 加えて，送迎施設や駐車場の出入口が連続することか

ら，出庫注意灯の設置，路面のカラー舗装や案内標識に

よる誘導などによる安全対策を講じている． 

 

(2)   北立体駐車場の新設とアクセスデッキ  

 大規模改修の着手前，大阪国際空港駐車場の収容台数

は，2463台であったが，年末年始や連休などの繁忙期だ

けでなく，航空便の出到着で混雑する夕方以降の時間帯

や週末にも満車となる傾向が見られていた． 

そこで，当社は，駐車場満車に伴うターミナルビル前

道路の混雑解消を目指し，駐車場の収容台数を増加させ

るため，北立体駐車場①を新設（供用開始：2019年4月）

した．なお，北立体駐車場①の新設工事に先立ち，駐車

場東側に配置されていたリムジンバスプールを移転させ

ることにより，工事期間中の駐車場収容台数の減少を最

小限とするように配慮した． 

 また，駐車場内の通路の一方通行化，誘導サインの更

新，空室が一目でわかる誘導灯の設置，監視カメラの増

設などの安全対策の実施に加えて，料金ゲートの更新に

合わせた駐車料金の改定，駐車場事前予約サービスの開

始など，駐車場のサービス面の強化にも取り組んだ． 

 さらに，大阪府と大阪モノレール株式会社のご協力を

得て，ターミナルビル中央の到着口からモノレール駅舎

を経由し，北立体駐車場①の3階に直結するアクセスデ

ッキを新設（供用開始：2020年6月）した．これにより，

北立体駐車場①とターミナルビル間を雨の日でも濡れる

ことなく，ストレスのない快適な移動が可能となった． 

なお，アクセスデッキは，ご利用のお客様にお楽しみ

いただけるよう，写真-7に示すとおり，滑走路をイメー

ジしたデザインと，空や海などをイメージした照明で，

よりワクワクする空間を演出している． 

 現在のところ，北立体駐車場①の新設後に撤去予定で

あった立体駐車場②を残置しているため，駐車場の収容

台数は2,916台となっており，これら駐車場の混雑対策

と安全強化の取り組みにより，駐車場の満車によるター

ミナルビル前道路の混雑についても解消されている． 

 

写真-7  滑走路をイメージしたデザインのアクセスデッキ 

 

4.  おわりに 

 

これらの取り組みにより，一般車降車場での違法駐車

の常態化，駐車場満車時の待機列によるターミナルビル

前道路の混雑，違法駐車による安全面での懸念など，道

路交通安全上の課題は概ね解消された． 

大阪国際空港は，歴史ある都市型空港であるため，新

たな施設計画の立案時には，過去の経緯や用地上の制約

を考慮する必要があった．また，限られた用地を最大限

有効に活用できるよう，優先順位を明確にしつつ，施設

の配置計画を立案する必要があった． 

工事を施工する際には，運用中の空港機能の維持が大

前提となり，ターミナルビルの大規模改修工事との工程

調整も必要であり，仮移設やスクラップアンドビルドを

繰り返した施工計画を立案する必要があった． 

このような複雑で制約が多く，工程も厳しい工事が完

結できたのは，工事関係者にご尽力加えて，空港関係者

のみならず，アクセス事業者や関係行政機関の理解と多

大なご協力をいただけたからにほかならない． 

 

謝辞：本計画立案に際しては，大阪府警察本部および兵

庫県警察本部の担当官，所管の警察署の担当官よるご指

導，大阪空港交通株式会社をはじめとするバス事業者，

タクシー事業者などアクセス関係事業者と団体各位のご

協力をいただきました．設計や行政手続きに際しては，

パシフィックコンサルタンツ株式会社，工事の施工に際

しては，株式会社大林組，日成ビルド工業株式会社など，

駐車場関係機器の設置に際しては，アマノ株式会社など，

多くの関係者の方々にご尽力いただきました．心より感

謝申し上げます． 
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誤分岐対策に着目した環状道路の案内標識等の

改善について 

兒玉 崇1・玉川 大2 

1阪神高速道路株式会社 管理本部 大阪保全部 保全管理課 （〒552-0006 大阪市港区石田3-1-25） 

2阪神高速道路株式会社 保全交通部 交通技術課 （〒530-0005 大阪市北区中之島3-2-4）. 

 阪神高速1号環状線は，複雑な分岐構造が短い間隔にて連続する4車線一方通行の環状道路で

あり，意図せぬ方面に分岐してしまう誤分岐が多発していた．そのため，環状線の道路案内の

課題を誤分岐防止の観点にて整理し，同課題に対応した道路案内の情報デザイン方針をまとめ，

同方針に基づく一連の道路案内の改善を遂行して，その有効性をアンケート等で評価した． 

キーワード 誤分岐，環状線，案内標識，路面カラー

1. はじめに 

大阪都市圏の高速道路ネットワークの中心である阪神

高速1号環状線は，左右から放射路線との分合流が短い

間隔で連続する，複雑な分合流形状を抱える4車線一方

通行の環状道路であり，道路案内も複雑なうえに，情報

の混在で煩雑となりがちなため，誤分岐が多発していた． 

そのため，環状線の道路案内に対し，誤分岐防止の観

点にて課題を整理し，同課題を踏まえた環状線の道路案

内に係る情報デザイン方針をまとめたうえで，同方針に

基づく一連の道路案内の改善を，「環状線リニューアル

工事2020南行」（2020年11月）において実施し，それら

の対策効果をETCログデータやアンケート等で評価した． 

本稿は環状線の道路案内改善の方針検討から対策実施，

その評価に至るプロセスについてまとめたものである． 

2. 阪神高速１号環状線の特徴 

 阪神高速１号環状線（以下，環状線）は，大阪都心部

に位置し，大阪都市圏の高速道路ネットワークの中心と

して，11号池田線等の放射路線が次々に接続する時計回

り一方通行の4車線の環状道路である．そのため，出口

とジャンクション（以下，JCT）の分岐が隣接する連続

分岐や，本線4車線が二股に分かれる二股分岐など，環

状線特有の複雑な分岐構造が短い間隔で左右に連続して

いる．さらに，近年の関西圏での高速道路ネットワーク

整備の進展に伴い，案内標識等では，放射路線の接続路

線の併記も求められるなど，案内情報が増加傾向にある． 

3. 環状線で多発する誤分岐の特徴 

(1)  環状線の分岐構造の複雑さに起因する誤分岐 

環状線では，環状線特有の分岐構造のJCT等を中心に，

誤分岐が多発している．誤分岐は意図せぬ方面に分岐す

る分岐間違いのことで，例えば，出口とJCTの分岐が隣

接する連続分岐において，JCTで放射路線へ分岐したい

車両がその直前の出口で誤って分岐してしまうことや，

本線4車線が二股に分かれる二股分岐において，環状線

方面車両が選択車線を誤り，放射路線方面に分岐してし

まうことなどをいう．なお，この誤分岐車両は，出口で

一旦退出し，Uターンするなどして最寄りの環状線方面

入口から再流入して，本来の目的地へ向かうことになる

ため，これらリカバリに要する利用者の損失（時間損失，

高速道路料金）が非常に大きい．そのため，阪神高速で

は，環状線からの放射路線や出口への誤分岐を，環状線

における重点改善課題の一つに位置付けている（図-1）． 

図-1  環状線特有の複雑な分岐構造（天神橋 JCT付近） 
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(2)   案内情報の不足や煩雑さに起因する誤分岐 

 前述したように，環状線は，連続分岐や二股分岐等の

複雑な分岐を抱えていることに加え，都心部に位置する

ため出入口が多く，その結果，分合流の間隔が短い．そ

のため，案内標識は，分岐部ハードノーズに設置される

分岐部標識とその手前に2か所程設置される予告標識

（進行方向順に，第1予告，第2予告と呼称）で構成され

るのが原則だが，環状線では，予告標識が1か所しか設

置できなかったり，分岐部標識とその先の分岐部の予告

標識が同一箇所に併設される場合もあるなど，分岐構造

自体の複雑さに加え，予告情報不足や，別の分岐情報の

混在による情報の煩雑さも問題視されていた．例えば，

本町出口では，分岐部標識とその先の東船場JCTの予告

標識が同一箇所に併設されているため，本町出口分岐が

東船場JCT分岐であるかのような誤解を与える可能性が

指摘されていた（図-2）．また，都市高速である阪神高

速道路では，設置スペースの関係から都市間高速道路の

ように，分岐部のテーパー位置には分岐部標識がなく，

環状線でも分岐部標識は分岐部ハードノーズに設置され

ているものの，実質的には確認用としか機能しておらず，

分岐行動の開始地点となる分岐テーパー位置付近での分

岐案内は手前の路面表示だけで不足気味だった（図-3）． 

 

(3)  誤分岐状況の定量把握について 

本稿では，誤分岐した車両が，退出・再流入して再

び目的方面に向かうリカバリ行動に着目し，ETCログデ

ータから，短時間に退出・再流入する不可解な短時間２

度乗り利用を抽出して，誤分岐の発生状況の部分的な把

握を試みている．表-1は，環状線およびその周辺の出口

を通過してから10分以内に再流入した車両（同月に複数

回同様の利用をした車両は対象外）を，2019年4月の

ETCログデータから抽出したものである．例えば，本町

出口で流出，阿波座入口で再流入しているトリップの場

合，東船場JCTで天保山方面へ向かおうとした車両が直

前の本町出口へ誤って分岐したため一時退出し，大阪港

線に再流入するべく阿波座入口を利用した可能性がある

（図-4）．ただし，本抽出手法は，再流入が前提となる

ため，再流入しやすい入口の存在などに件数が左右され

るなど，網羅的な，あるいはトリップ間で公平な把握と

しては限界があることに留意しなければならない． 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.  環状線の誤分岐対策の着眼点と実施概要 

 

(1)  対策の着眼点と案内情報デザインに基づく対策方針 

 前章で整理した誤分岐の原因と思われる環状線の特徴

を踏まえると，誤分岐対策に着目した環状線の道路案内

に関する検討では，個々の案内標識等での案内における

工夫と，多様な情報群を組合せ，区間全体で効果的に案

内情報を提供する道路案内システムとしての工夫の２つ

の観点に着眼して検討する必要があると考えた． 

まず，個々の案内標識等に対しては，設置位置ごとに

情報の優先度を整理し，走行位置・車線に応じて優先度

の低い「情報を減らす」簡略化や，色分けなどの直感的

に気付きやすい視覚的表現，文字のサイズに差をつけた

併記など，情報混在下では見え方に差をつけたデザイン

等を用いての「情報に差をつける」差別化が重要となる． 
図-2  予告標識と分岐部標識の併設による煩雑な分岐案内 

（本町出口分岐部付近） 

図-3  分岐行動を開始する分岐テーパー位置における分岐案内状況 

表-1  環状線周辺での不可解な短時間２度乗り利用（2019.4） 

図-4  連続分岐での誤分岐のイメージ（本町出口誤分岐） 

※ETCログデータで10分以内の2度乗り（Uターン等）を抽出。なお、同利用を月に複数回したIDは抽出対象外

Rank 前出口路線名 前出口名称 後入口路線名 後入口名称
1回利用
10分以内

1 環状線 信濃橋出 大阪港線下り 阿波座 1069

2 環状線 本町出 環状線 高麗橋 887

3 環状線 本町出 大阪港線下り 阿波座 650

4 堺線下り 湊町OCAT出 堺線上り 湊町 591

5 環状線 土佐堀出 池田線下り 中之島 545

6 池田線上り 福島出 池田線下り 福島 494

7 池田線下り 塚本出 池田線上り 塚本 410

8 東大阪線下り 法円坂出 東大阪線上り 法円坂 406

9 松原線下り 天王寺出 松原線上り 阿倍野 389

10 環状線 なんば出 堺線上り 湊町 353

11 守口線上り 南森町出 守口線下り 扇町 318

12 池田線下り 出入橋出 池田線下り 福島 307

13 環状線 土佐堀出 環状線 堂島 285

14 池田線下り 出入橋出 環状線 堂島 251

15 守口線下り 扇町出 守口線上り 南森町 244

16 松原線下り 天王寺出 環状線 えびす町 239

17 池田線下り 出入橋出 池田線上り 梅田 232

18 守口線下り ⾧柄出 守口線上り ⾧柄 228

19 環状線 北浜出 守口線下り 扇町 185
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次に，提供される様々な案内情報群を道路案内シス

テムとして捉えて組合せ，直前の分岐方面情報を優先さ

せつつ，分岐間の距離が短い環状線の特徴も鑑み，次の

分岐情報（接続路線情報）の理解を段階的に深めるため

に徐々に情報を目立たせていくなど，「情報をつなげる」

システム化も重視する必要がある．ただし，これにより，

従前別々に提供していた案内情報が混在し，情報の煩雑

さを引き起こす可能性も懸念されることから，適度に

「情報に差をつける」ことに留意しなければならない． 

以上のように，誤分岐防止を重視し，情報を減らし，

差をつけ，つなげるといった案内情報デザインをコンセ

プトに道路案内の改善を図る対策方針を図-5にまとめた．  

 

 (2)  対策方針に基づく実施概要 

 前述した対策方針に基づき実施した，中之島JCTから

東船場JCT間における道路案内の改善状況を概説する． 

なお，図-6は，後述する諸改善内容が反映された，誤

分岐防止に着目した道路案内システムの全体像であり，

天保山方面への案内を例とした情報活用イメージを含む． 

a) 地点ごとに優先情報以外の案内情報を簡略化 

天神橋JCTを案内する場合，二股分岐である天神橋

JCTの直前に北浜出口分岐があり，連続分岐と二股分岐

が連続する複雑な構造であることに留意する必要がある．

そのため，第1予告では，先に訪れる連続分岐の案内を

優先し，守口方面分岐と北浜出口分岐の前後関係を意識

させるために，その先の二股分岐の案内では重要な車線

別の方面情報をここでは省略した単純な矢印表示とする

ことで，両分岐の前後関係に注目しやすくした（図-5）． 

また，第2予告では，二股分岐も近いため，車線別の方

面案内に注力すべく，各車線の直上に案内標識を配置し，

当該車線を走行する利用者は当該車線の方面情報のみを

確認するだけで，不要な情報に目を奪われることのない

ようにした（図-5）．なお，方面の分かれる車線境界線

の直上には白抜きのJCT案内看板を設置して方面境界を

明示したり，その手前の路面には車線ごとに方面案内を

設置するなど，様々な案内情報を組合せ，区間全体にて

道路案内を行う道路案内システムとして再設計した． 

以上のように，同一のJCTを案内する予告標識であっ

ても，その地点ごとに，表示内容や表示形式を変えるこ

とで優先順位の低い情報を簡略化し，その結果，優先情

報に対してより注目が集まるように工夫している． 

b) 煩雑な案内情報群における優先情報の差別化 

前述した連続分岐では，案内標識のレイアウト上，

両分岐の案内表示が煩雑となる． 

そのため出口（青色の路面カラーを設置）の表示を

青囲みすることで，煩雑となる連続分岐の表示を色分け

により差別化し，出口情報の認識向上を図った（図-5）．

また，放射路線のルートマークを色反転して，環状線と

差別化し，誤分岐をより回避したい守口方面の表示に注

目が誘引されるように工夫した（図-5）．さらに守口線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方面への分岐交通がその直前の北浜出口分岐で誤って分

岐しないよう，出口の拡幅車線の路面に対し，全面的に

青色カラーを設置し，本線との境界を明示した（図-5）．

従来の路面カラーは「誘導」を目的に手前から一定区間

に渡り連続して設置することが通例であったが，環状線

では誤分岐防止の観点をより重視し，本線ではないこと

を色で「区別」することを目的に設置した．なお，路面

の青色カラーは案内標識等の矢印色と連動しているため，

この全面設置で出口への「誘導」に支障が出ることはな

いと考えている．さらに，北浜出口の分岐部標識と天神

橋JCTの第2予告が同一箇所に併設されているため，守

口方面への左分岐矢印が北浜出口への誤分岐を誘発して

いる可能性を懸念し，守口方面の分岐矢印は下向きとす

ることで北浜出口と差別化し，守口方面交通の北浜出口

への誤分岐防止を図っている（図-5）．なお，これに伴

い，上下矢印が混在する影響の検証については後述する． 

 このように，情報の煩雑さが避けられない情報の混在

下においては，優先情報とそれ以外を差別化することで，

優先情報の埋没や誤解が生じないように工夫している． 

c) 案内情報群の道路案内システムとしてのシステム化 

分岐行動を開始する分岐テーパー位置での案内不足に

対し，小型の補助看板ではあるが，当該位置に分岐開始

を案内する看板を増設した．また，当該JCTの次のJCT

での分岐情報を接続路線情報として，方面情報の次点と

して併記した（図-5）．これにより，分岐に対し，情報

が段階的に詳細化していくため，事前の準備や分岐部で

の判断もしやすくなった．なお，これによる情報の煩雑

化を防ぐために文字サイズに差をつけるなど，優先情報

（誤分岐防止のために，より目立たせた分岐方面の案内

情報）を埋没させないように配慮した．また，前述のと

おり，優先情報の変化に応じて表示内容・形式も変化さ

せており，案内情報が混在するなか，地点ごとに適した

内容・形式にて優先情報を変化させつつも，分岐に向か

って進むにつれて，案内情報が詳細化していくことによ

り段階的に理解が深まっていくことを狙った道路案内の

システム化によって，分岐情報への準備や理解の向上，

適切な分岐判断等が容易になるように工夫している． 

図-5  誤分岐防止に着目した環状線の案内情報デザインのコンセプト 
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5.  環状線の誤分岐対策の評価 

 

(1)  誤分岐対策の定量評価（誤分岐の発生割合の評価） 

誤分岐対策としての効果を検証するために，ETCログ

データから算出した誤分岐率による定量評価を行った．

対象は，連続分岐で誤分岐の可能性のある利用が比較的

多く確認された本町出口および北浜出口とし，トリップ

数に対する誤分岐件数の割合を誤分岐率として対策前後

で比較した．図-7より，本町出口の誤分岐率は，特に池

田方面⇒湾岸方面で工事後に大きく低下した（2020年12

月～1月の前年度比較）．また，北浜出口でも，工事直

前の10月との比較で，環状線⇒守口方面において大きな

低下を確認している（同トリップは2020年1月の信濃橋

渡り線供用で交通量が変化しているため，直前と比較）． 

 しかしながら，今回の評価では工事後の対象期間が僅

か3か月程度と短かく，十分なサンプル数が得られてい

るとは言い難い．また，今回の施策は工事区間の全出口

で実施しているため，時間経過に伴い，利用者の目に触

れる機会も増えるため，それに伴い路面の青色カラー等

の施策意図の理解も浸透していくと考えられることから，

施策効果もそれに応じてさらに高まるものと考えている． 

 

(2)  誤分岐対策のアンケート評価（利用者の実感評価） 

 誤分岐対策に着目した環状線の道路案内改善の検証と

して，定量評価では把握できない，個別の対策に関する

利用者の反応や，懸念事項の影響などを把握するために，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事前後のモンタージュ写真を用いたWebアンケート調

査を実施した．調査は，近畿2府4県在住で，阪神高速道

路を1年以内に運転した人が対象で，図-8に示す静止画

等を都度見ながら回答していただいた．なお，回答者数

は1,101人で，本アンケートにより，対策方針の妥当性

を概ね確認できる良好な結果が得られた． 

 以降，対策方針に基づく対策の効果確認を目的とした

設問を中心に回答状況とそれが示唆する効果を考察する． 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6  誤分岐防止に着目した道路案内システムの全体像とそれによって期待されるドライバー（天保山方面）の気づきのイメージ 

図-7  本町出口・北浜出口における誤分岐率の推移 
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a) 簡略化による優先情報への注意意識醸成効果 

 写真A，Bに対し，その先の二股分岐では重要である

車線情報を簡略化したことで「守口方面と北浜出口の分

岐の前後関係に意識がいきやすくなったか」を尋ねたと

ころ，「大いに（やや）そう思う」が6割を占め，この

位置ではより重要な連続分岐の前後関係が把握しやすく

なったことが窺える（図-9）．  

b) 本線・出口の境界明示による誤分岐抑制効果 

 写真G，Hに対し，出口の拡幅車線への全面的な路面

カラーの設置で本線との境界が明示され，本線と本町出

口の区別がより明確になるため，「間違って分岐しにく

いと思うか」を尋ねたところ，7割が「大いに（やや）

思う」と回答するなど，その効果が窺えた（図-10）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c) 分岐案内情報の混在下での優先情報の差別化効果 

 北浜出口と本町出口の分岐部において，分岐情報の煩

雑さを回避するための差別化として，直後の分岐を予告

案内する矢印は下向きとしたことについて尋ねた．設問

内容は，①誤退出を抑止する効果があると思うか，②方

面別の選択車線を素早く認識できるか，③矢印に従った

場合の行先をイメージできるか，④上向き矢印と混在す

ることで混乱を招かないかの4点である．①の「本町出

口で誤退出しそうにないのは工事前後のどちらか」を問

う設問では，「(どちらかというと)工事後」が6割であ

り，②の車線別に情報を分けた方が「車線を素早く認識

できるか」を問う設問では，「大いに（やや）そう思う」

が7割となるなど，期待した効果が確認された．③では，

「下向き矢印による守口方面への分岐のイメージについ

て」尋ねたところ，「このまま進めば守口方面に行ける」

とイメージした回答者が6割で，環状線の第1，第2車線

を通行すれば守口方面へ行けることを認識づけられたと

考えられる．従前，第1車線に集中していた守口方面の

交通を２つの車線に分散させることで，出口部の誤分岐

対策のみならず，車両の錯綜による接触事故の軽減にも

寄与されることを期待している．また，④では，下向き

矢印と環状線方面を表す上向き矢印の混在により「運転

に影響が出ると思う」と回答したのは1割程度であり，

影響はないと大半が感じていることを確認した(図-11)． 

d) 優先情報の色分けによる方面案内の差別化効果 

 分岐案内において，ルートマークを色反転して差別化

したことにより「放射路線の案内に目がいきやすい」と

回答したのが5～7割であった（図-12）．以上により，

短い間隔で次々と対峙する案内標識に対し，ルートマー

クの色反転で，誤分岐防止の観点で重要となる環状線か

らの分岐方面の案内に注目しやすくなったことが窺える． 

e) 道路案内システムとしての段階的情報提供の是非 

 接続路線の併記（写真E）について，①この時点での

提供の是非について，②情報量が増えることで気になる

か，を尋ねたところ，①では，「この地点で接続路線の

情報があった方が良い」とした回答が5割超，②では，

「全く（あまり）気にならない」が概ね10割となるなど，

優先すべき環状線方面への分岐案内と併記はしつつも，

図-8  Webアンケート調査で用いた対策前後をイメージした静止画  
（左側：対策後，右側：対策前） 

 

図-10  路面カラーを用いた本線・出口の境界明示による 

誤分岐抑制効果 

図-9  車線情報の簡略化等による連続分岐の前後関係への 

注意意識の醸成効果 
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その先の接続路線情報の文字サイズを小さくする差別化

によって，優先情報の埋没化は防げており，それにより

情報の段階的な提供（システム化）との両立も可能にな

っていることを確認できた（図-13）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.  まとめ 

  

本稿は，複雑な分岐構造が続き，その間隔も短いとい

う特有の事情が誤分岐を多発させていた環状線に対し，

情報を詰め込む傾向にある近年の高速道路案内とは一線

を画し，誤分岐防止に着目して情報を「減らす」「差を

つける」「つなげる」といった案内情報デザインにより

方面案内を強化したもので，対策効果も確認されている．

今後は，経過を観察しつつ，継続的に改善を図ることで，

誤分岐の発生しない環状線の実現を目指していきたい． 

 

謝辞：環状線の道路案内改善の検討にあたり，その礎を

築いた阪神高速道路(株)保全交通部システム技術課(当

時) 宇野課長代理，阪神高速技研(株)技術部山本部長に

多数のご助言を頂いた．この場を借りて感謝の意を示す．
図-11  分岐案内情報の混在下での優先情報の差別化効果 

図-12  優先情報の色分けによる方面案内の差別化効果 

図-13  道路案内システムとしての段階的情報提供の是非 
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河川の維持管理に有効な新手法 

～高精度UAVと測深ボートの活用～ 

荒木 寿徳1 

1株式会社アース・アナライザー （〒623-0115京都府綾部市渕垣町蛭子谷27-1） 

 近年、ドローンと呼ばれる小型無人航空機（以下、「ＵＡＶ」という。）による様々な計測結果の利活

用が実践されてきており，その実証データは既に一定の評価を受けている．しかしながら未だ計測不可能

とされている箇所や計測に不向きとされている箇所も多く，特に直壁や落差の大きい法面などは正確なデ

ータを得るのに非常に苦労している． 

 また，河川等の深浅測量においてはグリーンレーザー搭載UAVや超音波測深器搭載の人力ボートを用い

る実証データが出てきているものの，残念ながら深部においては計測できなかったりコスト高により実用

に至らないケースが見られている． 

 本検討では，高精度（位置制御型）ＵＡＶを用いて直壁や法面の正確な形状変化の測定方法を提案する

とともに，深浅測量には人が持ち運べる程度の小型で扱いやすい自動航行ボートを用いて10ｍ以深の深部

までの計測と低コストを実現する手法を提案するものである． 

キーワード 維持管理，防災，新技術，UAV

1. はじめに 

河川管理では通常5年に1回周辺の地形及び砂洲や水深

データを維持管理のために計測しており，特に重要な河

川においては2年に1回など頻度を上げた計測が実施され

ている.その手法は横断測量を200m毎の測線で行い，広

域に渡っては高い高度からレーザー計測を行うというも

のを組み合わせている場合が多い. 

 最近では水深の計測には周辺地形と水深が同時に計測

できるグリーンレーザーが利用されているが、水の濁度

が高い所や深い場所では十分な測定が出来ないという難

点がある． 

 本検討ではその両方を解決もしくは補う手法として周

辺地形データを取得する高精度ドローンと濁度に関係な

く深部まで測れる測深ボートを実証実験しその成果をま

とめ今後の技術課題についても考察した． 

2. 測定する場所 

(1) UAV+測深ボートによる測定

地上の測定をUAVで行い水中の測定を小型軽量測深

ボートで行う．地上データと水中データを別々に取得す

るが、両データを一元化して実証調査する．河川の変状

を把握するには一元化されたデータの方が有用であり，

維持管理のためにも統合されたデータになっている方が

望ましい． 

そして測定する箇所は，上空からの計測ではデータが

得にくい護岸などの箇所で，かつ水中部分は水深10ｍ以

上で濁度も高く計測しづらい場所を選んだ．一級河川由

良川の下流部では護岸構造物として高さ7ｍの直壁護岸

があり，川の水深も約10ｍ程度の場所で行うこととした．

（図-1）  

図-1 由良川下流部（京都府舞鶴市中山） 

(2) UAV測定と設計モデルとの比較

2. (1)の測定箇所とは別の場所であるが道路の補強土

壁兼河川の護岸となっている擁壁に沈下が見られる箇所

があり，UAVで構造物を計測した点群データがどれ程
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“使えるデータになるのか”を実証するため，実証実験

を試みた．この場所の経緯について少し触れておくと，

堤防が乗越道路となっている部分の擁壁で，堤体となっ

ている道路部分が沈下を起こしている．沈下量の測定や

影響範囲について既に現地調査は終わっているが比較検

討できるためこの場所での計測を実施した．（図-2） 

図-2 由良川下流部（京都府舞鶴市大川） 

 

3.  使用する機体及び船体 

 UAVは高いRTK-GNSS測位を実現しているSeptSOIを搭

載して自由自在に飛行プログラムを設定できる「高精度

自動離着陸・航行ドローン」1)を使用する．（図-3） 

 測深ボートにはライトバンに積み込めるサイズのコン

パクトな船体にパッチテスト等を必要としないシングル

ビーム測深器を搭載したボートを採用した．（図-4） 

図-3 高精度自動離着陸・航行ドローン 

 

図-4 測深ボート 

 

4.  計測方法 

(1)   UAVの場合 

 通常の空中写真測量は対象範囲の上空を平面的に飛行

し真下を撮影する事がほとんどであるが，図-5にあるよ

うに対象に正対して撮影する手法を試みる．対象となる

擁壁との距離は10ｍで図中の赤線は飛行コースを示す．

UAVは立体的な飛行プログラムで自動航行し，写真の

ラップ率を担保するよう速度と測線を設定する．（進行

方向80％以上，サイドラップ60％以上）2) 

この測定方法で飛行する事で上空からでは死角となる

凸凹の下部やそこでの点群密度の低さを解消する狙いが

ある． 

 

RTK-GNSS：SeptSOI 

重量  12.8kg 

搭載カメラ 

有効画素数：2000万 

焦点距離：22～200ｍｍ 

（レンズ交換式） 

RTK-GNSS：SeptSOI 

重量：10.0kg 

測深器：400kHzシングルソナー 

最大航行速度：8m/sec 

計測時航行速度:2m/sec 
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図-5 UAVの計測方法 

 

(2)   測深ボートの場合 

 測深ボートの場合は測深器がシングルビームであるた

め測定できる範囲はマルチビームに比べて非常に狭い．

よって測定するには細かい測線を設定する必要がある．

今回の実証実験では音響測深機器を用いた出来形管理要

領3) の0.25㎡に1点以上（1.0㎡に4点以上）の取得点密度

が担保できるよう測線間隔を0.5ｍで刻むこととした．

（図-6）その根拠は測深器の測定速度が5Hzでボート速

度が2ｍ/sであるため0.4ｍ進むごとに測定していること

になるからである． 

 

 

図-6 測深ボートの計測方法 

 

5.  計測結果 

(1) UAV+測深ボートによる測定 

2.(1)  で説明した UAV+測深ボートによる測定のうち

UAVで計測した結果を図-7に示す． 

 

図-7 UAVで計測した点群データ（地上データ） 

 

 そこに測深ボートで計測した水中のデータを合わせて

一元化表示する．（図-8）水中データには色の情報が無

いので標高をヒートマップ表示した． 

 このように地上データと水中のデータを一元化するに

は正確に測量された基準点を使用して座標位置を付与す

る必要があり，測定結果には基準点の精度確認や解析し

た点群の精度確認が必要である． 

 

図-8 地上データ+水中データ 

 

 取得したデータの点群密度をは以下の表-1に示す． 

 

表-1  地上データと水中データの点群密度 

 

  データ  単位面積 A (㎡)   点数N(個) 

地上     1.0       25,000以上 

水中     1.0              7～11 

 

 以上の結果から地上データは一眼レフカメラで撮影し

たという事もあり，1.0㎡内に25,000点以上と十分な点

群密度が取得できた．これはあくまでもUAVを用いた

空中写真測量4)を基準として十分であると評価している

が、護岸構造物の形状や特性を考慮するならば，沈下や

滑動の計測が目的である場合など詳細に計測する必要も

出てくると考える．特に図-9のように構造物の角をしっ

かり出したい場合は非常に高い密度が求められる．今後

は構造物の出来形測定などにこういう点が重要になって

くるのではないだろうか． 
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図-9 直壁の点群データ（拡大） 

 

 水中データは音響測深機器を用いた出来形管理要領3) 

の0.25㎡に1点以上（1.0㎡に4点以上）を基に評価する．

7～11点であったという結果は十分あるといえる．点群

密度を増やすには測深器の測定速度を上げるかボート速

度を下げて測点を増やせばよいので，測定したい目的に

よりその計測頻度を容易に変更できる．何より10ｍとい

う深いところまでしっかり測定できている事を評価した

い．点群データより抽出した水深10ｍの断面を図-10に

示す．このように地上と水中のデータが一元化された点

群データがあれば任意地点の横断も容易に取得できるし

細かい測点割りによって地形の把握度が各段に上がる． 

 

図-10 横断データの抽出 

 

(2) UAV測定結果と設計モデルとの比較 

 2.(2)  で説明した路面の割れや沈下が見られる擁壁を

UAVで計測しその点群データを設計３Ｄモデルと比較

する．UAVの計測方法は2.(1)  と同じく壁面に正対して

飛行する撮影方法とした．そうして得られた点群データ

を図-11に示す． 

 また設計図より作成した３Ｄモデルを図-12に示す． 

 

図-11 UAV計測した点群データ 

 

図-12 設計３Ｄモデル 

 

 図-11の点群データと図-12の設計３Ｄモデルと重ね合

わせてその差分を測ってみる．重ねただけでは分かりず

らいので測点で横断を抽出し２つのデータの差分をソフ

ト上で計測してみた．それを図-13に示す．特に注意す

べきは，二時期のいデータ比較には，基準点の精密な座

標の配置と記録が不可欠である． 

 

図-13 重ね合わせた横断データ 

 

 このように差分を計測することが出来れば，沈下の程

度や状態の把握がしやすい． 

 今回の比較は実測の点群データと設計３Ｄモデルであ

ったが，本来は完成直後の点群データがあり，そのデー

タと比較すると更に有効なデータが得られたはずであ

る．今後はこの現場も次年度に実測したデータと比較す

ることでもっと正確に沈下の進行状況を確認する事がで

き，補修工事が必要な時期や工法の決定にも貴重な資料

になることであろう． 

 

6.  まとめと今後の課題 

 

(1)  UAVによる空中写真測量について 

これまでのi-Constructionなどで使用されてきた上空

を平面的に飛行撮影する手法に加え，角度のある構造物

や法面などには正対して飛行し撮影する事でより細部ま

での計測や死角でわからなかった箇所の測定も可能とな
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る．UAVを正対位置での飛行など複雑な経路を安定的

に飛ばすには空間座標の正確さが求められ，マニュアル

（人力）でのコントロール飛行はかなり困難である．精

度の高い位置情報制御が可能なSeptSOIという位置決め

装置が機能を発揮して，初めて可能となった．また計測

の目的によって点群密度も変える必要があり，カメラの

種類を変えたり対象物との距離を調整することで変更が

可能となる．経年変化などを計測する際にはより多くの

点群がある方が計測に優位であるし，他の分野へのデー

タ利用の可能性も大きい． 

しかしデータが大きくなるとパソコンの動作環境や

データの保存という問題が常について回るが，今後はこ

れらインフラのＤＸデータに対応したデータ形式の統一

や保管方法が整備されるであろう． 

 

(2)  測深ボートによる深浅測量について 

 音響測深機器を用いた深浅測量にはマルチビームでな

ければならないという風潮がある．もちろんマルチビー

ムは素晴らしい機器で護岸の水中部分や沈んでいる工作

物の形状などまで計測することができるので、そういう

ところまで把握する必要がある場合は当然マルチビーム

を使用するべきである． 

しかしながら非常に高価であるため測定のコスト高が

問題となっている．測定可能範囲（以下スワス角という）

が広いため測線の間隔が広くとれるので測定に時間がか

からないが，パッチテストが必要なことやスマイルカー

ブ現象やトンネル効果減少などマルチ特有のエラー現象

があるため結局スワス角を狭くして測定することがまま

ある． 

このような難点を回避する一つの方法として安価でシ

ンプル構造のシングルビームで測線を細かく刻んで測定

する方が手軽で確実にデータを取得する事ができる．ボ

ートも小型化が可能でライトバンに収まり人力で可搬で

きるため汎用性が高い．今回は10ｍ程度の測深について

測定したが，今後はもっと深い箇所についても測定実験

を繰り返し，バーチェックとの比較で精度確認を行うこ

とも必要である． 

 いずれにせよ測定の目的によって測深器や測定方法を

最適なものを選択する事が重要になってくる．その中で

も濁度が高くても深い深度まで測定できるこの手法は活

用の幅が広いと考える．既存の技術の組み合わせで出来

ることから使用する機器も安価であり測定コストもかな

り抑えられる． 

 

(3)  河川の維持管理 

 将来の維持管理に向けてどのような手法が有効か，ど

のようなデータで残すことが重要かが各地方整備局単位

で様々な実証実験と検討が行われている． 

 これまでの巡回・巡視では確認しにくかった箇所の視

認が可能になったり，定期的な画像取得やリアルタイム

画像の伝送などにはUAVが自動飛行で実行する事が行

われ始めている．これからは計測業務の更なる技術革新

と既存の技術の有効活用に焦点が集まることになる． 

 本当に有効なもの，つまり本当に省力化・効率化につ

ながるものは何なのかをしっかり見極める議論がされる

ことを切に願い締めくくりとする． 

 

 

謝辞：本稿を作成するにあたり測定場所の提供などに御

協力いただきました近畿地方整備局福知山河川国道事務
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水海川導水トンネルにおける脆弱地山及び湧水

への対策・対応について 

上田 千尋1・中西 大介2 

1近畿地方整備局 足羽川ダム工事事務所 工事課 （〒918-8239福井県福井市成和1-2111） 
2（株）安藤・間 水海川トンネル作業所 工事主任 （〒910-2556福井県今立郡池田町松ヶ谷22-11） 

足羽川ダム建設事業は，足羽川下流域に位置する福井市などにおける洪水被害の軽減を目的と

して，洪水調節専用のダムと分水施設（分水堰・導水トンネル）を整備するものである．本稿で

紹介する水海川導水トンネルは，本事業の一環で整備を進めている山岳トンネルで，足羽川支川

の水海川から，足羽川支川の部子川に洪水を導水することにより，部子川に建設する足羽川ダム

に貯留するための施設である． 

本稿では，水海川導水トンネルのこれまでの施工状況を概説し，今後の温見断層の突破に向け

て検討しているトンネルの施工法について紹介する． 

キーワード 導水トンネル，山岳トンネル，塑性押出し地山，水環境保全

1. はじめに

水海川導水トンネルは，足羽川ダム建設事業の一環で

整備を進めているもので，足羽川支川水海川の洪水を，

足羽川ダムに導水するものである（図-1，図-2 参照）．

水海川導水トンネルは，福井県今立郡池田町と大野市

の境界に位置する部子山（標高 1,464 ｍ）から北西に延

びる尾根（以下，部子山山稜という）を貫くトンネルで

ある．この尾根は，池田町の野尻地区付近に位置する峰

（標高 649 m）（以下，N 山地という）まで続き，足羽

川支流部子川流域と水海川流域を分ける分水嶺となって

いる．トンネルは，吐口側にあたる金見谷川側から掘削

をはじめ，最初にＮ山地の山裾部分を掘削し，その後，

部子山山稜の尾根部を貫き，呑口側にあたる水海川側に

到達する予定である．トンネルは延長 4,717 m の長距離

トンネルで，尾根部は標高 590 ｍほどで，ここでの土被

りは 293 mに達する．写真-1に水海川導水トンネルの全

景を示す． 
本トンネルは，長距離かつ大土被りのトンネルである 

図-1 足羽川ダム完成予想図 

ため，設計時点で，尾根部直下の地質を十分に把握する

のが難しいという問題を抱えていた．また，吐口側坑口

から（以下，TD という）3,200 m 付近には，温見断層 

図-2 足羽川ダム事業全体平面図 

写真-1 水海川導水トンネル全景（トンネル呑口側より撮影）

水海川導水トンネル 
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が存在する．TD3,200 m 以奥の区間は，温見断層とそ

の派生断層に起因する高透水ゾーンとなっている． 
本トンネルは，2017年 9月に吐口側からの片押し施工

で掘削を開始し，2021年 5月末日時点で TD2,890 mまで

到達している．これまでの掘削作業では，大量湧水や押

出し性地山により，支保パターンの変更など，当初設計

を変更しながらの掘削を余儀なくされている． 
本論文では，これまでの施工を振り返り，大土被りの

長大トンネルの施工上の対策を述べるとともに，今後迎

える本トンネル最大の難関である温見断層の突破に向け

た対策を述べる． 
 

2.  水海川導水トンネルの概要 

(1)  導水トンネル概要 
水海川導水トンネルは，全長全長 4,717 m，内径 8.5 m，

勾配 1/170のトンネルである． 
仕上がり内径は直径 8.5 m の円形で，底部は，フラッ

ト形状となる．山岳トンネルで，基本的なトンネル設計

（支保パターン，覆工構造）は，道路トンネルに準じた

ものとなっている．ただし，覆工厚に関しては水路トン

ネルの摩耗代を考慮し，通常より 10 cm厚い 40 cmとな

っている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 にトンネルの標準断面を，図-4 に地質縦断図を

示す． 
トンネルは，1 期工事と 2 期工事に分けて施工してお

り，現在 1期工事が終わり，2期工事の施工中である． 
 

(2)  地形および設計時の想定地質概要 
トンネル周辺の地質は，大きく 2 種類に分けられる．

吐口側の約 1,400 m の N 山地の山裾を掘削する区間は，

船津花崗岩(中生代ジュラ紀花崗岩)で構成される．呑口

側の約 3,700 m の部子山山稜を貫く区間は，糸生累層

(新第三紀中新世の火山岩類)で構成される． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  図-3  トンネルの標準断面（DⅡ-eパターン） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区間 区間⑤ 区間④ 区間③ 区間② 区間① 
区間 TD 4717～3450m  (L=1297m) TD 3450～2950 m  (L=500m) TD 2950～2500 m  (L=450m) TD 2500m～1400 m  (L=1100m) TD 1400～0 m  (L=1400m) 

最大土被り 185m 257m 293 m 230m 124 ｍ 
施工区分 今後施工 今後施工 施工中 施工完了 施工完了 

地質年代／区分 新第三紀中新世／糸生累層 古生代ジュラ紀／船津花崗岩 
主要地質 安山岩質火砕岩 

(火成岩と堆積岩の性質) 
温見断層区間 
(安山岩質溶岩と安山岩

質火砕岩の境界と想定) 

安山岩質自破砕状溶岩，安

山岩質溶岩(火山岩) 

(自破砕状溶岩＋強変質部主体) 

安山岩質溶岩(火山岩) 
(弱変質部主体) 

閃緑岩(深成岩) 
花崗閃緑岩(深成岩) 

当初の想定

地質 
径 10cm 程度以下の安山

岩礫を多含する火山礫凝

灰岩～凝灰角礫岩． 
地山深部のボーリングで

は厚く連続的に把握され

ているが，地表露頭では

断続的分布に限られる． 
水海川分水施設付近で

は，細粒緻密な凝灰岩層

も一部挟在する． 

温見断層の影響区間． 
断層近傍のボーリング孔

（No.19，No.3）では，細片化

（角礫～粘土状）を呈する箇

所と，短柱～柱状を呈する

箇所が確認されており，断

層周辺における岩盤は硬質

部と劣化部とが混在した不

均一な地山であると推定さ

れる． 

暗灰色の緻密な岩相を有

し，直径数 mm 程度の優

白色鉱物の斑晶を伴う．岩

相変化に富み，一部には

青灰色～緑灰色を呈する

流紋岩・凝灰角礫岩および

自破砕部が混在する．塊

状岩であるが，新鮮部にお

いても割れ目間隔は 5～

50cmである． 

安山岩溶岩が主体をなす

が，一部には安山岩質凝

灰岩や流紋岩（岩脈）が分

布すると推定される．当該

区間における地形判読お

よび露岩状況の確認結果

から，断層等の劣化帯を

示唆する状況は確認され

ていない． 

灰色を呈する細粒の閃緑岩

が主体．一部花崗閃緑岩の

岩相を示すが境界は漸移的．

割れ目間隔は数十cm～1m． 
高標高部では風化が深く進

行し深度 40m 程度までマサ

化が進行している． 
安山岩との境界部では熱水

変質により軟質化・鉱化部

分が見られる． 
特徴的な施工内容   押出し性地山対策 先進ボーリングの併用技術の確立 比較的良好な区間の施工 

表-1 トンネル区間ごとの特徴 

図-4 地質縦断図（設計時） 
吐口側 

吞口側 
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船津花崗岩は，糸生累層によって広く不整合で覆われ

ている．糸生累層は，新第三紀の早期に広範な火山活動

によって形成された火山岩類で，グリーンタフと総称さ

れる．下部は主に安山岩，上部は主にデイサイト(石英

安山岩)からなる． 
部子山山稜の尾根の呑口側には，尾根と並行して，北

西－南東方向に伸びる温見断層が分布する． 
 
(3)  トンネルの各区間の特徴 
トンネルの区間ごとの特徴を表-1 に示す．現在，区

間③の掘削中である．以下に区間ごとの施工状況を示す

とともに，表-2 に設計および実施の支保パターンの比

率を示す． 

a)  閃緑岩を主体とする区間（区間①） 
吐口側坑口から 1,400 m 付近の金見谷川の左側支流直

下までは，N 山地の山裾を掘削する区間で，比較的硬質

な閃緑岩主体の地山が続いた．閃緑岩は地山の深部でゆ

っくりと固結したものであり，比較的良好な岩盤状況で

あった．ただし，亀裂が発達し，割れ目に粘土を挟在す

る箇所では，切羽の自立性が悪くなる場面もあった．本

区間における支保パターンの乖離は 1ランク程度であっ

た． 
表－2 設計・実施支保パターン延長比率 

 設計支保パターン比率 実施支保パターン比率 
閃緑岩を主体
とする区間
（ TD 0 ～ 
1400 m） 

 
 
 

  

安山岩質溶岩
を主体とする
区間 
（ TD1400 ～
2500 m） 

 
 
 

  

部子山稜直下
区間 
（ TD2500 ～
2887 m） 

 
 
 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2 TD1,850m地点の集中湧水状況 

b)  安山岩質溶岩を主体とする区間（区間②） 
吐口側坑口から 1,400 m 付近の金見谷川を横断する付

近で，閃緑岩から安山岩質溶岩に地質が大きく変化した．

予想では，測点 TD1,650～2,250 mにかけて流紋岩の出現

を想定していたが，実際は，一部に貫入岩として出現し

た程度で，流紋岩はほとんど認められなかった． 
安山岩は地表近くで急冷された火山岩に分類される． 

溶岩を起源としているため岩片は硬質であるが，急冷さ

れた影響により亀裂質で湧水も多く見られ，トンネルの

切羽の安定性などが悪化する場面が増加した．本区間に 
おける設計および実施の支保パターンは 2ランク程度乖

離し，大きな違いが生じた． 
c)  安山岩質自破砕状溶岩・安山岩質溶岩を主体とする

区間（区間③） 
TD2,547 m 付近を過ぎると，部子山山稜直下区間に入

り，安山岩質の溶岩と自破砕状溶岩が混在する状況が認

められた．両岩種ともに，変質作用を受けている．特に

安山岩質自破砕状溶岩は，強い熱水変質を受けた影響で

粘土化した部分が多く，極めて脆弱な岩盤状況を呈した．

本区間における設計および実施の支保パターンは 3ラン

ク程度乖離した． 
 

3.  水平コアボーリングの採用 

本トンネルは全線にわたり湧水量が多く，現切羽位置

(TD2,887 m)まで掘削した時点で，トンネル全線で約350 
㎥/hの湧水が発生している． 

TD1,850 m の地点では，切羽から実施した水抜きボ

ーリングで，50 m3/h 近い湧水が発生し（写真-2 参照），

その後，TD1,954 m 地点では，突発湧水とともに切羽が

崩壊した．当該箇所は，設計で CⅠパターンのところを

DⅠパターンで掘削していたが，DⅡパターンでの縫い

返しを余儀なくされた． 
このようなことから，TD1,954 m 以降の区間について

は，前方の地質調査を行うとともに，切羽での突発湧水

を避ける目的で，切羽から 100 m程度の水平コアボーリ

ングを実施することを定常化した．水平コアボーリング

は，パーカッションで穿孔し，ワイヤーラインにてコア

を回収する．トンネル掘削を停止する土日の昼夜 4方で

100 m程度を目標に実施した． 
パーカッションで採取するコアは，ロータリーで採取

するコアと比較し，細片化する傾向にあるが，特徴を理

解して観察することにより，地山分類や岩盤等級の推定

を行うことができる． 
 

4.  安山岩質自破砕状溶岩・安山岩質溶岩を主体とする

区間（区間③）の施工 
(1)  山岳トンネルの事前調査・設計 

2021年 5月時点で，温見断層手前の部子山山稜直下の

大土被り区間を施工している．本区間は，設計時点にお

いて，CⅠパターン主体で設計されていたが，実施支保パ
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ターンは DⅡ～E パターンと３ランク程度の乖離が生じ

ている．これは，大土被りの長大トンネルにおける事前

調査の限界ともいえる．トンネルは地中に構築される線

状構造物であることから，事前に全線に渡る精密な調査

を行うことは難しく，設計段階での地質情報の質や量に

は限界がある．本区間のように土被りが大きい場合，地

表からのボーリングには限界があり，弾性波探査に頼っ

た調査・設計が行われるが，深度が深くなると弾性波も

正確に把握するのは難しい． 
このようなことから，トンネル工事においては，設計

段階では，限られた調査資料に基づき目安の設計を行い，

施工段階で，実際の地山状況や計測・観察結果を確認し

ながら修正設計を行うことが基本となる． 
 
(2)  地質状況 
本区間は，トンネルの中央付近の土被りの大きい区間

で，上位層が比較的良好な安山岩にカバーされる形で，

トンネル断面付近に，熱水の影響により強く変質を受け

た安山岩質の溶岩および自破砕状溶岩が分布していた．

このような状況は，先述した水平コアボーリング結果と

トンネル掘削時の切羽観察で，はじめて確認することが

できた． 
自破砕状溶岩とは，溶岩の一部が固結した後に，他の

部分の溶岩が流動したために，それに引きずられて，破

砕された溶岩である．そのため，溶岩が良好な状態で固

結した安山岩と比べ，細片状でもろくなりがちである． 
岩盤中には，破砕や変質粘土を伴った連続性のある割

れ目が含まれ，自破砕状溶岩の分布境界を確認できる．

分布境界は溶岩を数 m～数 10 m サイズのブロックに分

断する破断面となっている．分布境界には，明瞭な変位

(ずれ)や系統的な方向性が認められないことから，後世

の広域的な断層運動によるものではなく，自破砕部の形

成に伴って生じたものと推測される．  
図-5 に本区間の地質水平断面図（トンネルスプリン

グラインの高さ（以下，SLという））を，写真-3，4に

代表的な切羽写真を示す．図-5 では，安山岩質自破砕

状溶岩をその性状により塊状部と細片状部の 2つに区分

している． 
 
(3)  塑性押出し性地山の施工 
本区間は，大部分がDⅡパターン以上での施工となっ 

ている．設計時でCⅠパターンとされた区間に対して， 

 

 

 

 

 

 

 
 

事前の水平コアボーリングや穿孔検層などで地山状況を 

確認しながら施工を行っている．これらのボーリング等

から地山等級がＤⅡ級以下と想定されるなど貴重な情報

を得ることができるが，事前の地質データのみで安山岩

質溶岩や安山岩質自破砕状溶岩の分布を正確に把握して，

事前に最適支保パターンを設定するのは難しい．運用面

では，地質データ，計測データを確認しながら，岩判定

委員会で事前に設定した判定フローに基づきながら，判

定委員の合意で支保パターンを設定している． 
強変質の安山岩質自破砕状溶岩がトンネル側方に分布

すると，トンネルの左右片側だけ，想定以上の変位が発

生する状況が認められた．このような場合には，トンネ

ルの掘削を一旦停止し，増しロックボルトや一次インバ

ートによる早期閉合などの対策を行っている． 
図-6に対策工の例を示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-3 切羽状況（TD2,479 m） 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

写真-4 切羽状況（TD2,711 m） 

 
 
 
 
 

図-5 地質水平断面図（SL）（TD2,467～2,887 m） 

凡 例  

TD2887 

TD2467
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(4)  TD2887m地点でのトンネル変状 

a)トンネル変状発生状況 

TD2,870 m 以降は，E パターン(H200mm の鋼製支保工)
を採用し，長尺鏡ボルト，インバート一次閉合を行いな

がら施工を実施していたが，TD2,887 m の施工中にトン

ネルの変状が生じた．変状の発生経緯を図-7に示す． 
最初の変状は，鋼製支保工建込み後の二次吹付け施工

中に生じた．鏡吹付けコンクリートを押し割って鏡ボル 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 対策工例 

 
4/21 22:50頃 鏡面にクラック発生 

22:50頃 天端の吹付けコンクリート 

剥離 

4/22 0:00頃 ロックボルト頭部 

プレート変状 

2:30頃 鏡吹付けコンクリートの 

一部崩落，クラック拡大 

 

3:35頃 鏡吹付けコンクリートの崩落 

拡大，左脚部を吹付けコンクリートで 

根固め，支保工座屈 

 

 

3:50頃 天端支保工座屈拡大 

 

図-7 トンネル変状の発生経緯 

ト間の地山が小崩落したため鏡吹付けコンクリートを再

施工した．その後，切羽後方 6 m地点の天端の吹付けコ

ンクリートが曲げ圧縮破壊され剥離した．それとともに

トンネル左側面の変状が進み，ロックボルトのプレート

変状が発生し，プレートが若材齢の吹付けコンクリート

にめり込んで行く状況が認められた．その後，鏡吹付け

コンクリートが割れて，一部が崩落する状況となった．

鏡吹付けコンクリートの変状とあわせて，トンネル左側

壁部の変形が進み，切羽から 4 m間の鋼製支保工が座屈

した．変状の進行過程では，鏡吹付けコンクリートを吹

き続ける作業を実施し，最終的に 4 mの厚さの吹付けコ

ンクリートを施工して，支保工の変形の進行を止めた． 
b)トンネル変状発生要因と対策方針 

図-8に，支保工の変状が発生したTD2,887 m付近の地

質水平断面図（SL）を示すとともに，当該箇所のコア

写真および切羽写真を併せて示す． 
変状発生箇所の地質は，変質によりブレーカーのノミ

跡が残る程度に軟質化した安山岩質自破砕状溶岩を主体

とし，強変質により粘土化した部分を脈状に含んでいる． 
本区間では，安山岩質溶岩の自破砕部は，熱水変質を

受けて，粘土化しており，著しく強度低下している．当

該箇所で実施した針貫入試験では，換算圧縮強度で

2.5MPa の値が得られており，地山強度比（地山の一軸

圧縮強度と鉛直土被り圧の比）は 0.4 と 1 を大幅に下回

る状況にある．変状の最も大きな要因は，地山強度比の

低下によるものと考えられる． 
表-4にトンネルの変状発生要因と対策方針を示す．  

 

表-4 トンネルの変状発生要因と対策方針 

 事象 要因 対策方針 

変
形
モ
ー
ド 

側壁の押しだしが顕著 側圧卓越 
トンネル形状が縦長 

側壁ロックボルト 
一次インバートによる
早期閉合 

天端沈下は小さいもの
の，内空変位が大きい
場所では，天端付近の
支保部材が損傷 

側壁の押し出しにより，天端部に曲げが
発生 
 

トンネルの変形抑制 
側壁ロックボルト 
天端増しロックボルト 
鋼製支保工・吹付けコ
ンクリートの高剛性化 

局所的に，内空変位，
脚部沈下が増大 

部分的に極めて脆弱な地山が出現 
安山岩質溶岩と安山岩質自破砕状溶
岩の分布境界は，縦方向が卓越する傾
向があるが，全体的には不規則 

水平コアボーリング＋
穿孔検層で分布を予
測 
ゾーンで対策工を実施 

変
形
発
生
位
置 

比較的切羽近傍で変位
が発生 

塑性押出し性が強い地山 
Ｘ線分析による膨張性の粘土鉱物の含
有は少なく，膨張性は少ない 
トンネル掘削に伴い応力状態が変化す
る区間でのトンネル変形が顕著 

切羽近傍で剛支保工
を設置 
長尺鋼管先受け工，
長尺鏡ボルト工の採
用 

変
形
量 

切羽から 3ｍ後方で片側押
出しが100mmを超過 
切羽直近で，ロックボルト頭
部プレートの変状，ボルトの
破断が発生 

地山強度比が著しく小さい（0.4） 
土被りが 250ｍと大きく γ・H が大きいた
め，見かけの qu を大きくするためには大
規模な対策が必要． 

剛性の高い H250 の
鋼製支保工 
高強度吹付けコンクリ
ートを採用 

 
5  温見断層突破に向けた対策 
 
(1)  温見断層の地質状況 
温見断層は，濃尾断層帯を構成する約 36 kmの活断層

である．1891年(明治 24年)の濃尾地震の際には，北西部

の約 20 kmが活動し，最大 3 mの左横ずれと北東側 1.8 m
の隆起が生じたとされる．トレンチ調査結果などから， 

C

S.L

c.j

C

S.LS.L

による早期閉合

増しロックボルト

一次インバート
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平均 2,200～2,400 年間隔で活動していると推定され，ト

ンネルに影響する断層幅は 300 mにも及ぶ可能性がある． 
既往ボーリングから，温見断層の破砕帯の性状は，固

結した破砕部（カタクレーサイト）を主体とし，未固結

の断層粘土や断層角礫を一部に含む状況が推定される． 
断層部では，現在掘削している部子山山稜直下区間の

塑性押出しに加え，破砕帯による切羽の不安定化が予測

され，十分な注意が必要である． 
 

(2)  温見断層周辺の地下水状況 

温見断層付近の地下水位は，既往ボーリングなどから，

断層よりトンネル吐口側で地下水位が高くなっており，

断層内の難透水層によりダムアップが生じているものと

考えられる．浸透流解析では，トンネル掘削時に最大

11 m3/min の湧水が発生するものと予測されており，掘

削時の突発湧水対策が重要である． 

 

(3)  温見断層区間の事前調査 

2017 年 7 月に着手し，工事を進捗してきたが，脆弱

な地山性状及び湧水による施工スピードの低下が生じ，

適切な掘削・支保パターン及び補助工法等の選定が必要

となってきている．このため，2020 年 10 月に水海川導

水トンネル技術検討委員会を設置し，今後施工する温見

断層区間の施工方法，構造及び地下水への影響について，

技術的な指導，助言を得ながら施工を進めている． 

図-9 に示すとおり，温見断層部のトンネル掘削につい

ては，通常の水平コアボーリングに先立ち，500m 程度

の超長尺水平コントロールボーリングを実施し，突発湧

水に備えるとともに，温見断層の性状把握を行うことと

している． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-9 温見断層部のトンネル掘削フロー 

 
6  終わりに 

当初想定していなかった塑性押出しに対して，苦戦し

つつも，水平コアボーリング等の調査結果や観測結果を

基に，適切にトンネルを掘り進めている．今後，本トン

ネルの最大の山場である温見断層に向かう．これまでの

経験を科学的に分析して施工にフィードバックし，温見

断層に備えていきたい． 

 

謝辞：本論文の執筆にあたり，水海川導水トンネルⅠ

期工事施工業者の株式会社熊谷組から，施工状況に関す

るデータの提供を頂いた．ここに，深甚の謝意を表する． 

 

参考文献 
1)  小髙,戌亥,鈴木,中澤：物理探査による地山予測と水抜きを兼ねた

前方探査で多量湧水地山を突破 足羽川ダム 水海川導水トンネルⅠ
期工事,トンネルと地下,Vol.51,No.11,pp.17-27,202 

図-8 支保工変状箇所付近の地質およびコア状況 
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有本揚排水機場ポンプ設備の

不具合事例とその対応について 

橋本 大空1 

1近畿地方整備局 和歌山河川国道事務所 防災課 （〒640-8227和歌山県和歌山市西汀丁16番）. 

2020年（令和2年）6月有本揚排水機場の年点検の際、ポンプ設備において不具合が発生し2台
の内1台が運転不能となった。本論文では、有本揚排水機場で発生した不具合の事例について、

ポンプ不具合発生直後の対応、発生原因及びその過程の究明、ポンプの修繕、仮設ポンプ設置、

異物の侵入経路、まとめについて述べる。

キーワード 維持管理，メンテナンス，防災

1. はじめに

図-1 有本揚排水機場の所在地及び外観 

有本揚排水機場は和歌山県和歌山市有本462に位置し、

流量2m³/sの立軸斜流ポンプ2台1)が設置されている。揚

水時は電動機で、排水時にはガスタービンでポンプを稼

働させ、和歌山市内の内川の水質浄化と内水排除を目的

に2000年度（平成12年度）に運用開始した施設である。 

 図-1、図-2より揚排水時のメカニズムは揚水時、沈砂

池ゲートと吐出ゲートを全閉状態にして、有本川導水路

に揚水。この揚水運転を12時間ごとに交互で運転を行っ

ている。排水時は、接合槽ゲートと有本川槽水ゲートを

全閉状態にして、紀の川本川に排水する仕組みとなって

いる。揚水時はポンプ1台で12時間ごとに交互運転を行

っており、排水時には最大2台のポンプで排水を行える。 

ポンプの稼働スケジュールを以下に示す。 

・午前9時～午後9時 揚水運転

・午後9時～午前9時 ポンプ停止

年点検時に2号ポンプを稼働させた際にポンプが動か

なくなる不具合が発生した。 

図-2 有本揚排水機場の揚排水メカニズム 

2. ポンプ不具合発生直後の対応 

 図-3より、不具合が発生した2号ポンプの流量2m³/sと

同量の排水量を確保する必要が生じたため、和歌山河川

国道事務所が保有する排水ポンプ車3台を有本揚排水機

場に速やかに配置することで排水能力を確保した。排水

ポンプ車の排水スペックを以下に示す。 

・排水ポンプ車（流量0.5m³/s）2台

・排水ポンプ車（流量1.0m³/s）1台

図-4より排水の際、沈砂池の両側に排水ポンプを設置し、

隣の接合槽に排水することで紀の川本川へ排水する。

3. 発生原因及びその過程の究明 

発生原因を探るため下記の調査を行った。 

＝ 総流量2.0m³/s 
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図-3 排水ポンプ車配備 

図-5 ポンプ内部の調査 

(1)ポンプ内部調査

図-5よりファイバースコープと潜水士による調査を行

った結果、図-6より1m²四方の青いビニルシート片が羽

根車に絡みついている事が判明した。 

(2)ポンプの分解調査

より詳細な調査を行うため工場に持ち帰り分解調査を行

った結果、図-8より、ポンプの主軸と減圧ブッシュ及び

ラビリンススリーブが焼付きを起こして完全に固着して

いた。また、その他の軸受けとスリーブにも摺動傷が見

られ、ケーシングライナーには羽根車にビニルシートが

噛込んで、回転したと思われる傷がついていた。このこ

とからポンプ内部では主軸の振れ回りが起こっていたと 

図-4 排水ポンプ車配置図 

図-6 羽根車に噛込んだビニルシート片 

考えられる。 

(3)損傷発生までの過程

図-7より、ケーシングに摺動傷が有ることからポンプ

が稼働した際、羽根車とケーシングライナーの間に青い

ビニルシート片が噛込んだことにより、主軸が突き上げ

られる。主軸は上に減速機があることから、突き上げら

れた際に力の逃げ道を失い、ポンプ内部で主軸が弓なり

に歪む。その状態で主軸が触れ回った結果、軸受などに 

水平方向の力が加えられて、焼き付きを起こし動作不良

に陥ったと考えられる。 
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図-7 ポンプ不具合発生過程 

4. ポンプの修繕

 図-8より、分解点検の際に交換及び修復した部品を以

下に示す。 

・スラスト自動調芯コロ軸受

・上部主軸

・セラミック軸受

・ラビリンススリーブ

・ボールブッシュスリーブ

・ケーシングライナー

部品の交換及び修繕からポンプの現場据付完了まで6ヶ

月ほど要する事が予想された。

5. 仮設ポンプ設置

排水ポンプ車は災害発生の際、被災箇所へ出動すること

を求められるため（他事務所の車両を派遣してもらう 

図-8 ポンプ不具合箇所 

事もできるが、移動時間を考慮すると和歌山の車両を

いつでも出動できる状態にしておきたい）修理期間が長

期化することが判明した以上、有本揚排水機場に排水ポ

ンプ車を配備し続けることは出来ない。そこで、仮設ポ

ンプの設置を行うことにした。図-9、図-10より2号ポン

プの流量2m³/s（＝120m³/min）を確保するため、流量8m³

/minの仮設ポンプ15台を設置した。材料手配、仮設ポン

プのリース手配に1ヶ月、設置作業1ヶ月で7月31日に完

成した。 

6. 異物の侵入経路

(1)沈砂池までの侵入経路 
揚水運転では紀の川本川から支川の有本川へ揚水して

いるが、有本第二樋門の位置にスクリーンが付いている

ため紀の川本川からの侵入の可能性は低いと思われる。

午後9時から午前9時までの夜間はポンプを停止している 
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図-9 排水機能確保のための仮設ポンプ確認運転 

 

図-11 異物の侵入経路 

 

ため、夜間に支川の有本川から侵入した可能性が高い。 
 
(2)ポンプ槽への侵入経路 
異物がどうやってポンプに噛込むことになったかは図

-11より以下の2つの方法が考えられる。 
a) ベルトコンベアーに運ぶ際に落下し侵入 
 除塵機の裏には除塵機のレーキがスクリーンの周囲を

回転するための隙間が空いていおり、何らかの拍子にベ 
ルトコンベアーから青いビニルシート片が落ちて侵入し

た、或いは除塵機のレーキに絡まったままポンプ槽に行

ってしまった事によってポンプに噛込んだと考えられる。 
このようなことが実際に起こるのか実験を行ってみたが、

ベルトコンベアーから落ちることや、レーキに絡まるよ 
うなことは起きなかった。 
b)レーキとレーキの間を通り侵入 
 除塵機にはゴミを掻き上げるレーキがスクリーンの周 
囲を回る構造になっているため、スクリーンの下にはレ

ーキが通るための隙間が空いている。除塵機を稼働させ 
た際にレーキがこの隙間を塞ぐ前に青いビニルシート片

が侵入したのではないかと考えられる。沈砂池内の水を

抜いて確認することは出来なかったので今後、確認する

予定である。 

 

図-10 仮設ポンプ設置完成図 

 

 
図-12 異物の侵入経路 

 

 
 

7.  まとめ 

 

 異物侵入の防止対策として図-12より、除塵機前にス

クリーンを設置し、侵入防止対策の第一歩とすると共に

沈砂池の状況等も合わせて確認を行っていく予定である。 

不具合発生時に一番時間を要するのが部品の手配期間

である。不具合を発生させない予防措置も重要であるが、

今回のような部品手配が長期間要することがないよう、 

予備品の見直し、確保、近隣揚排水機場との予備品共有

等を異物侵入対策と合わせて体制整備を考慮していきた

い。 

 

謝辞：本稿の作成にあたりまして、数多くの知識や示唆

を頂いた方へご協力を頂いた事、心より御礼申し上げま

す。  
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2) 一般社団法人 河川ポンプ施設技術協会：揚排水ポンプ設備
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UAVを用いたレベル3飛行（目視外補助者無し

飛行）による河道閉塞および砂防施設の

点検・調査活用について

北本 楽1・柴田 俊2 

1近畿地方整備局 大規模土砂災害対策技術センター （〒649-5302 和歌山県東牟婁郡那智勝浦町市野々

3027-6） 

2長野県 姫川砂防事務所 砂防課 （〒399-9422 小谷村大字千国乙10307-3） 

2011年紀伊半島大水害で発生した複数の深層崩壊および河道閉塞は急峻な山奥にあり, 出水直

後は危険なため、人の立ち入りが困難である. これらの箇所の点検・調査はUAVの使用が有効

であるが, 現地は山奥で見通しも悪く制御電波も届かないため, UAVを安全に飛行させることが

不可能であった. この課題を解決すべくレベル3飛行（目視外補助者無し飛行）下でのUAV自律

飛行の現地検証を行った. 本検証の特徴は撮影機と電波中継機の2機のUAVを併用して制御電波

範囲を拡大することで, UAVの長距離飛行を可能としたことである. 本稿はUAVを用いたレベル

3飛行の実地検証および河道閉塞や砂防施設の点検・調査時の活用について報告するものである. 

キーワード UAV, レベル3飛行（目視外補助者なし飛行）, 河道閉塞, 砂防施設, 点検・調査

1. はじめに 

2011年に発生した紀伊半島大水害は, 紀伊半島全体に

記録的な豪雨をもたらし, 3,000箇所以上の斜面崩壊およ

び17箇所の河道閉塞を引き起こした. これを契機とし, 

紀伊山系砂防事務所では崩壊斜面や河道の残存土砂の流

出を防ぐために直轄砂防事業を行っている. しかしなが

ら災害後も, 降雨・出水に伴う斜面の再崩壊および河道

閉塞部の越流による土砂流出が観測されており, 継続し

た点検・調査が必要である. このような崩壊地や砂防施

設は急峻な山奥にあり, 現場までのアクセスも悪く, 点

検・調査中の土砂移動による危険性も高いため, 点検・

調査を迅速かつ安全に行う際には, UAVの活用が有効で

あると考えられる. 特に, レベル3飛行と呼ばれる無人

地帯における目視外補助者なし飛行（図-1）は, 監視員

等の補助者なしでUAVの長距離飛行を可能とする. これ

までにもUAVを活用した点検・調査の事例は数多く存

在するが, 防災やインフラ管理を目的としたレベル3飛

行によるUAVの活用は全国初の試みであった. 本稿では,

UAVによるレベル3飛行の現地検証を行い, 安全にレベ

ル3飛行が可能なUAV機体の選定段階や航空法などの法

令申請手続きの上での留意点および, UAVによるレベル

3飛行下での深層崩壊斜面, 河道閉塞, 砂防施設の点

検・調査の有効性と今後の利活用について報告する. 

2.対象地区

現地検証は, 紀伊半島大水害によって発生した複数の

深層崩壊および河道閉塞箇所のうち奈良県十津川村栗平

地区を対象とした. 栗平地区では発災当時, 幅600 m, 高

さ450 m, 長さ650 mの深層崩壊が発生し, 約2,385万 m3の

崩壊土砂が河道を閉塞し, 河道閉塞を形成した（令和3

年3月湛水池埋め立てにより解消済み）. 現在でも降雨

による出水に伴い土砂流出が確認されており, 崩壊斜面

および河道に残った不安定土砂が下流域へ流出するのを

防ぐために, 砂防施設整備を行っているところである.  

図-1  UAVのレベル飛行形態 
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3.  これまでの取り組み 

 栗平地区では過年度より, 目視内・自律飛行でのUAV
による崩壊斜面, 河道の調査および砂防施設の点検を行

っている. 自律飛行とはあらかじめ設定した飛行ルート

に従いUAVを自動で飛行させることで, 手動操縦よりも

正確かつ迅速に同一ルート・画角で撮影を可能とする手

法である. 栗平地区は, 急峻な地形に囲まれて河道も湾

曲しており見通しが悪く, 携帯電話の電波も圏外である. 

こうした環境下では, UAV飛行中に地上の操縦リモコン

（以下, プロポ）と空中の機体との通信電波強度が弱く

なる場合があり, 異常時に操縦者による飛行中の強制介

入が難しいため, 航空法に基づくレベル3飛行の許可を

取得することができなかった. これを受けて目視内飛行

による点検・調査を検討したが, 対象地区でUAVを飛行

させるためには, 崩壊斜面下流の河道部に複数の操縦者

およびUAVを直接目視する補助者を配置（図-2）する必

要があり, この方法では出水時などの緊急的な調査の際

に調査員の安全を確保することが困難であった. 携帯電

話の電波が圏外という条件下で通信電波強度の不安定化

を解決し, 二次災害の心配がない安全な地点から, 目視

外によるUAVの長距離飛行を用いた点検・調査を可能

にすることが必要であった.  

 

4. 現地検証 

(1)   機体の選定 
 UAVによるレベル3飛行の現地検証を行うにあたり, 

UAV機体の選定を行った. 選定ははじめに, 対象地区の

前提条件として, ①対象地区の過去の被災状況や砂防施

設状態を確認して, 点検・調査項目を整理し, ②対象地

区の広さ, 操縦者と機体の直線見通し条件, 人工衛星や

携帯電話の電波通信環境等を確認した. 次に, UAVの性

能・仕様条件として, ③対象地区全体を網羅する長距離

飛行が可能であり, 地形や砂防施設の出水前後の変状を

検知可能なカメラの解像度を有すること, ④離着陸まで

全自動飛行が可能かつ, レベル3飛行の承認実績がある

産業用機体であり飛行の法令申請が可能な機体であるこ

とを確認した.これらに基づき,①～④の条件を満たす機

体を選定した. なお, UAVには固定翼機, 回転翼機があ

るが, 本検証では回転翼機 （マルチローター）を対象

とした. 選定の結果, MATRICE 300RTK（DJI社）, skydio2
（skydio社）, ALTA X（FreeFly社）, ACSL-PF2（自律制御

システム研究所）の4機体（図-3 ）を選定した.  

 
(2)   レベル3飛行における事前申請手続き 
 UAV飛行に関する法令は図-4に示すように様々なもの

があり, 飛行前にレベル3飛行の使用機体や飛行ルート, 

高度150 m以上での飛行, 離発着箇所の土地占用申請等

の申請を行う必要があった. 特に, 航空法の申請では, 

レベル3飛行下で使用するUAV機体の安全性の確保につ

いて, 根拠を添えて, 航空局への申請が必要であった. 

申請先とのやりとりの中で得た, 申請手続き上の重要な

知見は, ①レベル3飛行の申請は、ホビー用機体を想定

しておらず, 産業用機体を用いること, ②自律飛行中に

強制的に操作介入ができるように機体とプロポの通信が

飛行中に途切れないことを確認すること, ③想定される

運用に対して十分な飛行実績があり, 実績は機体の初期

故障期間を超えたものであること, であった. 飛行計画

の申請には立入管理区域の設定や初期故障期間について

メーカーからの情報提供を受ける必要があった. 航空局

へのレベル3飛行の申請状況及び要した日数は初回に申

請したACSL-PF2は57日であったが, 申請手順の整理によ

り, その後のskydio2では23日まで短縮することができた.  

 

(3)   検証概要 
 現地検証は, 対象地区において2021年3月22日～23日に

行った. UAVの離発着地点は, 過去の出水実績より河道

閉塞部から土砂流出した場合でも車でアクセス可能な安

全な地点（河道閉塞部から下流約2 km）とした. 離発着

地点には地上局として, UAVの操縦者とUAVから伝送

される機体制御情報や映像を監視する補助者を配置した. 

前述のとおり, 栗平地区では, UAV飛行中にプロポと機

体との通信電波強度が弱まることからレベル3飛行が困

難であった. そこで, プロポと現地点検・調査用のUAV
（以下, 撮影機）との通信電波を中継するためのUAV

 

図-3  現地検証に際して選定されたUAV4機体 

 

図-2  栗平地区におけるUAV目視内飛行時の調査員配置 

 
図-4  UAV飛行における主な関連法令 

（   ：UAVによるレベル3飛行下の自律飛行に関

する法令） 
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（以下, 中継機）を飛行させることで通信強度を安定さ

せ, レベル3飛行下での自律飛行の実施を試みた.  

撮影機と中継機は, レベル3飛行の法令申請状況や現地

での試運転結果を踏まえ, 図-3で選定した機体のうち

ACSL-PF2を使用することとした. 撮影機の自律飛行ル

ートを図-5に示す. 飛行ルートは過年度までに実施した

目視内飛行のルートを用いた. 撮影機は栗平地区の崩壊

斜面や斜面直下の河道の危険箇所および1号砂防堰堤等

の砂防施設の撮影を行うために, 対地高度149 m以下と

し, 対地高度150 m以上の飛行に必要な航空法の申請を

省略した. なお, 堰堤等の施設付近は出水前後の変状の

判別を想定し, 対地高度100 mまで近接した. 飛行は動画

撮影1回と静止画撮影（インターバル2秒/枚）1回とし, 

計2回, 往復約6 kmの区間を自律飛行させた. 中継機は離

着陸地点では携帯電話の電波が圏外であり, 操縦者と撮

影機の直線見通しが悪いため, 中継機を介して通信電波

の伝送が可能な対地高度300 mまで離着陸地点からほぼ

垂直に上昇させた. これにより撮影機から中継機を介し

て地上局に対して機体制御情報や撮影映像の伝送を試み

た. なお, 離発着地点は, 左右岸が急峻な狭窄地形とな

っており, GNSS捕捉数が自動離着陸を行うために十分な

数を下回ったため, 撮影機は離着陸時のみ手動で操作し, 

離陸後に上空でGNSS捕捉数が十分になった地点から自

律飛行に切り替えた.  

 
(4)   検証結果 
 撮影機と中継機を2機同時に併用することで, 飛行中

にプロポと撮影機の通信強度が弱くなることなくレベル

3飛行下での自律飛行を行うことができた. 1回の飛行は

約15分であった. 撮影した映像や機体制御情報は中継機

を経由してリアルタイムに地上に伝送され, 離発着地点

に設置したモニター画面で確認することができた（図-
5） . 撮影した動画から崩壊斜面, 斜面直下の河道, 1号
砂防堰堤の状況や堆砂域の土砂堆積状況を迅速に確認す

ることができた. また, 撮影した静止画は2,000万画素と

高解像度であり, 出水前後の砂防施設の変状等を識別で

きる解像度を有することが確認された. 以上より, 急峻

な地形に囲まれてアクセスも悪く, 携帯電話の電波が圏

外かつ, 危険で人の立ち入りが困難な箇所において, 安

全な地点から2機のUAVを同時に自律飛行させることで

中継機による電波経由を利用し, 崩壊斜面や河道, 砂防

施設の状況を迅速に把握することが可能であり, 出水時

における緊急的な点検・調査においてUAVによるレベ

ル3飛行が有効であることが示された.  

 
(5)   撮影データの解析 
 インターバル撮影した静止画はオーバーラップ85％以

上になるよう設定しており, 計208枚の連続した静止画

とSfM（Structure from Motion）解析により, 栗平地区全体

のオルソ画像と3次元モデルの作成を行った. 使用した

SfM解析ソフトはMetashape （Agisoft社）であり, 解析時

間は約2時間であった. オルソ画像（図-6）からは対象

地区全体の土砂堆積侵食を迅速に確認することができた. 

また, 砂防施設の3次元モデルから, 堰堤の洗掘による

破損や摩耗について確認できた. 3次元モデルは静止画

に比べてテクスチャが粗くなるため, ひび割れ等の細か

な変状を把握するのは困難であったが, 地区の全容を視

覚的にわかりやすく俯瞰できることから, 点検・調査に

おいて地区全体の変状や土砂流出・堆積状況を判断する

際に活用できることが示された. 

 

 

図-6  上）SfM解析で作成したオルソ画像 

中・下）3次元モデルによる堰堤の変状推定 

 

図-5 上； UAVの飛行ルート、下； 離発着地点と地上局 
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5.  UAVレベル3飛行の利活用 

(1)   UAV2機の併用によるレベル3飛行の課題 
 現地検証では, 中継機との電波強度を安定させるため

に, 撮影機の高度を最低でも対地高度100 mとした. しか

し, 砂防施設のひび割れといった数 mmの変状まで識別

するためには, より対地高度を下げて, 砂防施設に近接

する必要がある. 今後は中継機と撮影機の位置関係を試

行錯誤的に試験し, 相互位置の自動補正機能などを検討

するとともに, 撮影機への中継機追尾技術や複数台の

UAVの使用による電波強度の安定化を目指す. 

 
(2)   UAVレベル3飛行の活用 

 レベル3飛行は目視外においてUAVを飛行させること

によって, 目視内では制限される長距離の飛行を可能と

するものである. 本検証は電波状況の改善のために中継

機を併用したが, 携帯電話の電波等が届く環境であれば

電波中継はUAVでなくても可能であり, たとえば事務所

と現場といった遠隔地から, 地上の電波局を経由して

UAVのレベル3飛行の運用が可能になると考えられる. 

また, 本検証では離着陸地点に設置したモニター画面に

てUAVの撮影画像を確認していたが, これらの映像も同

様に遠隔地に伝送して, UAVの映像をリアルタイムで共

有可能であり, 出水直後の緊急調査着手の判断の際にも

活用が期待される. 近年では, 伝送される動画や静止画

から同時並行でSfM解析を行うことで, リアルタイムに

オルソ画像や3次元モデルの作成し, より詳細な情報を

取得することができる（図-7）.  
 本検証では, 点検・調査を想定して事前に飛行ルー

ト・画角を設定して自動飛行を行ったが, 出水後などの

別時期においても飛行ルート等を同一に設定して運用す

れば,同一アングルで繰り返し撮影が可能であるため, 

出水前後の変状をより効率的に抽出することができる. 

これに, AI等を活用した画像解析技術を用いることで, 

二時期の画像から変状を自動検知することも可能である

と考える. また出水前後の3次元モデル同士の差分解析

などにより土砂流出状況の定量的な解析も可能になり, 

堰堤の堆砂状況の把握や除石管理の計画検討にも利用で

きる. 今後は, 同一アングルで撮影される定点画像を用

いて自動で変状抽出から施設点検台帳作成まで行うよう

な定期点検へのあり方が考えられる. 

 
(3)   離発着を含む完全自律飛行の活用 

 レベル3飛行による施設点検のさらなる有効性を確認

するために, スイッチ1つのみで現場に設置した格納庫

からUAVが離陸し, 砂防施設点検ルートを飛行したのち

格納庫に収納されるまでを自動で行う完全自律飛行につ

いて, 追加で検証した（図-8）. この検証ではVisual 
SLAM技術を搭載したUAVを用いることでUAVに搭載さ

れたカメラ画像を用いて周辺環境と機体位置を推定し, 

機体自らが障害物を回避して飛行するようにした. この

検証により, あらかじめ現地に格納庫を設置してUAVを
スタンバイしておけば, 将来的には, 作業員が現場に行

かずとも, 安全かつ効率的な施設点検の実施に活用でき

ることが示唆された. 今後は, UAV格納庫の設置箇所の

検討やVisual SLAM技術の活用を前提とした施設点検計

画などの運用条件の整理を行う必要がある. 

 

6.  おわりに 

 今回の現地検証では, 2機のUAVを併用したレベル3飛

行下における自律飛行によって崩壊斜面や砂防施設等の

点検・調査に関する検証および有効性や利活用について

報告した. 砂防堰堤の定期点検は, これまで作業員が両

岸の尾根を超えて現場まで徒歩で移動し直接目視によっ

て砂防施設の変状の有無や土砂堆積状況を確認する必要

があったが, UAVによるレベル3飛行の活用により, こ

れまでの作業を飛躍的に効率化し, 作業の安全性確保に

も繋がると考える. レベル3飛行の実用化に向けては, 

使用可能機体に制約があること,飛行ルートを事前に作

成した上で許可申請が必要であること,申請が複雑で実

績も少ないことから導入へのハードルが高いといった課

題が残っている. 今後は許可申請の体系化・簡略化につ

いて関係機関と協議して, とりまとめを進める. また, 

国産UAVを含むUAV市場の動向にも注目し, 新技術の

利活用を積極的に検証しながら, レベル3飛行を用いた

点検・調査の実用化に向けて課題解決に取り組んでいく.  

 

参考文献 
1) UAV の自律飛行による天然ダムの緊急調査及び被災状況把

握に関する手引き,  令和 2年 3月, 国土交通省近畿地方整備局

大規模土砂災害対策技術センター

 

図-7  UAVと遠隔地間での映像共有 

 

図-8  格納庫を用いた完全自律飛行の検証 
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1. はじめに（大阪湾岸道路西伸部の概要） 

浪速国道事務所、神戸港湾事務所、阪神高速道路株式

会社において事業中の一般国道2号大阪湾岸道路西伸部

（六甲アイランド北～駒栄）は，神戸淡路鳴門自動車道

（垂水JCT）から関西国際空港（りんくうJCT）を結ぶ大

阪湾岸道路のうち，神戸市東灘区から長田区に至る延長

14.5kmのバイパス道路である．阪神臨海地域の交通負荷

を軽減し，交通渋滞や沿道環境などの交通課題の緩和を

図るとともに，国際戦略港湾である阪神港の機能強化に

よる物流の効率化，災害や事故などの緊急時の代替機能

確保等を目的として，平成28年度に公共事業として事業

化し，平成29年度に公共事業と有料道路事業の合併施工

方式が導入されている．本路線の陸上部は橋梁構造で計

画され，道路や公共交通，企業地等の様々な物件と交差

する連続高架橋である． 

事業の推進にあたっては，合併施行事業者である阪神

高速道路株式会社をはじめ，神戸市等の交差・支障物件

管理者，警察，地元住民等の合意形成が必要不可欠であ

り，大阪湾岸道路西伸部技術検討委員会の審議も踏まえ

た橋梁計画への柔軟かつ迅速な対応が求められる． 

上記の事業特性から，大阪湾岸道路西伸部事業では

CIM活用による作業や照査の効率化・状況の可視化によ

り事業推進への効果が期待できることから，橋梁詳細設

計業務は，全て発注者指定型としており，橋梁予備設計

業務や地質調査業務においても，一部，受注者希望型に

よる発注方式を採用している． 

本稿では，このうち，ポートアイランド地区第四高架

橋詳細設計におけるCIM活用について述べる． 

図-1  大阪湾岸道路西伸部路線概要図 

2. 設計業務におけるBIM/CIM実施要領・対応状況

本稿では，2020年（令和2年）3月版のガイドライン，

実施要領に基づく実施内容について述べる． 

橋梁設計業務におけるBIM/CIM活用では，「BIM/CIM導

入ガイドライン」，「BIM/CIM活用がガイドライン

（案）」の他，「ＩＣＴの全面的な活用の推進に関する

実施方針」における「別紙9 BM/CIM活用業務実施要領」

に基づき，表-1の項目を実施し，後工程に必要な

BIM/CIMモデルを構築する． 
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大阪湾岸道路西伸部事業における

CIMの取組状況について 

村田 大輔1・橘 和樹1

1近畿地方整備局 浪速国道事務所 大阪湾岸道路整備推進室 

（〒651-0082兵庫県神戸市中央区小野浜町7-30） 

 大阪湾岸道路西伸部事業では，i-Construtionにより計画・調査・設計段階から構造物の属性

情報を付与した3次元モデルを導入することにより，一連の建設生産システムの効率化・高度化

を図ることを目的とし，BIM/CIMに取り組んでいる．本稿では，ポートアイランド地区の橋梁詳

細設計業務における活用を例に，BIM/CIM活用の現状，作成モデルの仕様，活用結果の検討箇所

の有効性・得られた効果（コスト縮減，品質確保，施工効率性（全体構造，詳細部分）），課

題について整理し，今後標準化されるBIM/CIMの設計段階での効果的な利活用，想定される後工

程での活用効果等について述べる． 
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表-1  BIM/CIM活用項目における実施項目 

① BIM/CIMモデルの作成・更新 

② BIM/CIMモデルを活用した検討の実施 

③ BIM/CIMモデルの照査 

④ BIM・CIMモデルの納品 

 

②については，予備・詳細設計業務では，下表に示す

具体の項目より4項目以上を選択して実施することが基

本となる．そのうち，「b) 情報共有システムを活用し

た関係者間における情報連携」は原則実施が必須である． 

 
表-2  業務におけるBIM/CIM活用項目（令和2年3月） 

a) 段階モデル確認書を活用したBIM/CIMモデルの品質確保 

b) 情報共有システムを活用した関係者間における情報連携 

c) 後工程における活用を前提とする属性情報の付与 

d) 工期設定支援システム等と連携した設計工期の検討 

e) BIM/CIMモデルを活用した工事費等の算出 

f) 設計図書としての機能を具備するBIM/CIMモデルの作成 

g) 異なるソフトウェア間で互換性を有するBIM/CIMモデルの作成 

h) BIM/CIMモデルを活用した効率的な照査 

i) 施工段階におけるBIM/CIMモデルの効率的な活用方策の検討 

j) その他（業務特性に応じた項目を設定） 

 

なお，②の項目は2021年（令和3年）3月に下表のとお

り更新されている．ただし，「段階モデル確認書」，

「情報共有システムを活用した情報連携」は，下表の検

討を手戻りなく進めるために必要に応じて実施する項目

となっている． 

 
表-3  業務におけるBIM/CIM活用項目（令和3年3月） 

a)  設計選択肢の調査 

b) リスクに関するシミュレーション（地質，騒音，浸水等） 

c)  対外説明（関係者協議，住民説明，広報等） 

d)  概算工事費の算出 

e)  4Dモデル（3次元モデルに時間情報を付与したモデル）に 

よる施工計画等の確認 

f)  複数業務・工事を統合した工程把握及び情報共有 

g)  その他（業務特性に応じた項目を設定） 

 
 

3.  ポートアイランド地区第四高架橋の特徴 

 

(1)  橋梁概要・架橋地の条件 

 ポートアイランド地区第四高架橋は，ポートアイラン

ド島内に位置する橋長L＝419.0mの連続高架橋である

（図-2）．本橋は，臨港道路,中公園北交差点，神戸大

橋オンランプやポートライナー等が入り組む狭隘部に計

画される．従って，施工ヤードの確保や臨港道路，ポー

トライナー，神戸大橋オンランプ等の交差物件上の架設

条件が厳しく，特に，ポートライナー上の架設は，き電

停止時間帯における夜間施工が必要である．また，周辺

は企業地の他，居住区や大学施設があり，施工時の周辺

通行車両や歩行者の安全性の確保が求められる． 

 

(2) 上部構造の特徴 

 前述した条件から，上部構造は最大支間130mの連続鋼

床版箱桁橋を採用している．架設方法は，トラッククレ

ーンベント架設工法を基本とするが，交差物件が輻輳し，

桁下のベント設置空間が限定されるPM-20～PM-21径間は，

横取り架設を採用している（図-3）．桁下の交通に配慮

したベント・横取り架設設備の配置には，架設ステップ

等による精度の高い計画を要する． 

 
図-3  本橋の施工・架設順序及び工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2  ポートアイランド地区第四高架橋 概要図 
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(3)  下部構造の特徴 

 前述した狭隘な桁下条件から，本橋の橋脚（PM-19～

PM-22）は鋼製橋脚を採用している．鋼製橋脚は，内部

の部材が煩雑で，維持管理空間や部材の干渉に留意が必

要である．さらに，桁下の基礎配置条件が特に厳しい

PM-19ではニューマチックケーソン基礎を採用しており，

鋼製橋脚と基礎との接合部は部材干渉が生じやすい． 

 

 

 

図-4  PM-19橋脚概要図 

 

 

4.  BIM/CIM活用の着眼点・モデル仕様・活用項目の選定 

 

 前述の架橋地の特徴と基礎資料，BIM/CIM活用ガイド

ライン・BIM/CIM実施要領を踏まえ，「フロントローデ

ィング」と「コンカレントエンジニアリング」の観点か

ら，BIM/CIMモデルの仕様の決定，リクワイアメントに

応じた活用項目の選定を行った． 

 

(1)  BIM/CIMモデルの仕様 

 作成したBIM/CIMモデルの種類と構造物モデルの詳細

度を下表に示す． 

 
表-4  本橋の詳細設計で作成したモデルと詳細度 

CIMモデル名 作成 詳細度 備考 

線形モデル ○ －  

地形モデル － － 過年度の測量成果モデル

を使用 

地質・土質モデル － － 当該地区の地質調査成果

のモデルなし 

構造物モデル 

（上部工） 

○ 300 ～ 400 局所的に400 

構造物モデル 

（下部・基礎工） 

○ 300 ～ 400 局所的に400 

構造物モデル 

（付属物） 

○ 300 ～ 400 局所的に400 

 

(2)  BIM/CIM活用項目の選定 

a) 情報共有システムを活用した関係者間における情報

連携 

 設計段階において，建設生産プロセス全体を見据えた

関係者間での現場条件の再確認等に活用するため，情報

共有システムの「3次元データ等表示機能」を活用し，

関係者間による情報連携を図った． 

b) 後工程における活用を前提とする属性情報の付与 

 工事工程における数量算出の効率化に資することを目

的として，設計成果における部材寸法，材質等の属性情

報を3次元モデルに付与することとした． 

c) BIM/CIMモデルを活用した効率的な照査 

 本橋の詳細設計において3次元モデルの活用により効

率的かつ確実な照査が期待できる項目を抽出し，3次元

モデルによる照査を実施することとした． 

d) 施工段階におけるBIM/CIMモデルによる効率的な活用

方策の検討 

 複雑な施工条件に対し，確実性の高い施工計画を立案

することを目的として，施工ヤードや資機材の配置を反

映したBIM/CIMモデルを作成し，施工ステップにより施

工時の周辺既存構造物や交通への影響の可視化を図った． 

e) 合意形成の円滑化に必要なBIM/CIMモデルの作成 

 関係機関協議において，本橋の複雑な施工計画につい

て早期の合意形成を図るため，関係機関協議での利用を

想定した3次元統合モデルを作成することとした． 

 

5.  BIM/CIM活用の効果と今後の課題 
 

(1)  情報共有システムを活用した関係者間における情報

連携 

 情報共有システムにより，各段階のBIM/CIMモデルを

活用した資料等を迅速に共有し，情報共有・連携を円滑

に行うことができた． 

 一方で，システム上でモデルを閲覧可能な3次元モデ

ルビューワーは使用可能なファイル形式が限られるため

CIMモデルを活用した資料等のPDFの他，2次元データの

やり取りに留まった．また，3DPDFに出力することで3次

元モデルデータのファイル形式によらず3次元モデルの

確認が可能であるが，データ容量が大きく，システム上

では動かせないことが多いため，結果としてダウンロー

ドしなければ中身を確認できないのが実情である．今後，

フォーマットの平準化，3次元モデルデータの軽量化が

望まれる． 

 

(2)  後工程における活用を前提とする属性情報の付与 

 BIM/CIMガイドラインの記載項目を参考として，当該

分野において必要な属性情報を，対象ごとに「工程」

「属性種別」「属性名称」「申し送り事項」「付与時の

用途」「最終更新日時」等を付与属性項目一覧表として

とりまとめた上で，CIMモデルに付与した．属性情報の

付与対象は，上部構造（鋼橋）及び下部構造（鋼製橋脚）

とし，CIMモデルとリンクする別ファイルに付与する外

部参照方式とした． 

 鋼部材の属性付与により，各部材の情報をモデルをク

リックすることにより簡便に参照することができ，数量

算出の効率化に一定程度寄与したと考えられる． 

DL=0.0

雨水φ500

雨水φ450上水φ200

汚水φ250
NTT

神戸大橋東オンランプ（既設）

支持地盤

PM-19正面図 
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 ただし，設計計算結果から自動算出により付与できる

情報は限られており，かつ，属性情報の外部参照等のリ

ンク設定は手動で実施するため，詳細設計成果における

付属物等も含めたすべての部材に属性情報を付与するに

は至っていないのが実情である．今後，設計成果からモ

デル化，属性情報付与までの自動化が可能な構造物を拡

大していくことが望まれる． 

 
表-5  付与属性項目一覧（上部構造：鋼構造物抜粋） 

工程 
属性

種別 
属性名称 付与時の用途 最終更新日時 

必

須 

選

択 

設 

計 

時 

部材

情報 

ID 属性管理 2021/03/24 ○  

構造物名称 属性管理 2021/03/24 ○  

部材名称 属性管理 2021/03/24 ○  

材質    ○ 

部材形状    ○ 

部材寸法    ○ 

 

(3)  BIM/CIMモデルを活用した効率的な照査 

 本橋では，3次元モデルの活用により効率的かつ確実

な照査が期待できる項目として，下表の3項を抽出し，

照査を行った． 

 
表-6  本橋における照査項目・確認事項一覧 

項目 照査内容 

a) 近接する既設構造物との 

離隔状況のチェック 

近接する神戸大橋西ランプ線の建

築限界との離隔状況の照査 

b) 基礎接合部の干渉チェック ケーソン基礎の配筋とアンカーフ

レームとの干渉について照査 

c) 鋼製橋脚内の維持管理動線及び 

部材干渉のチェック 

上部工検査路から下部工への導

線，箱桁内の導線を照査 

 

a) 近接する既設構造物との離隔状況のチェック 

 PM-19橋脚に対しては，近接する神戸大橋東オンラン

プの建築限界をモデル化し，橋脚との離隔を確認した．

同様に，PM-21に対しては，神戸大橋西オンランプの建

築限界との位置関係を確認し，橋脚との干渉がないこと

を確認した． 

既設構造をモデル化することで，離隔状況が視覚化さ

れるとともに，システム上で干渉範囲のチェックが可能

となり離隔条件設定における効率化が期待できる． 

ただし，既設構造物のモデル化にあたっては，既設構

造物の平面，側面の形状・位置情報が明らかであること

が前提である．竣工図等の図面が十分にない構造物に対

しては，調査段階で3次元測量を実施することで，設計

段階において精度の高いチェックが可能となる． 

 

 

図-5  橋脚と神戸大橋東西オンランプ橋との離隔状況 

 

b) 基礎接合部の干渉チェック 

 PM-19橋脚を対象に，橋脚アンカーフレームとニュー

マチックケーソン基礎頂版部の配筋構造について，干渉

の有無をチェックした．干渉チェックの概要を下図に示

す．干渉チェックの結果，アンカーフレームのボルト部

とケーソン頂版の配筋の干渉が確認されたため，設計に

反映し，頂版の配筋を変更した．配筋変更後，再度干渉

チェックを実施し，いずれの部材にも干渉がないことを

確認した． 

 3次元モデルのシステムを用いた自動チェックにより，

複雑な接合部における部材干渉を効率的に確認し，設計

に反映することができた． 

 

 

図-6  PM-19橋脚干渉チェック結果 
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c) 鋼製橋脚の維持管理動線及び部材干渉の確認 

 PM-19橋脚のCIMモデル（詳細度400）により，鋼製橋

脚内部の維持管理動線を確認し，維持管理に必要なマン

ホール等と脚内部材との干渉についてチェックした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7  鋼製橋脚内の状況と維持管理ルート概要 

 

上記の維持管理ルートを踏まえた鋼製橋脚内部の干渉

チェック結果を下図に示す．橋脚内部に部材干渉はなく，

移動の際にはかがむ等の配慮を要するものの，移動困難

となる極端に狭隘な箇所はないことが確認できた． 

鋼製橋脚のような複雑な部材構成の維持管理計画にあ

たっては，3次元モデルを用いた照査により，効率的な

計画が可能となる． 

 

 

図-8  鋼製橋脚内部の部材干渉チェック結果 

 

 

図-9  鋼製橋脚内部の狭隘部照査結果 

 

構造物内の部材同士の干渉はシステムによる自動化が

進められており，効率化に寄与している．一方で，維持

管理空間におけるルート確認等照査はモデル空間での人

物モデルの設置や手動での寸法チェックによるところが

大きく，自動判定等を利用したさらなる省力化が望まれ

る．また，3次元モデルを活用した効率的な点検順序の

提案等，維持管理段階での具体的な活用を見据えた検討

も，今後望まれる． 

 

(4)  施工段階におけるBIM/CIMによる効果的な活用方策の

検討 

 施工ステップの各段階をモデル化し，全体工程を可視

化することで「施工方法および工程等の実現性」につい

て確認した．なお，施工ステップの作成にあたっては，

本体構造物と仮設構造物や支障物との干渉や搬入出路の

確保，資機材等の搬入出等の計画について考慮した．さ

らに，現場条件等により施工計画に変更が生じた場合を

想定して，現場での判断が必要な箇所について申し送り

事項を付与する等の配慮をするとともに，修正可能な

CIMモデルを構築した．（図-10） 

 フロー毎の3次元モデルの作成により，仮設構造物の

配置による既設構造物の干渉状況や現道交通への影響が

可視化され，精度の高い施工計画の立案に寄与するとと

もに，受発注者間の課題共有・関係機関協議における合

意形成の迅速化を実現できた． 

点検用マンホール 
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図-10  フロー図と3Dモデルを併用した上部工架設ステップ 

 

 今後，設計段階で作成した施工ステップを工事段階で

効果的に活用するには，モデルの分割単位等，施工段階

での要求事項を考慮した事前のモデル設定等を考慮して

いくことも必要である． 

 

(5)  合意形成の円滑化に必要なCIMモデルの作成 

関係機関協議での合意形成に資するため，地形，構造

等を統合した全体モデルを作成した． 

 

図-11  周辺既設構造物を含めた全体モデル 

 

さらに，近接する既設構造物の形状をモデルに反映し，

近接程度の視覚化を行った．また，ポートライナー利用

者からの施工状況の見え方を確認することで，近接施工

時のポートライナー利用者に与える圧迫感等の印象を検

証し，関係機関協議での協議に活用することで，課題共

有の迅速化，合意形成に寄与した． 

 

 

図-12  ポートライナー下り線からの視点（PM-20橋脚架設時） 

 

6.  おわりに 

 

 諸外国に比較して生産性が低いといわれる我が国の建

設業において，人口減少や高齢化が進む中にあっても生

産性向上を推し進めるため，データやデジタル技術を活

用したサービス・働き方の変革（DX：デジタルトランス

フォーメーション）が求められている．中でも，生産プ

ロセス向上の大きな役割を担うことを期待されている

「BIM/CIM」は，建築分野では様々な活用が進んでいる

ものの，土木分野では未だ過渡期にある． 

 本稿では，大阪湾岸道路西伸部事業におけるBIM/CIM

活用の事例として，ポートアイランド地区第四高架橋の

詳細設計段階における活用結果及び現状の課題について

述べたが，一般的な橋梁詳細設計業務において共通する

事項も多いと考える． 

大阪湾岸道路西伸部事業においては，先行する六甲ア

イランド地区の基礎工事等において，設計段階で作成し

たBIM/CIMモデルを引継ぎ，活用し始めているが，後工

程（施工，維持管理，更新）で積極的に活用することも

視野に入れ，業務発注前にリクワイアメントを適切に選

定していくことが望まれる． 

事業推進者，設計実務者がともに求められる効果や課

題を共有し，新時代に求められるシステムを構築するこ

とで，BIM/CIMを活用した建設生産・管理システム全体

の効率化が図られることに期待する． 

 

参考文献 

1) 国土交通省：CIM導入ガイドライン（案）令和2年3月 

2) 国土交通省：BIM/CIM活用ガイドライン（案）令和2年3月 

3) 国土交通省：BIM/CIM活用業務実施要領（令和2年3月） 

4) 国土交通省：BIM/CIM活用業務実施要領（令和3年3月） 
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琵琶湖の鴨川河口における 

湖岸保全対策について

森 亮希1・中西 宣敬2 

1長浜土木事務所 河川砂防課 
2高島土木事務所 河川砂防課 

 旧高島町域の一級河川鴨川河口部に位置する横江浜・近江白浜では，近年の上流域からの供

給土砂低減により，侵食が進行している．当該地区の保全対策は，良好な湖岸環境と観光振興、

景観形成等が密接に関係しており，事業推進にあたっては，現在，地元関係者の意見を聞きな

がら対策を進めている状況である．本稿では整備後の砂浜の変化を踏まえた保全対策の計画方

針の策定について報告する．

キーワード 湖岸侵食，供給土砂量，総合土砂管理，汀線，突堤，緩傾斜護岸

1. はじめに 

琵琶湖では流入河川の治水対策の一環として河道掘削

や新放水路の開削が各地で行われてきた．この結果，河

川改修の行われた河川では琵琶湖への流入土砂が激減し，

河口からの土砂流入を前提として形成されてきた湖浜で

著しい侵食が起きている．琵琶湖中央部，鴨川河口にお

いても侵食が進んできており，隣接の横江浜地区，近江

白浜地区（図‐1）での湖浜復元が課題となっている．当

該地区の保全対策は，良好な湖岸環境と観光振興，景観

形成等が密接に関係しており，事業の推進にあたっては，

現在，地元関係者の意見を聞きながら対策を進めている

状況である．本論文では，当該地区の湖岸保全対策を行

うべく，事業実施に至る経緯から具体的な保全対策の内

容について報告する． 

図‐1 横江浜地区，近江白浜地区の位置 

2. 調査対象地区の変遷

2-1 湖岸形状の変遷 
横江浜地区，近江白浜地区における昭和36年から平成

25年までの汀線変化の状況を図-2に示す．これは，昭和

36年から平成6年までの33年間と，平成6年から平成25年
までの19年間の汀線の前進後退を航空写真から整理した

ものである． 
横江浜地区については，昭和36年時は鴨川河口から堀

川水門付近まで連続した砂浜が形成されている．ただ，

平成6年になると，土砂供給量の減少による汀線の著し

い後退が始まった．平成25年では，平成6年当時と比べ

て，横江浜北側の砂浜が消失していることが確認できる． 
近江白浜地区については，昭和36年の段階では緩やか

に湾曲した砂浜であった．平成6年には近江白浜の大部

分で汀線が前進し，とくにえり本川河口左岸付近では大

きく汀線の前進が起きた．これと対照的に，鯰川河口右

岸では後退していた汀線が河口左岸では前進傾向へと変

化することから，近江白浜は両側からの沿岸漂砂が集ま

る区域であることがわかる．平成25年には鴨川河口方面

から始まった侵食が明川にまで到達して汀線後退が始ま

った． 

2-2 鴨川河川改修事業の経緯 
 鴨川においては，昭和48年から中小河川改修事業に

着手している．また，平成25年台風18号の影響により堤

防が決壊するなど甚大な被害を受けて，災害復旧事業に

より大規模な河川改修が行われた．近年においては，維

持管理事業として，平成27年～平成30年にかけて浚渫工

事を実施し，約4年間で62,300m3の土砂を撤去している．

横江浜地区

近江白浜地区

湖西圏域南部

一級河川 鴨川 
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図‐2 横江浜地区・近江白浜地区の変遷 

 

3. 保全対策計画の内容 

 前節より横江浜地区・近江白浜地区においては，湖

岸保全施設がない箇所で浜欠け等の湖浜侵食が発生し

ている．そのため当該地区の対策として，これ以上の

侵食を抑制するための保全施設計画と，土砂供給を再

生するための計画について検討した． 
 
3-1 侵食の抑制について 

a) 外力条件の整理 
 保全対策の設計に先立ち，琵琶湖での計画水位およ

び風速の設定を行う．当該地区においては，季節風な

どに比べ台風時の波による影響を受けやすいため，計

算水位はB.S.L.+0.50m，風速20m/sとして計算を行う． 

次に，対象地区周辺の移動条件を整理した．まず，

対象地区の16方位別フェッチにより対象湖岸へ影響す

る風向を計算し，設計波浪（波高・周期・波長）の算

定を行う（図-3）．さらに，対象地区での漂砂の移動

特性を把握するために，過去10年間の風向（波高）別

の沖波エネルギーの算定を行う（図-4）．漂砂エネル

ギー値が正の場合は琵琶湖に向かって左方向，負の場

合は琵琶湖に向かって右方向へ移動している． 
横江浜地区では、沿岸方向エネルギーが676.0（kg・

m/day/m/年）となり，台風時に琵琶湖に向かって右方向

へ向かう漂砂もやや見られるが，年間を通じて，琵琶

湖に向かって左方向へ向かう漂砂が卓越している．特

に台風時に左方向の漂砂エネルギーが大きく，年間で

左方向へ向かう漂砂となっている．近江白浜地区では，

沿岸方向エネルギーが-468.9（kg・m/day/m/年）となり，

冬季に琵琶湖に向かって左方向へ向かう漂砂もやや見

られるが，春から秋にかけて，琵琶湖に向かって右方

向へ向かう漂砂が卓越している．特に台風時に右方向

の漂砂エネルギーが突出しており，年間で右方向へ向

かう漂砂となっている．上記の外力条件から，保全施

設の配置計画および構造を検討する． 
 
b) 横江浜地区の計画概要 

 横江浜地区の計画概要について，図-5に示す．侵食が

顕著な区間を中心に，保全対策（護岸，突堤，養浜等）

を検討・実施した．図-5のA区間およびC区間について

は侵食傾向が顕著であるため，矢板捨石突堤を設置し，

湖岸の侵食を防止するとともに，養浜により砂浜を再

生する．B区間の南側については，湖底の地形が急峻で

砂浜の形成（堆積）が期待できないため，緩傾斜護岸

を設置し，侵食を防止する． 
 
 

鴨川 

鯰川 
明川 えり本川 

近江白浜（昭和48年） 

近江白浜（平成6年） 

明川 

鴨川 

鯰川 
えり本川 

鴨川 

鯰川 

 ：S48  ：H6  ：H15 

明川 えり本川 

近江白浜（平成15年） 

鴨川 

青井川 
堀川水門 

横江浜（昭和48年） 

堀川水門 

鴨川 

青井川 

横江浜（平成6年） 
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図‐3 横江浜地区・近江白浜地区におけるフェッチ設定図 

図‐4 横江浜地区・近江白浜地区における月別の変化状況 
 

c) 近江白浜地区の計画概要 

 近江白浜地区の計画概要について，図-6に示す．当該

地区はこれまでにも保全対策が行われ，一定の効果が

みられるものの，特に鴨川河口右岸付近（A区間）が侵

食傾向にある。その区間については，砂浜の保全を図

るために複数の突堤を設置する．侵食により汀線が後

退しているB区間は，砂浜をより広く保全するために，

明川河口に導流提，中央にL型突堤を設置し，養浜によ

り砂浜の再生を行う．また，近江白浜地区については，

本施工に先立ち，突堤工や護岸工による対策効果を把

握するため試験施工方法を検討した．試験施工に用い

る突堤構造としては，耐久性および経済性の観点から

袋詰玉石による構造とした．試験施工による汀線変化

や土砂の堆積状況をモニタリングし，本施工の突堤配

置計画に反映させる． 
 

d) 周辺環境への配慮事項 

 横江浜地区の湖岸および湖面は，琵琶湖国定公園の

第2種特別地域に位置付けられており，園地等の湖岸整

備が行われている．また，全区間に渡り，砂丘性植物

であるハマヒルガオや，A区間には重要種であるタチス

ズシロソウ（環境省レッドリスト2017「絶滅危惧種ⅠB

類（EN）」，滋賀県レットデータブック2015「その他重

要種」）の生息が確認されている．そのため，検討・

実施段階でこれらに配慮した整備が求められた． 

近江白浜地区の背後地は，キャンプ場やマリンスポ

ーツの拠点として整備が進められている．そのため，

保全対策計画の作成にあたっては，湖西圏域南部地域

湖岸保全整備地域協議会を立ち上げ，高島市・地元

区・観光業関係者・周辺漁業組合などと連携し進めて

いる． 
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図-5 横江浜地区の計画概要 

 
図-6 近江白浜地区の計画概要 

 

 
3-2 土砂供給の再生について 
鴨川については，前節より河川改修や河道掘削に伴

い川幅が広がって清掃力が減少したため，土砂供給量

の減少が確認されている．そのため，土砂動態に関わ

る課題を解決するため，流域の源頭部から湖岸までの

一貫した土砂の移動範囲を捉え，総合的な土砂管理を

行うことは，それによる湖岸侵食を防止する意味でも

必要不可欠である． 

瀧ら1)は，山地から河川、湖岸域（流砂系から漂砂

系）に至るまでの一連の土砂移動を追跡できる数値解

析モデルを構築し、各要因が湖岸形状に与える影響を

定量的に評価した．それによると，野洲川河口を例

に，およそ4,600m3/年のときに岸沖方向の土砂変動量の

収支が±0m3/s（動的平衡状態）になると予測されてい

る． 

近江白浜地区においては，平成30年に鴨川からの浚

渫土約10,000m3を置き土することにより，付近の土砂供

給を増やす取り組み行っている．保全対策施設と組み

合わせることにより，さらなる汀線の前進が期待され

る． 

 

 

4.  保全対策による汀線変化 

4-1 横江浜地区 
横江浜地区においては、平成30年度～令和元年度に

かけてA～B区間の保全対策整備を実施した．写真‐1は，

平成28年と令和元年に撮影したA区間の航空写真の比較

である．これより，1～3号突堤付近にはある程度砂浜

が形成されており，汀線の前進が確認できる．また，B
区間については，緩傾斜護岸および突堤の整備が完了

しており，一定砂浜が形成されていることが確認でき

る． 
 
4-2 近江白浜地区 

近江白浜地区については，現在試験施工として袋詰

玉石の突堤が3基整備されている（写真‐2）．試験突堤

の設置により，鴨川河口からの漂砂の堆積が見られ，

侵食傾向が顕著であった河口部左岸の湖浜は安定して

いる．これより，今回の試験施工により一定の効果が

確認された．ただ、明川河口部で、試験突堤により一

定の効果は確認されるが、満砂状態であり、試験突堤

の高さが不足が確認された． 
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写真-1 横江浜地区における汀線変化 

 

写真-2 近江白浜地区における試験突堤の実施状況 

 

今後，突堤必要高に関する試験施工として，現試験

突堤の嵩上げを実施し，突堤諸元の確認を行う必要が

ある．また，試験突堤①よりも鴨川河口側については，

さらに湾曲が大きく，汀線の角度変化も顕著となるた

め，これらの区間の安定化に向けた試験も行い，突堤

群による効果を見極めていくことも重要である． 

また，土砂供給に関しては，写真-3に示す通り，鴨

川全体の土砂移動を把握できていなかったために，令

和2年の時点では大半が流出している．しかし，置き土

により試験突堤への一定の効果は確認できた．今後の

課題として，総合土砂管理に向けて河口部付近に沿岸

漂砂として浚渫土などを バイパスすることができれば，

保全施設と合わせて更なる侵食防止になると考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 近江白浜地区での置き土による汀線汀線変化

（鴨川河口から西側を望む）
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5. おわりに 

今回、鴨川河口部における横江浜地区・近江白浜地

区について，湖岸形状の変遷から具体的な保全対策の

検討方法、および保全施設を設置したことによる効果

を検討した．今回は短い期間かつ航空写真による汀線

変化の比較を行ったが，今後定期的な測量調査等によ

る定量的な汀線変化の把握も重要になってくる．また，

湖岸保全施設だけではなく、流域全体として漂砂系か

ら流砂系の土砂動態を管理していくことが必要である．

引き続き保全施設による変化をモニタリングしながら，

効果の持続性について考察していきたい． 
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国道４７７号琵琶湖大橋東詰交差点における

渋滞対策について

川口 直哉1・奥山 善之2 

1滋賀県道路公社 道路部 道路整備課 （〒520-0807滋賀県大津市松本1-2-1） 

2滋賀県甲賀土木事務所 （〒528-0005滋賀県甲賀市水口町水口6200）. 

滋賀県道路公社管理区間の中で，特に，朝のラッシュ時間帯の渋滞が顕著な琵琶湖大橋東詰

（守山行き方面）において，2018年度にETC導入や東詰交差点改良を実施した．事業の実施後，

継続的に交通状況を調査し，事業効果を検証したところ，一定の効果は認められるものの，信

号現示の最適化により，さらなる渋滞緩和が見込める可能性があったことから，滋賀県警察本

部との協働により，追加対策を実施することとした．本稿では，各時点における交通状況の変

化や課題，各対策の効果について整理するとともに，県警本部と協働することとになった背景

について紹介する．

キーワード 渋滞対策，ETC，交差点改良，信号制御

1. はじめに 

琵琶湖大橋有料道路は，滋賀県の湖東地域と湖西地域

を連絡し，県勢の均衡のとれた発展と琵琶湖の観光開発

を図るために建設され，1964年9月の供用開始以来，産

業経済・文化の発展はもとより，琵琶湖の観光施設とし

て重要な役割を果たす幹線道路となっている．現在，国

道や周辺道路の整備に伴い交通量が増加し，一部の区間

においては慢性的な交通混雑が発生している． 
当公社では，西は大津市真野普門二丁目から，東は栗

東市林までの全長15.4kmを管理しており（図-1），最も

交通量の多い琵琶湖大橋西詰交差点から東詰交差点間は，

日交通量 33,579 台1)となっている．特に，上り線（東行

き）においては平日朝のラッシュ時間帯が混雑のピーク

となっており，最も多い7時台では，上り線の時間交通

量が2,048台/h1)となっている．従前より，琵琶湖大橋東

詰交差点を先頭に，渋滞が発生し，ピークの時には琵琶

湖大橋を越え，大津市本堅田地先まで車が連なる状況で

あり，この渋滞解消が課題の一つであった． 
平地部の道路と違い，代替性が乏しいことから，利用

者の多くは，渋滞を覚悟してでも通らざるを得ない状況

にある．このため，定時性の確保が難しく，大きな時間

的損失を与えていると想定される． 
これらの状況を鑑み，琵琶湖大橋の利用環境の改善を

図るため，当公社では、「ETCの導入および琵琶湖大橋

東詰交差点の改良」（以下，ETC導入）に取り組み，

2019年2月より運用が始まっている． ETC導入後に混雑

が緩和したような実感はあるものの，対外的に説明して

いくにあたり，客観的根拠に基づく効果の検証を行う必

要があった． 
そこで，当公社では，既存資料を活用し，ETC導入に

よる利用環境改善の効果を示すため，検討を行うことと

した． 

図-1 管理区間および事業概要 

2. ETC導入による効果検証 

まず，具体的な検証方法について説明する． 
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 琵琶湖大橋西詰，東詰付近には当公社が管理する道路

管理用カメラがあり，ETC導入前である2018年6月時点

に録画された映像を活用し，効果の検証を行った． 
混雑のピークであるラッシュ時間帯（午前7時から午

前9時）において、西詰から東詰までの上り線（守山方

面向き）の一定区間（約1.9km）を通過する時間を計測

し，ETC導入前後で比較する． 
 平日朝のラッシュ時間帯（午前7時から午前9時）を対

象とし，約10分間隔で通過する任意の車両に注目して計

測した．  
各時間帯毎の通過時間の実績について図-2，各時間帯

の平均通過時間の変化を図-3のとおり整理した．全体の

傾向として，ラッシュ時間帯の中でも特に午前7時30分
から午前8時30分における通過時間が長く，特に混雑し

ている．導入前後の比較では，全時間帯において導入後

の方が通過時間が短くなっていることがわかる．午前7
時から午前9時の平均通過時間についても，導入前は8分
23秒に対して，導入後は4分58秒となっており，3分25秒
短縮されていることがわかった．時速換算すると導入前

の13.6km/hから，導入後は23.0km/hとなり，平均で10km/h
近い改善が見られたことになる． 
これによる走行時間短縮便益2)を計算すると，少なく

とも約1.7億円/年の経済的効果があったことになる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 各時間帯毎の通過時間の比較(ETC導入前後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 平均通過時間の変化(ETC導入前後） 
 
また、平常時間帯における通過時間が，およそ3分程

度であることから，3分以上を混雑状態，3分未満を非混

雑状態と考えると，導入後は導入前に比べ，ラッシュ時

間帯における混雑状態が約20分間短くなっていることが

わかった． 
調査対象時間中の交通量は導入前が3,473台/2h，導入

後が3,470台/2hとなっており，交通量はほぼ変わらない

ことから，ETC導入により、利用環境の改善が図られた

ものと考えられる． 
写真-1,2はETC導入前後で同一時期、同一時間におけ

る西詰付近の映像である． 
最も渋滞長が長くなる午前８時時点で，渋滞の先頭

（東詰交差点付近）から約1.9km離れた地点であるが，

導入後においては，この地点での渋滞は確認されておら

ず，渋滞長が短くなっていることがわかる． 
これらの調査結果を基に、ETC導入による混雑緩和効

果を対外的に示すことが出来た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-1 西詰道路状況（ETC導入前2018.6.12 AM8:00） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2 西詰道路状況（ETC導入後2019.6.18 AM8:00） 
 

3.  ETC導入後における渋滞原因について 

ETC導入および交差点改良の効果により，以前より渋

滞が緩和されたものの，混雑のピーク時には，依然とし

て料金所を超える長い渋滞が発生している状況であっ

た．そこで，当公社では，渋滞の原因について詳細に調

査し，改善に向けた対策の可能性があるか検討を行っ

た． 
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琵琶湖大橋方面から東詰交差点に進入してくる車両に

対しては，直左1車線，直進1車線，右折2車線の計4車線

構成となっている。栗東方面への直進は，2車線構成に

なっているが，交差点通過後に1車線に絞られているこ

とから，最も左側の直左車線は，実質的に左折専用に近

い状態となっている（図-4）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 東詰交差点形状 
 
従前より琵琶湖大橋上で見られる慢性的な渋滞は，主

にこの東詰交差点での渋滞発生によるものが原因である．

いずれかの車線が混み始め，交差点から400ｍ西側にあ

る琵琶湖大橋料金所を超えると2車線に縮小されるため

に，行き先に関係なく渋滞に巻き込まれ，さらに渋滞を

長くしてしまっている状況にあった．ETCの導入により，

従前の人手による料金徴収よりも処理能力は向上してい

るが，渋滞が料金所まで繋がるとETCの能力も発揮でき

ない． 
導入前，導入後における東詰交差点の各時間帯におけ

る混雑車線について確認したところ，表-1のとおりであ

った． 
導入前については，ラッシュ時間帯は全車線において、

ほぼ継続的に混雑が続いている状況であることがわかる． 
特に右折車線での混雑は顕著であった．(写真-3） 
導入後については，混雑状態こそ残っているが，その

ほとんどが直進，左折車線であることがわかる． 
導入前は混雑していた右折車線については，交差点改

良により1車線増加したことから，処理能力が向上し，

導入後においてはラッシュ時間帯でも混雑している場面

がなく，青時間に余裕がある状況となっていた． 
このため，右折矢印にある余裕を，混雑している車線

の交通処理に回すことができれば，最適な交差点処理を

行うことができると考えられたことから，滋賀県警察本

部と協議調整を行い，信号現示の変更による更なる利用

環境の改善を検討することとなった． 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

表-1 ETC導入前後における混雑車線の比較 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
写真-3 東詰右折混雑状況(ETC導入前2018.6.12 AM8:00） 

 

4.  信号現示の調整による交差点処理の最適化 

当該道路の東詰交差点における信号制御は，青信号終

了後に右折矢印が点灯する方法で処理されており，主道

路（国道477号）と従道路（県道近江八幡大津線）の交

通量等をセンサーが感知し，青時間比率を変動させるモ

デラート制御が採用されている． 
主道路における信号現示の詳細としては，青信号が約

38%，右折矢印が約23%の割合で設定されている状況で

あった．従道路側においても同様に混雑時間帯であり、

既に余裕の無い状態であることから，今回の調整作業で

は主道路側における青信号（全車線進行可能）と右折矢

印（右折のみ進行可能）の比率に限定し，調整を行うこ

とになった． 
前述したように東詰交差点の右折車線については，余

裕がある時間帯が多いことから，右折矢印の割合を減ら

し，その分を青信号の時間に振り替える．これにより，

1サイクルにおける直進，左折の車両をこれまでより多

至 大津 

（琵琶湖大橋） 

 

導入前(2018.6) 導入後(2019.9)

7:00 全車線 無
7:10 全車線 直進、直左
7:20 全車線 直左
7:30 全車線 直進、直左
7:40 全車線 直進、直左
7:50 全車線 直進、直左
8:00 右折 直進、直左
8:10 全車線 直進、直左
8:20 全車線 直進、直左
8:30 全車線 無
8:40 全車線 無
8:50 直進、直左 無
9:00 無 無

時間帯

混雑車線

至 栗東 

至 草津 

至 近江八幡 
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く処理することができるようになり，全体の渋滞緩和に

効果的と考えられた． 
信号現示を調整する時間帯については，混雑が発生し

始める前の午前6時40分から始めるものとし，混雑が概

ね収束する午前8時20分までの間を対象とすることとな

った．県警本部により，平日のピーク時の道路状況を公

社所管の監視カメラ等で確認しつつ，右折車線に渋滞が

生じない範囲で，繰り返し調整を行った． 
その結果，午前6時40分から午前7時50分の間は青信号

が約49%，右折矢印が約12%，午前7時50分から午前8時
20分の間は青信号が45%，右折矢印が16%で設定するこ

とで最適な交差点処理ができることがわかった． 
従前の割合と比べると，概ね10% (約15秒程度) 右折矢

印が青信号に振り替わったことになる(図-5)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 信号現示の調整割合 
 
また，2019年1月の東詰交差点改良後，右折処理能力

の向上により，先線である近江八幡大津線（南向き車線）

において湖岸水保町交差点を先頭に渋滞が見られていた

（図-6）．渋滞ピーク時には，東詰交差点まで渋滞が続

き、交差点処理を阻害することもあったが，湖岸水保町

交差点についても主従道路の信号現示の変更により，渋

滞が緩和でき、東詰交差点処理に影響を与えるほどの渋

滞は発生しなくなった。このことにより東詰交差点にお

ける右折処理能力がさらに向上し、琵琶湖大橋全体の渋

滞緩和にも間接的に効果があったと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-6 詳細位置図 

5  信号現示変更後の交通の変化 

 上記のような信号現示の最適化による効果を，令和2
年9月に再度確認を行った．各時間帯の通過時間，平均

通過時間の変化を図-7，図-8に示す． 
ETC導入後と比較しても，平均通過時間はさらに減少

し，3分台となった．時速に換算すると信号現示変更後

は29.6km/hまで改善しており，平均で10km/h近く改善が

見られたことになる． 
信号現示変更による経済的効果として走行時間短縮便

益を計算すると，約0.56億円/年2)にのぼり，ETC導入と

合わせると約2.27億円/年2)にもなり社会的にも大きな影

響があったといえる。 
完全な渋滞解消というわけではないが，さらなる改善

が見られ，料金所まで続く渋滞がほぼ無くなったことに

より，ETCによる処理も最大限活用できる状態になった

といえる． 
最大ピーク時でも6分台となっており，以前よりも定

時性が確保できたことも大きな利点と思われる．逆に，

混雑の緩和により，出発するタイミングを遅くするなど

利用者側の変化もあったと思われ，午前8時30分付近に

従来は見られなかった小ピークが発生している． 
短時間に集中した混雑のピークとなるよりも，ラッシ

ュ時間帯の中でピークが分散したことで，結果的に交差

点処理としては有利に働いていると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 各時間帯毎の通過時間の比較(信号制御前後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 平均通過時間の変化(信号制御前後） 
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6.  おわりに 

道路公社と県警本部の協働により，ハード，ソフトの

両面から効果的な対策を実施し，最小限の投資で最大の

効果を得られたと考えている． 
また，誰にでもわかりやすい客観的指標を用いて事業

効果を提示できたことも大きな意義があったと感じてい

る． 
混雑による利用者のストレスは大幅に軽減されており，

当公社としても東詰の渋滞が大きな課題では無くなった

ところであるが，信号現示変更後において、午前8時30
分以降に新たに発生している混雑のように、利用者側の

変化には今後も注視していく必要がある．  
特に，コロナ禍でテレワークの推進や通勤方法等の変

更など，特異な交通需要となっている可能性もあること

から、継続的に交通監視を行っていくことが重要である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一事的な改善結果に安心せず、道路利用者の声を聞き、

その時代に求められている理想的な交通環境の創出に努

めていくべきと考える．そのためには、道路管理者、交

通管理者が協力して対策を検討していくことが必要不可

欠と考える ． 
 
本論文は滋賀県道路公社と著者2の前任地である、滋

賀県警察本部での成果を取りまとめたものである。 
 
謝辞：これまでETC導入に関して多大なご尽力を頂いた

公社職員，信号制御にご協力いただいた警察本

部職員、本報告をまとめるにあたり，ご教授い

ただきました全ての方々に感謝の意を表します。 
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１） 滋賀県土木交通部道路課：平成27年度道路交通情

勢調査 
２） 国土交通省道路局都市局：費用便益マニュアル 
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低水放流設備副バルブ整備における施工計画検討 

笠原 諭 1 

1 水資源機構 琵琶湖開発総合管理所 機械課（〒520-0243 滋賀県大津市堅田 2-1-10） 

今後予定している低水放流設備副バルブの油圧シリンダ整備において、設備の構造上から主管・分

岐管のどちらかから維持流量を放流しながらの整備は出来ない。日吉ダムには維持放流バルブが無い

ないため、整備中においてもダム直下の維持流量（通年 2m3/s）等を確保しなければならないが、低水

放流設備以外から放流できる設備としては常用洪水吐き設備（以下「コンジット」という）しか無い。 

施工計画等を検討した結果、コンジットの開閉を繰り返し減勢工に貯めての放流となるが、コンジ

ットからの放流時間をなるべく短くする必要がある。 

本論文は、整備を実施するにあたって検討した、施工計画等の内容を発表するものである。 

キーワード 低水放流設備，副バルブ，代替放流，施工計画，維持放流

１．はじめに 

利水補給及び洪水時に使用する低水放流設備として主管

（最大50m3/s）と分岐管（最大5m3/s）があり、主管・分岐

管ともに主バルブの上流にはメンテナンス用として副バル

ブが設置されている。 

呑口である選択取水設備から低水放流設備までの配置関

係は図-1 の通りであり、選択取水設備の下流には制水ゲー

トが配置されている。バルブ室の主管バルブ・分岐管バルブ

の配置状況は写真-1 のようになっている。低水放流設備の

開閉装置は油圧シリンダ式が採用されており、油圧ユニッ

トは主・副バルブで1基となっている。 

 平成10年の管理開始以降、主管・分岐管共に主バルブの

油圧シリンダの分解整備は 15 年経過した平成 25 年に実施

されており、内部のパッキン等の取替を行っているが、副バ

ルブについてはこれまで実施されていない。副バルブは主

バルブのメンテナンス用であり主バルブに比べて使用頻度

が少なく、パッキン等の劣化の進行は遅いが20年以上経過

しており、点検の結果からもシリンダ部の V パッキンから

若干の油にじみも確認されていることから、今後分解整備

が必要な状況となっている。ダムの実運用に直接関わらな

い設備であるが、流水遮断機能を有しており、優先順位は低

いものの健全な状態は保持しておかなくてはならない。 

参考までに機械設備管理指針によるパッキンの標準取替

年数は10年となっている。 

写真-1 バルブ室 主管・分岐管バルブ配置状況 

写真-2 V パッキンからの油にじみ状況 
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図-1 選択取水設備から低水放流設備までの配置状況 

 

2．整備にあたっての課題 

  

副バルブの油圧シリンダを分解整備するにあたり、副バ

ルブを全閉状態にする必要があるが、主管を整備する時に

は分岐管から、分岐管を整備する時は主管から放流するこ

とで特に問題なく整備が出来るものと考えていた。しかし、

詳細に確認すると油圧シリンダのシリンダチューブを取り

外すためには、扉体を全閉状態では無く図-2 のように扉体

の下に40cm程度の仮設架台を設置し、扉体を浮かせなけれ

ば分解が出来ないことが判明した。図-3 に分解手順を簡単

に示すが、シリンダチューブの下にはロッドカバーいう部

材があり、シリンダチューブとロッドカバーはロッドカバ

ー下部の内側からのボルトで接合されている。（外側からの

ボルト接合ではない）しかし、ロッドカバーを引き上げるに

は内部のピストンがロッドカバーに乗っているため、扉体

を40cm程度浮かせ、ピストンとロッドカバーの間に隙間を

作らないと分解出来ない構造になっている。 

仮設架台を設置するためには上流の制水ゲートを全閉に

し、下流側をドライにする必要がある。制水ゲートを全閉に

すると、主管・分岐管からの放流が出来ないことに加え、制

水ゲートの下流から分岐している水力発電からの放流もス

トップとなる。ここで日吉ダム直下の維持流量2m3/sの確保

が大きな課題となり、制水ゲートを閉めている間の維持流

量を低水放流設備以外から確保しなければ副バルブの整備

は出来ないこととなる。 

図-2 副バルブ仮設架台設置 
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図-3 油圧シリンダ分解手順 

 

3．検討内容 

 

3.1維持流量の確保方法 

 維持流量2m3/sをどこから放流するか検討する中で、日吉

ダムにはいわゆる「維持放流バルブ」が設置されていないこ

とからコンジットから放流するしかないが、最小開度 10cm

で約15m3/sとなることから、他に方法が無いか検討した。 

仮設のポンプにより放流することを考えたが、過去の渇

水時において同様に2m3/sを放流する検討資料によると、ポ

ンプ・発電機・架台等含めて約 1 千万円程度コストがかか

ることが判明し、整備内容から考えても現実的ではない。 

次にコンジットを全開にした状態で予備ゲートを 1cm に

する方法を考えた。放流管内の面積はコンジットと同じで

あるため、コンジット 1cm の流量と同じになるが、予備ゲ

ート開操作の条件は水圧バランス状態であることから不可

能である。また、元々予備ゲートは流量調整可能な設計では

なく、振動等の問題があり確実性が無い。 

他にはコンジットの充水バルブで補えないかと流量を確

認したが、１門当たり約0.2m3/sであり、全く足りないため

不可能であった。 

最終的にはコンジットから放流するしか方法が無いが、

15m3/sでは多すぎるため、流量を調節できないか検討した。

減勢工副ダム下部に直径1mの放流口が3カ所あるが、2カ

所を塞ぎ残りの 1 カ所の面積を半分にすれば満水にしても

約 5m3/s 程度となり、満水状態から約 3 時間放流できるこ

とが出来る計算になった。 

なお、このコンジットからの放流は、細則第10条1項1

号に基づく整備のための放流であるため、下流の巡視や警

報の必要は無い。

図-4 維持流量確保の検討 

 

3.2整備範囲と作業手順 

 油圧シリンダ分解整備にあたって、シリンダ部の V パッ

キンからの油にじみが確認されているため取替えるが、ロ

ッドカバーの下部にあるボンネットカバー部の水密パッキ

ンを取替えることになると主管・分岐管合わせて約 3 週間

程度制水ゲートを閉める必要がある。また、水密パッキンか

らの漏水は無いことからロッドカバーとシリンダチューブ

の必要最小限の分解までとし、整備内容としては V パッキ

ンとピストンパッキンの取替とする。その他、扉体までを抜

き出して新規に制水蓋を製作し閉じてしまえば工場で詳細
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な点検も出来るが、副バルブの使用頻度とダム運用に支障

の無いメンテナンス用のバルブであること、次の制水蓋の

使用頻度は20数年後になることから不採用とした。 

制水ゲートを閉めている時間を短くするために作業手順

を検討した。主管副バルブから作業する場合の手順として、

制水ゲートを閉めてドライにし、副バルブ扉体下部に仮設

架台を設置し扉体を乗せる。この後シリンダ内の作動油を

抜き取り分解していくが、この仮設架台に扉体を乗せた段

階で制水ゲートから副バルブまでを充水すれば分岐管から

の放流が可能である。水密パッキンは取替えないことから

漏水の問題もなく、作業は可能である。また、制水ゲートの

全閉操作にあたって揚程が長いため時間がかかるが、事前

に呑口上部まで下げておけば、全閉にしてから分岐管での

放流に切り替えるまでは 8 時間以内で作業可能と判断でき

る。その後、主管の作業が終わった後、仮設架台を撤去する

ため、再度ドライにする必要があるが同様に 8 時間以内で

可能であるため、主管・分岐管合わせて計4回（4日）のみ

コンジットからの代替放流となる。 

 

4．検討結果 

  

検討した結果、本整備ではロッドカバーとシリンダチュ

ーブを分解し、ピストンパッキンと V パッキンの取替を行

うこととした。整備にあたって制水ゲートを全閉にする必

要があるが、扉体を乗せる仮設架台の設置と撤去時のみと

することで、コンジットからの代替放流の時間を短くする

ことが可能となり、具体的には 8 時間以内を 4 回とする計

画とした。 

 コンジットからの代替放流のタイミングを、図-5 の計画

工程表により整理した。油圧シリンダの分解作業や組立作

業には特別な時間の制約は無いため通常の整備と同様であ

るが、今後更なる検討により新たに問題等が出てくる可能

性もある。 

 

図－5 計画工程表 

 

５．最後に 

 

今回検討した副バルブはメンテナンス用で実運用には使

用しない設備であり、優先順位は低いものの流水遮断機能

を有しており、万が一の時には使用する必要があるため、い

つかは必ず整備しなければならない。予算と他の整備を考

慮し、適正な整備計画を立案していくことが重要である。 

ダム運用に支障を来さないよう施工計画を立案し、減勢

工を使用した施工については他ダムでの実績を参考にする

と共に、各関係機関との調整も入念に行い、問題なく施工で

きるよう準備を十分にして発注・監督業務にあたることと

する。 

また、今回の検討作業において設備の新設は当然ながら、

既設設備の改造等を行うにあたって、「将来の維持管理性を

十分に考慮する事」の重要性を改めて痛感した。今後の業務

に生かしていきたい。

 

　月　　　日　
　項　　　目

主管副ゲート

分岐管副ゲート

121 2 3 4 5 6

　準備工（①～⑤）

　バルブからコンジット、コンジットからバルブに切替

13 147 8 9 10 11

　分解整備

　コンジットから放流

　主管から放流

　バルブからコンジット、コンジットからバルブに切替

　分岐から放流

　仮設架台撤去（⑥～⑩）

　仮設架台撤去（⑥～⑩）

　バルブからコンジット、コンジットからバルブに切替

　準備工（①～⑤）

　バルブからコンジット、コンジットからバルブに切替

　分解整備

①制水ゲート全閉

②抜水

③扉体下部に架台設置し扉体

を預ける

④主バルブ全閉

⑤充水

①～⑤の間ｺﾝｼﾞｯﾄから放流

⑥制水ゲート全閉

⑦抜水

⑧扉体下部の架台撤去

⑨主・副バルブ全閉

⑩充水

⑥～⑩の間ｺﾝｼﾞｯﾄから放流
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国道168号長殿道路整備における 
河川内工事の工夫について

辻 茉莉1・梶田 和希2 

1奈良国道事務所 橿原維持出張所 （〒634-0834奈良県橿原市雲梯町273-3） 

2奈良国道事務所 工務課 （〒630-8115奈良県奈良市大宮町3-5-11）. 

奈良国道事務所では，国道168号長殿道路を，国土交通省権限代行事業として安定した交通路

の確保，生活の利便性向上，地域の活性化等を目的に整備を進めている．

1号橋は現道国道168号から十津川を渡河し，対岸の山腹にトンネル坑口をつなぐ計画である．

橋台や橋脚を施工するには十津川の河川内への進入路を設置する必要があり，いかに経済的な

施工ができるかの検討を行った結果を報告するものである．

キーワード 仮橋，工事用道路，河川内工事

1. はじめに

国道168号「五條新宮道路」は，奈良県五條市から和

歌山県新宮市を結ぶ延長約130kmの地域高規格道路であ

り，「紀伊半島アンカールート」の一部を形成し，高規

格幹線道路の空白地帯である紀伊半島内陸部を南北に縦

貫する極めて重要な幹線道路である． 
「五條新宮道路」の整備区間である五條市以南の国道

168号は，急峻な地形条件のため，未改良区間（線形不

良・狭小幅員）が多く，大部分が異常気象時通行規制区

間となっているため，奈良県・和歌山県において順次整

備を行っている． 
特に，紀伊半島大水害（平成23年9月）により被災した

奈良県吉野郡十津川村長殿地区では，地形・地質条件が

厳しく整備に高度な技術を要する区間であるため，国土

交通省権限代行事業として，安定した交通路の確保，生

活の利便性向上，地域の活性化等を目的に「長殿道路」

として整備を進めている． 

図-1 長殿道路整備概要 
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2.  長殿道路の工事着手 

 
 国道 168 号長殿地区は，V 字谷渓谷となる一級河川熊

野川（十津川）（以下，十津川という）の急斜面上で河

川と併走しており，長殿道路は現道の対岸側に構造物

（3 橋梁，2 トンネル）を構築し，バイパスを整備する

計画として，平成 24 年度に国土交通省権限代行事業と

して事業化され，平成 30 年度に施工条件の整った 1 号

橋において工事着手した．(図-2) 

 

図-2 ルート図 

 

写真-1 工事着手した1号橋取付道路 

 

 

3.  1号橋の工事進入利計画 

 

(1)  1次選定 

 １号橋は現道国道168号（以下，現道という）から十 

図-3  1次選定比較案 

津川を渡河し，対岸の山腹に位置する１号トンネル坑口

に至る橋長 178ｍの PC2 径間連続箱桁橋である．まず，

工事用進入路の１次選定として，現地条件から想定され

うる下記４案（案１：右岸河中道路案、案２：発電所渡

河仮橋案、案３：左岸河中道路案、案４：１号橋近接渡

河仮橋設置案）について比較検討を行った．(図-3)  

結果，案４（１号橋近接渡河仮橋設置案）を除いて，

ほか３案は経済性及び施工工程は同位であるが，施工性

上のリスクが最も少ない案２（発電所渡河仮橋案）を選

定した．(図-4) 

 

図-4  発電所渡河仮橋案のイメージ 

 

  
 
(2)  2次選定 

 １次選定結果より，１号橋への進入方法としては，１

号橋上流側の左岸に位置する長殿発電所付近において現

道から河川内に進入し，右岸へ渡河した後，右岸山裾沿

いを下流側へ下って１号橋に寄り付く計画とした．ここ

では，１次選定にて決定した進入ルートに対して，仮橋

構造や設置形態の違い，当該ルートを使用して施工する

工種について，下記の４比較案について検討を行った．

(表-1) 

 

表-1 2次選定の比較表 
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なお，十津川を渡河する仮橋を通年設置とする場合，近

年の出水状況や長殿発電所に近接していることに配慮し

て，本橋と同等の河川構造令（基準径間長（45.5m 以

上），桁下余裕高（H.W.L+1.5m 以上），河川阻害率（5%

以内））を満足させることが前提条件（河川協議結果）

となっている． 

結果，現道への影響はあるが，A1 橋台を現道側から

の片押し施工とすること，仮橋の一時撤去時には支持杭

は存置し，復旧時に支持杭の打設期間を短縮することで，

最短工期かつ最も経済的となる案３を選定した． 

 

(3)  2次選定案の経済性向上の工夫 

２次選定案については，比較案のうち最も経済的とな

るものの，工事用進入路の整備費用のうち仮橋の整備費

用が相当程度（約2.5億円）となることから，選定案を

ベースとし，さらに経済性を向上できる工夫点がないか

検討することとした． 

 

a) 仮橋区間の縮小 

 まず，仮橋区間の縮小の可能性について検討した．選

定案では，通水阻害要因となる河川区域内における盛土

量を最小限とする観点から，現道からの進入位置と対岸

の平坦部間の約170mを仮橋区間として設定している．仮

に盛土区間の増大を許容すれば，工事用進入路計画位置

における十津川は川幅約110mに対し澪筋は約20～30m程

度であることから，仮橋区間を約40m程度まで縮小する

ことができる．この場合，仮橋の整備費用は約9割（約

2.4億円）の縮減が可能となる． 

 

b) 河床堆積土砂の盛土材への利用 

次に，上述のように仮橋区間を縮小した場合，仮橋前

後区間について盛土構造で進入路を構築する必要が生じ

る．盛土材については，工事用進入路周辺の河床に相当

程度，土砂が堆積していることから，この土砂を集積し

利用することで経済性の向上を図ることとした．(写真-

2) 

写真-2 上空からみた河川内の土砂堆積状況 

また河川区域外から盛土材を持ち込むことは河川協議

のハードルが高くなることも想定されることから，この

点においても優れると判断した．(写真-3) 

 

写真-3 河川内の土砂の運搬作業 

 

２次選定案に対して，盛土区間が増大するものの，仮

橋区間が縮小することにより，工事用進入路整備費用全

体として，約1億円の縮減が可能となる．(表-2) 

 

表-2 経済比較 

 
c) 河床堆積土砂を利用した盛土計画の概要 

盛土部（左岸）は河川横断方向の盛土となることから

渇水期のみとし，出水期間中はもとあった河川内に敷き

均し，盛土部（右岸）は河川縦断方向かつ水衝部でない

ことから通年設置として計画した．また，A2 橋台は急

峻な山腹に位置することから，選定案では山裾から200t

吊クローラクレーンを用いての施工を想定していたが，

施工性を考慮し，盛土部（右岸）は高盛土とし，直接

A2 橋台施工位置までアプローチできる計画とした．た

だし，高盛土（パターン①）は A2 橋台施工時の 1 渇水

期のみとした．(図-5) 

 

図-5 工事用道路計画図【パターン①】 

一般部門（安全・安心）Ⅰ： No.14 

3



出水期における盛土部（右岸側）については，工程が

厳しい次渇水期のP1橋脚施工に必要となる施工ヤードを

短期間で構築できるよう，P1橋脚の施工ヤードを見据え

た形状とし，残りの土砂はもとあった河川内に敷き均す

計画とした（パターン②）．(図-6) 

 

図-6 工事用道路計画図【パターン②】 

 

そして，渇水期を迎えると直ちにP1橋脚の施工ヤード

を構築し（パターン③），工程が２渇水期施工で収まる

計画とした．(図-7) 

 

図-7 工事用道路計画図【パターン③】 

 

以上の計画について，河川協議を実施し，河川管理者

から同意を得ることができた．(写真-4) 

 

 

 

写真-4 工事用道路【パターン①】の完成写真 

 

4.  まとめ 

 長殿道路1号橋の工事用進入路の検討において，比較

案のうち最短工期かつ最も経済的な案を選定したものの，

仮橋の整備費用が大きいことから，さらなる経済性向上

を図るため，仮橋区間の縮小を検討した．さらに仮橋区

間の縮小により盛り土区間が増大するため，盛土材とし

て，工事用進入路周辺の河床に堆積している土砂を利用

することによりコスト縮減を図る工夫を行い，当初選定

案に対し約３割（約１億円）のコスト縮減に繋げること

ができた． 
 
 

5.  おわりに 

 長殿道路は国道168号「五條新宮道路」の一部区間を

構成し，安定した交通路の確保，生活の利便性向上，地

域の活性化等を目的に早期開通を目指し，現在，１号橋

及び２号橋において工事を進めているところである．国

道 168号「五條新宮道路」はほかの事業区間においても

早期開通を目指し奈良県・和歌山県において整備が進め

られている．今回紹介した事例が河川内工事における工

事の一事例として，国道 168号「五條新宮道路」をはじ

め他事例へ参考として活用され，道路の早期開通により

国民の安全安心，利便性向上に寄与できれば幸いである． 

 

 
 ※本稿の内容は，筆者の前所属である近畿地方整備局

奈良国道事務所工務課における所掌内容である． 

 

謝辞：本事業に関係・ご協力頂いた全ての関係者をはじ

め，本稿へ資料提供頂いた皆様に感謝の意を表する．  
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河川災害復旧工事（十津川村）について

中澤 亮1 奈良県中和土木事務所 工務課 （〒634-0003奈良県橿原市常盤町605番地の5） 奈良県吉野郡十津川村内の工事等を行う部署に赴任した2018年は、台風の影響により被災した道路および河川の災害復旧に携わることとなった。その災害復旧のうち、河川災害復旧については、過去、同様に被災している箇所が複数あった。なぜ同じ箇所が被災するのか、それらの原因追求および対策工法の検討を、奈良県吉野郡十津川村内の河川事情を踏まえて行ってきた。その成果を本論において報告する。 

 

 キーワード 河川災害復旧，十津川村，熊野川, 堆積土砂  
1.  はじめに  奈良県の最南端に位置する十津川村においては、台風等による雨の影響で、災害が多い地域である。  私が赴任してきた2018年度には台風20，21，24号の影響により、配属されていた係では河川災害14件，道路災害5件の合計19件の災害を担当した。その中でも河川災害においては、上記14件のうち過去に同様に被災している箇所が9件もあった。 本論では、なぜ同じ箇所が被災するのか、それらの原因および対策工法の検討について、事例を交えて述べていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 図－1 位置図（奈良県吉野郡十津川村）   
2.  河川災害 
(1) 河川災害について  河川内には、水害を防ぐために河岸に構造物で形成された護岸があり、ここで言う河川災害とは、主にこの護岸が被災を受けた状態の事である（写真-1,2） 

写真-1 熊野川（十津川村宇宮原） 

写真-2 神納川（十津川村五百瀬） 
 

(2) 被災原因について  護岸の被災形態は多数あり代表的なものを下記に記す。 河床洗掘による被災（写真-3）、流体力によるブロックの移動・流出・めくれによる被災（写真-4）、残留水圧による被災などがあり、その中で過去の被災事例で最も顕著なものは、洪水時の河床洗掘を契機として基礎工
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が浮き上がってしまい、基礎工および法覆工が被災する事例である（写真-3）。  

写真-3 西川（十津川村永井） 河床洗掘による背面土砂流出、ﾌ゙ ﾛｯｸ折損 
     

写真-4 熊野川（十津川村上野地） 流体力によるﾌ゙ ﾛｯｸめくれ 

(3)  復旧方法（河川災害に特化した説明） 災害復旧については、国土交通省でルールが定められており、それによると、原則は施設を原形に復旧することである。また、写真-3のような河床洗掘により被災したものは、災害手帳1)には『基礎工の天端は、最深河床高の評価高より0.5m～1.5m程度埋め込むものとする』とされている（その他、幾通りか選択肢はあるが、この方法の事例が多い）。 
図－2 一般的な根入れの取り方1)   

3.  十津川村における河川災害の課題 
 

 (1)   最深河床高の設定および根入れの現状について  上記、(3) 復旧方法で述べている最深河床高の設定については、現状、被災後の測量で最も掘れているところを最深河床高に設定する。また、護岸工の根入れにおいては、その最深河床高より0.5m～1.5m深く基礎を設置している場合が多い。 
 

 (2)   十津川村の河川状況について  現在、十津川村に存在する河川（熊野川、西川、神納川、上湯川など）においては、度々起こる山腹崩壊などの災害により、河川内に流れ込んだ多量の堆積土砂に非常に苦慮している。 

 

 (3)   課題について  上記、(2)のように、河床に流れ込んできた堆積土砂を基準として、護岸工の基礎工天端の根入れを0.5m～1.5m確保したところで、洪水時の河床変動により直ぐに基礎が露出し、吸い出しが生じて護岸が再度被災してしまう。現に、2018年度に被災した護岸の被災原因は河床洗掘による被災が大半であり、河川災害14件中、9件が再度被災していることも納得できる。   
4.  対策（現場事例を交えて）  
(1)  現場事例について 今から紹介する現場は、奈良県吉野郡十津川村七色の 二津野ﾀﾞﾑから約800m下流に位置する熊野川の災害復旧現場である。 
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 この現場は、2009年度の紀伊半島大水害で二津野ﾀﾞﾑからの異常放流により被災して以来、度々被災を繰り返している。以下、被災の経緯等を簡潔にまとめる。 
a) 位置 奈良県の最南端部で、和歌山県境付近に位置する。 

図－3 位置図（十津川村七色） 
b) 経緯 2009年度の紀伊半島大水害にて護岸が被災(1回目)。 2013,2015,2017,2018年度に再度被災(2～5回目)。 現在は、2018年度の災害復旧工事中。 
c) 被災原因 河床洗掘による被災。 流体力によるﾌﾞﾛｯｸの移動・流出・めくれによる被災。 

図-4 2018年度被災箇所   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真-5 2018年度被災状況 

          写真-6 二津野ﾀ ﾑ゙放流状況（放流量：150t/s）  
d) 復旧(2009年度災害～2017年度災害) 2009年度災害～2017年度災害までは、原形復旧（基礎天端の根入れは最深河床から1.0m確保）。 
e) 復旧(2018年度災害) 2018年度災害においては、原形復旧（基礎天端の根入れは最深河床から1.0m確保）が下記(2)復旧工法の検討により困難と判断し矢板護岸工で復旧。  
(2)  復旧工法の検討について 被災現場付近は、上流側にﾀﾞﾑががあるため下流側へ の土砂供給がなく河床が年々低下している。また、極端に河床の縦断勾配が緩く流速が遅いため、護岸前の平水位は常に高い（写真-5の②参照）。 
a) 従来復旧工法（根入れ護岸工）について 紀伊半島大水害以降、度々起こる山腹崩壊などの影響により河床は堆積土砂が存在するため、それを基準として護岸工の基礎工天端の根入れを0.5m～1.5m確保したところで、ﾀﾞﾑの放流時に基礎が露出し再度被災する可能性が高い。 また、基礎天端高さ付近でｺﾝｸﾘｰﾄ打設を行うため、図-5のように二重鋼矢板で締切を行い遮水する必要がある。そのため仮設工における施工性、経済性が非常に劣る。 

図－5 根入れ護岸工の仮設工  
b) 2018年度災害の復旧工法（矢板護岸工）について  堆積土砂が存在する河床においては、ﾀﾞﾑの放流時に河床が移動しても洗掘されない構造にする必要がある。 また、仮設工における施工性、経済性を考慮する必要がある。 矢板護岸工は、ﾀﾞﾑの放流時に河床が移動しても洗掘

①  

① 

② 

② 

二津野ﾀ゙ ﾑ 
被災箇所 
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されず、また、仮設工においても大型土のうおよび盛土で施工できるため、施工性、経済性に非常に優れる。 河川内工事のため施工できる期間が非出水期(熊野川においては11.1～6.14)と限られる中で、施工性に優れる点は、特に評価するべきところである。 よって、2018年度災害の復旧工法は、従来の根入れ護岸工ではなく、矢板護岸工を採用することとした。 
図－6 矢板護岸工の仮設工 

 

図－7 計画平面図 
  

 

 

 写真-7 矢板工およびグラウンドアンカー工 

(3)  復旧について  現在は上記検討の結果を踏まえて、下記内容で復旧工事を進めているところである。 【工事内容】  矢板工(Ⅳw型,L=18m) N=264枚  グラウンドアンカー工 N=66本 張コンクリート工 V=1,665m3 平ブロック張 A=486m2 
(4)  懸念事項について  今後、河床洗掘による被災の心配は当分ないが、二津野ﾀﾞﾑの影響により上流側からの土砂供給が見込めないため、河床高さが低くなっていく一方である。  矢板前面の河床がある水準以上下がれば、矢板に変位が発生するため、河床の高さを保つために下流側へ帯工を設け、河床低下を防ぐことが望ましいと考える。  

 

写真-8 張コンクリート工  
矢板 

矢板 ｸﾞﾗｳﾝﾄ ｱ゙ﾝｶー  
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5.  おわりに   河川災害復旧事業において、河床洗掘が起きた箇所については、基礎工の天端の根入れを最深河床から0.5m～1.5m確保するという選択は第一に考えるべきことであるが、十津川村の河川事情などを踏まえて考えることができれば、他にも選択肢は増えると考える。  そして、熊野川（十津川村七色）の災害復旧事業の事例のように、根入れ護岸による復旧が困難である理由を的確に整理さえできれば、洪水時においても安心感のある構造物が構築され、同じ箇所が被災することが少なくなる。                                       

 ただし、被災してから災害査定まで約2ヶ月程度しかなく、時間が非常に少ない中でその答えまで導くのは非常に困難で経験を要するが、今後の災害復旧事業に熊野川の事例を少しでも参考にしていただき、災害に強い十津川村になっていくことを期待している。  謝辞：最後に、本事業の設計・施工に多大なる尽力を頂いている方々、並びに長年にわたり事業へのご理解・ご協力を頂いている地元の皆様方に、この場を借りて深く御礼申し上げます。  参考文献 1)令和2年度 災害手帳        
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アーチダムの基礎排水孔の機能回復について

角田 康祐1・鍵田 和彦2 

1木津川ダム総合管理所 高山ダム管理所（〒619-1421京都府相楽郡南山城村田山字ツルギ43） 

2木津川ダム総合管理所 青蓮寺ダム管理所（〒518-0442三重県名張市中知山1-166） 

青蓮寺ダムは2020年7月に管理開始50年を迎えた．ダムの形式はアーチ式コンクリートダムで

あり，「管理の期間の区分」第3期のダムである．揚圧力の計測については，第3期に移行する

1979年に「揚圧力が小さく，漏水量がごく少量で安定している」と判断され，2013年までは計

測が行われていない状況であった．その後の2014年4月からは基礎排水孔の閉塞状況を考慮して

計測が再開されている．本報告では，管理開始時から2020年における漏水量および揚圧力の状

況と計測再開のために実施した改善対策（孔内洗浄やリボーリングなど）およびその結果につ

いて報告する．

キーワード アーチ式コンクリートダム，孔内洗浄，リボーリング，漏水量，揚圧力

1. はじめに 

青蓮寺ダムは1970年に管理を開始し，2020年7月に管

理開始50年を迎えた．ダムの形式はアーチ式コンクリー

トダムであり，堤高は82 mである．本ダムはダム構造物

管理基準における「管理の期間の区分」第3期として管

理されている1)．同基準における揚圧力の計測について

は，「漏水量が比較的少なく，かつ揚圧力が小さいもの

については，第3期の計画を省略してもよい．」に基づ

いて，「漏水量が無い，もしくはごく少量で安定してい

る」と判断された1979年から計測が行われていない状態

が継続していた．しかし，2010年のダム定期検査におい

て，前述の判断については基礎排水孔が閉塞されること

なく機能が維持されていることが前提であるとの指摘を

受け，河床部で堤体断面が大きなブロックの基礎排水孔

である右岸監査廊内（BL. 7 - BL. 14）の基礎排水No. 7 - No. 
16の10孔および左岸リムトンネル内の基礎排水孔のNo. 
24 - No. 26の3孔に対して，孔内の確認および洗浄を2013
年に実施し，2014年4月から揚圧力の計測を再開した

（孔内洗浄未実施の孔を含む）．また，2015年のダム総

合点検およびその後のダム定期検査において，一部の基

礎排水孔について，孔詰まりの指摘を受け，青蓮寺ダム

では本格的に基礎排水孔の機能改善を行うこととした．

このような経緯もあり，2019年には孔底深度が基礎面深

度に達しておらず孔内洗浄が行われなかった基礎排水孔

に対してリボーリングを実施した．本報告では，青蓮寺

ダム管理開始時から2020年における基礎排水孔の揚圧力

と同地点にて計測された漏水量の変動について報告を行

うとともに，今後の対応について検討を行った． 

図-1  ダムの堤体の下流面図

一般部門（安全・安心）Ⅰ： No.16 

1



2.  基礎排水孔のリボーリング 

 
 青蓮寺ダムの基礎排水孔は右岸から左岸にかけて計26
箇所に設置されている（図-1，図-2）．基礎排水孔は基

礎面深度以下5 - 10 ｍ程度を削孔した後，ガイドパイプ

や導水パイプを用いて設置される．青蓮寺ダムはアーチ

式コンクリートダムであることから，底部の監査廊はダ

ム軸より下流側に設置されており，監査廊の直上には減

勢池が位置している（図-2）．基礎排水孔の主な機能と

しては，1）水抜き，2）漏水量測定，3）揚圧力測定が

挙げられる． 
 リボーリング実施に先立ち，改善を行う孔の選定を行

った．孔底深度について事前調査を行い（図-3），深度

が基礎面深度に達していないNo. 4，No. 6，No. 14，No. 15，
No. 18，No. 19およびNo. 20のうち，No. 4およびNo. 6を除

いた5孔を選択した（河床部で堤体断面が大きなブロッ

クを優先した）．5孔のリボーリングはロータリー方式

（コアドリル）で行った（図-4）．リボーリングには基

礎排水孔（孔径φ 46 mm，管内孔径φ 38 mm）に挿入可能

なシングルコアチューブまたはロッドクラウンを用いた．

削孔完了基準については，検尺ロッドを用いて削孔深度

を確認し，削孔が設計深度に達した状態を削孔完了とし

た．加えて，リボーリング後の孔内状況を孔内カメラで

確認した（図-5）． 
 
 

3.  リボーリング後の状況 

 

 基礎排水孔のリボーリングを行った結果，孔内の詰ま

りが解消された（図-5）．リボーリング後，No. 14，No. 
15，No. 18，No. 19およびNo. 20の基礎排水孔における孔

底深度はいずれも基礎面深度に達しており，建設当初の

削孔長（基礎面深度 + 5 m）付近まで深度が確認された

（表-1）． 

 

 

図-2  ダム堤体の平面図 

図-3  各基礎排水孔における震度の状況 
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4.  漏水量および揚圧力の変動 

 

 青蓮寺ダム管理開始時から2020年における漏水量およ

び揚圧力の値を集計した．監査廊内の右岸側に位置する

基礎排水孔（No. 7 - No. 16）については，各孔における漏

水量の合計値が本体漏水量として自動観測されている．

また，リボーリングを行った5孔のうち，最も値の変動

が大きかったNo. 15の基礎排水孔についてはその要因に

関する考察を行った． 
 リボーリング後，本体漏水量は0.2 L / min程度から2.0 L 
/ min程度に増加した（図-6）．漏水量が増加した要因と

しては，リボーリング実施により孔内の閉塞状況が解消

され，孔底深度が基礎岩盤まで達したことによるものと

考えられた．他方，本体漏水量の計測が行われる基礎排

水孔が位置している右岸監査廊の直上には，減勢池が位

置していることから，減勢池における水位の上昇と漏水

量の増加が連動している可能性が考えられた．本体漏水

量はリボーリング実施後に増加したが，湛水当初に経験

した最大値と比較して少ない値で推移していることから

経過観察を行うこととした． 

 No. 15の漏水量および揚圧力はリボーリング後に大き

く増加した（図-7）．漏水量は管理開始当初のおよそ2

倍である2.0 L / min程度に増加し，揚圧力については管理

開始当初と同程度（0.25 - 0.30 MPa）に増加した．リボー

リング前に0 L / minであった漏水量はリボーリング後に

大きく増加したことから，これに伴って揚圧力が増加し

たものと考えられた．漏水量が管理開始当初の2倍程度

に増加した原因は特定できないが，揚圧力については試

験湛水当初と同程度であることから，No. 15の基礎排水

孔については今後の測定値の推移に注視していくことと

した． 
 

 

図-4  リボーリングの状況（No. 15） 図-5  リボーリング後の状況（No. 15） 

表-1  リボーリング実施後におけるの基礎排水孔の状況

測点 ロッド挿入深度
(m)

リボーリング
(m)

孔底深度
(m)

削孔長
(m)

No. 14 6.80 5.25 12.05 12.6

No. 15 3.65 11.35 15.00 15.0

No. 18 0.35 7.95 8.30 10.5

No. 19 0.25 6.47 6.72 7.2

No. 20 0.20 6.85 7.05 7.5
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5.  まとめ 

 
 青蓮寺ダムにおける基礎排水孔のリボーリングを行っ

た結果，以下のことが明らかとなった． 
・孔内洗浄およびリボーリング実施により，基礎排水孔

の閉塞状況が改善され，孔底深度は基礎面深度に達し

た． 
・リボーリング後，本体漏水量は2 L / min程度に増加し

た（建設当時：12 L / min程度）． 

・リボーリング後，No. 15における漏水量は建設当時の2
倍程度に増加した（建設当時：1.0 L / min程度）． 

・リボーリング後，No. 15における揚圧力は建設当時と

同程度に増加した（0.25 - 0.30 MPa程度）． 
・機能改善が行えていないNo. 4およびNo. 6の基礎排水孔

については対策を講じる必要がある． 
 

参考文献 

1） 国土交通省河川局河川環境課監修（2006）改訂ダム構造物

管理基準．「ダムの管理例規集」（財団法人ダム水源地環

境整備センター編），pp. 246 - 271．山海堂，東京．
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1．はじめに

古川高架橋は，一般国道１号京滋バイパスの一部とし

て，日本初の国営干拓事業である巨椋池干拓地内に位置

し，始点側は巨椋排水路，終点側は一級河川古川を渡河

する．同干拓地冠水時の避溢機能が必要であるため連続

高架とし，河川渡河条件や農用地の配置との整合性から，

斜角25°でかつ曲線橋で，専用部の両側に配置するため

上下線を分離した構造としている． 

下り線は，橋長294.0m，9径間でそのうちP6~A2の2径

間連続鋼床版箱桁75m+49mに本損傷が生じたものである． 

橋梁位置図を図-1に，一般図を図-2に，橋梁諸元を表-1

に，橋梁全景写真を写-1に示す． 

表-1 橋梁諸元 

 

橋長 294.0m 

幅員 11.55m 

橋梁形式 3径間連続非合成鈑桁橋 

4径間連続非合成鈑桁橋 

2径間連続鋼床版箱桁橋 

建設年次 1988年（昭和63年） 

設計活荷重 TL-20 

交差条件 巨椋排水路（A1-P2） 

1級河川古川（P6-A2） 

A1 

A2 

滋賀 

京都 

大阪 

E89 E88 

一級河川古川 

P6 

図-1 橋梁位置図 

一般部門（安全・安心）Ⅰ： No.17

鋼床版デッキプレートUリブ部腐食の 

調査及び補修について 

～古川高架橋～ 

十川 絵理1・福井 雄一2 

1近畿地方整備局 姫路河川国道事務所 調査課 

（〒670-0947兵庫県姫路市北条１丁目250）

2近畿地方整備局 京都国道事務所 管理第二課 

（〒600-8234京都市下京区西洞院通塩小路下る南不動堂町808）

一般国道1号に位置する古川高架橋（下）は，竣工は1988年（昭和63年）で供用後約33年が経過し，片

側2車線，幅員は11.55mで片側の歩道を有する橋梁である． 

令和元年度の定期点検において， 鋼箱桁内鋼床版Uリブに，現場摩擦接合部からの漏水が原因と推定さ

れる腐食が確認された．接合部のボルトのような鍛造製品や摩擦接合面は，減肉や欠損が生じるような顕

著な腐食が生じると対策が大がかりとなる可能性があるため，早期に適切な対策が必要である． 

本稿は，箱桁内鋼床版のUリブ添接部における漏水及び腐食に対して実施した詳細調査及び補修設計の

結果について報告するものである． 

キーワード 鋼床版，漏水，詳細調査，維持管理，補修調査
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写-1 下り7，8径間全景 

 

2．損傷概要 

令和元年度に実施された定期点検において，歩車道境

界下に位置する鋼床版のUリブに孔食が確認されている． 

車道部はグースアスファルト、歩道部は防水層により

橋面防水が施されているが、歩車道境界の縁石下に防水

層が施工された記録は確認されなかった． 

損傷写真を写-2に，損傷位置を図-3に示す． 

 

 

図-3 鋼床版Uリブの損傷位置図 

 

 

 

 

 

 

写-2 鋼床版Uリブの損傷写真 

 

3．詳細調査および損傷要因の推定 

補修設計に先立ち，損傷要因を推定するための詳細調

査を実施した． 

 

(1) 歩車道境界周辺の橋面の状態確認 

調査概要 

孔食箇所上面の状態確認のため，歩車道境界の縁石及

び歩道部舗装を撤去し，鋼床版上面の腐食，孔食，添接

部の肌すきの有無を確認した．  

調査結果 

歩車道境界の縁石および歩道部舗装の調査結果を写-3

に示す．歩車道境界の縁石等を撤去したところ、歩道部

の調整コンクリートに空洞等が確認された．また，縁石

下の敷モルタルが湿っていることが確認され，敷モルタ

ル撤去と同時に歩道側から水が噴出し，歩道下が全体的

に滞水している状況が確認された．一方で，写-4に示さ

れるように鋼床版上面に腐食は見られず，添接板とデッ

キプレートの間に目視では隙間は確認されなかった． 

 

A2 

漏水 

防水層 

グースアスファルト 

孔食 

P7 P6 

縁石下は防水未施工 

調整コンクリート 

図-2 一般図 側面図（上），平面図（下） 
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(a)撤去部表面状態 

 

 

(b)添接板の状態 

写-4 鋼床版上面の状況 

 

損傷要因の推定 

歩道部の調整コンクリートに空洞等が確認された要因

は，カウンターウェイトが目的と思われる鋼鉄製の50kg

のレールが密に埋設されており，コンクリートの充填不

良が生じやすい施工条件であったためと考えられる． 

車道部は鋼床版上に防水機能を有するグースアスファ

ルトが敷設されているのに対し、歩道部は調整コンクリ

ート上に防水層が設置されいるものの歩車道境界の縁石

上には防水層が設置されていない。これらの現地状況か

ら、舗装撤去後に滞水が確認された要因は，過去に実施

された橋面補修工事において，防水層の端部処理が十分

に施されていないこともあり，歩車道境界の緑石と舗装

の境界部や壁高欄際から雨水が浸透し，調整コンクリー

ト内に滞水していたためと推察される． 

なお，調査日の前日は雨天であった．調整コンクリー

トの空洞と滞水状況を写-5，図-4に示す． 

 

 

写-5 調整コンクリート空洞状況(左) 

 

 

図-4 調整コンクリート下の滞水状況と雨水浸透経路 

 

(2) 板厚測定 

調査概要 

Uリブの減肉量および減肉範囲の確認を目的として，

超音波板厚測定器を用いてUリブの板厚を測定した． 

孔食箇所のUリブを対象に，側面および底面の添接板

のボルトを基準として各2ライン（橋軸方向），100mm

ピッチ（橋軸直角方向）の位置で板厚を測定した．減肉

が見られた箇所については近傍を50mmピッチで測定し，

減肉範囲を推定した． 

 

調査結果 

箱桁内において実施したUリブ孔食箇所の板厚測定の

結果を図-5に示す．板厚測定の結果，健全部板厚8mmに

対して最大5.0mmの減肉が見られた．いずれの測定箇所

においても減肉が見られるのは底面であり，減肉範囲に

ついても孔食箇所を中心として局所的であった． 

 

 

図-5 板厚測定箇所と結果 平面図(上)，断面図(下) 

 

 

滞水が見られる 腐食等はなく健全である 

隙間は目視では確認されない 

レール 

※赤丸は板厚測定点，測定天井の数値は測定値を表す． 
※現地測定結果及び竣工図より健全部材厚を8.0mmとする． 

※減肉が見られた箇所について測定値を赤文字で記載． 

：孔食 

  

(a)敷モルタル撤去時 1 (b) 敷モルタル撤去時 2 

写-3 歩車道境界の縁石撤去 

 

水が噴出

水が噴出

鋼床版 t=12mm 

Uリブ部 t=8mm 
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(3) Uリブ内状態確認 

調査概要 

Uリブ下面のハンドホールからCCDカメラを挿入しU

リブ内部の状態を確認した． 

また，ボルトの締め付け不足や肌すきの有無を判断す

るため，Uリブ上面のボルト余長部のねじ山の数を確認

した． 

 

調査結果 

CCDカメラによる内部状態の確認の結果，写-6のよう

に添接板付近において腐食が見られた．また，一部の高

力ボルトにおいても減肉をともなう腐食が見られた． 

ただし，橋面において滞水が確認されたものの，U リ

ブ内への顕著な漏水は確認されなかった．なお、U リブ

の両端にはダイアフラムがあり，橋軸方向は閉塞されて

いる（図-6）ことが確認された． 

また，孔食部において一部のボルトでねじ山の数が少

ないもの(図面のボルト長，板厚から算出される余長よ

り短い)が見られた．図-7，表-2より，余長部が短く締め

込み不足の可能性があるものは，Uリブ内の添接部にの

み見られた．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写-6 CCDカメラによる撮影画像 

 

 

図-6 Uリブ側面図（竣工図より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写-7 CCDカメラによる撮影画像 

 

 

図-7 ねじ山数測定箇所位置図 

 

表-2 余長部ねじ山数計測結果と腐食部の関係 

 
 

損傷要因の推定 

ボルトの山数調査の結果から，添接板とデッキプレー

トの間に肌すきが生じていると考えられる．これは，U

リブの溶接によりデッキプレートには製作の過程で図-8

のような変形が生じやすいことに加え，Uリブ内には工

具が入らないため締め付け管理が難しい頭締めによりボ

ルトの締め付けが行われたことに起因するものと考えら

れ，そこからUリブ内に雨水が漏水していたと推察され

る． 

橋面の状態確認調査では，添接板に肌すきは確認され

なかったが，これは調査対象箇所（図-9）がUリブ直上

ではなく，Uリブ同士の間の部分（通常の締付けが可能

な部分）であったためと考えられる． 

 

高力ボルトに腐食減肉が生じている 

腐食 

ねじ山の数が少ない 2山 

4山 
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図-8 肌すき発生の概念図 

 

 

図-9 橋面の状態確認調査箇所 

 

4．補修設計 

(1) 損傷進展性の整理 

a) 進展状況の確認 

当該箇所は，H20の定期点検で損傷が確認され，H25

に補修工事（Uリブ塗装，橋面防水）が実施されている．

その後，H26，R1に定期点検が実施され，R2に損傷調査

を実施した． 

それぞれのUリブ写真を写-8～11に示す． 

  

写-8,9 H20定期点検(左) H26定期点検(右) 

 

  

写-10,11 R1定期点検(左) R2調査(右) 

 

 

b) 損傷進展性の推察 

H26点検では，H25の補修工事による改善が見られる

が，R-1点検及びR2調査では損傷の進展が見られる．  

 

 (2) 対策工法の検討 

損傷進展性の整理の結果，橋面から桁下への漏水対策

が不完全であることから，再劣化防止のため，Uリブ接

続部（添接部）の水密性を向上させる対策が必要である． 

a) 対策工法の選定 

歩道部には鋼鉄レールが配置されていることを考慮し，

Uリブ接続部（添接部）の水密性を向上させる対策方法

として，「第1案：レールを全長撤去し中詰コンクリー

トを修復する案」と「第2案レールを存置したまま添接

板の周囲に止水材を注入する案」を立案した． 

このうち，第1案は補修が必要な範囲に比べて撤去範

囲が過大となるため，止水対策として豊富な実績があり，

高い効果を期待でき，コスト比較においても優位性のあ

る第2案を対策方法に選定した．図-10，11にその概念図

を示す． 

 

 

図-10 第1案 

 

 

図-11 第2案 

 

b) 注入方法の検討 

第2案は，小径ドリルにて削孔し，水性マイクロエマ

ルション樹脂を注入する注入止水工法である．この工法

は，主にコンクリート構造物のひびわれ，隙間等，漏水

原因箇所に対して適用される工法であるが，既設歩道橋

損傷箇所 損傷箇所 

レール撤去（12m） レール撤去（13m） 

調査箇所 

調整コンクリート 

50kgレール 
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のデッキプレート上面に防水機能を付与する際に適用さ

れた実積があり，本稿の損傷に対する適用性が高いため

試験施工として提案したい．なお，防水と合わせて滞水

した水を抜くパイプを流末に配置することで水を排水す

る工夫をしたい． 

5．まとめ 

本稿は，箱桁内鋼床版のUリブ添接部における漏水，

及び腐食に対する詳細調査及び補修設計結果について報

告したものである． 

調査の結果から，Uリブ添接部の腐食は、添接板とデ

ッキプレートの間に生じた肌すきから，Uリブ内に雨水

が漏水したため発生したものと考えられる．また，歩道

下にレールが埋設されているという特殊な条件により橋

面上に滞水が生じ，Uリブ内への雨水の浸透を助長した

ものと考えられる．鋼床版橋において，デッキプレート

及びUリブが添接板により接合される構造が採用されて

いる場合は，同様の損傷が生じていないか，定期点検や

詳細調査の際は注意が必要である． 
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